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効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 

 
研究代表者：是永 匡紹 国立国際医療研究センター 肝炎免疫研究センター 
      

研究要旨：肝炎ウイルスはわが国の国民病と位置づけされながら、感染を知らないまたは定
期受診をしない患者は 140～200 万と推測されている。これまで、無料肝炎ウイルス検査を
行っても受検率は充分と言えず、また検査を受け陽性とわかっても医療機関を受診しない、
また無症状のため抗ウイルス剤治療にまで到らないまた、途中で通院を中止する患者さんも
多い。更に職域検診では肝炎ウイルス検査施行は拡充されず、病院内では入院・検査・手術
時に行う肝炎ウイルス検査の結果説明が不十分であることも明らかにされた。 
治療の進歩により肝炎ウイルスは経口剤で control 可能、特に C型肝炎ウイルスでは 
一定期間内服するだけで、副作用が殆どなく高率にウイルス排除できる時代となり、肝炎ウ
イルス陽性者を治療舞台に上げることは急務である。本研究では、肝炎検診の機会は増加さ
せ、その陽性者を効率的に医療機関への受診を勧奨し、自治体・病院・検診機関の状況を考
慮にいれた、全国で使用可能なフォローアップシステムを数種類構築する。また検証をモデ
ル地区で行い、受検⇒受診⇒受療と流れる成功事例を重ね、肝炎拠点病院のネットワークを
いかし、全国展開への橋渡しを行うことを目標とする 

A. 研究目的 
 わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキ
ャリアがいると推定され（厚生労働省）、ウイ
ルス肝炎は国民病であると記述されている（肝
炎対策基本法前文）ところであるが、肝炎ウイ
ルスに感染していることを知らない、または定
期受診をしない患者は 140～200 万と推測され
ている(広島大学 田中ら)。肝炎検診の受検経
路として、最も期待された保健所での無料検診
は 6％程度ときわめて低率にとどまり、一方、
病院・診療所での肝炎検査受検目的が 24.9％、
内視鏡検査・術前検査が 48.7％と大半を占め、
いわゆる職域検診は 17.1％であった。さらな
る問題として指摘されているのは、非専門科医
師の認識不足、院内連携の欠如のために、肝炎
検査陽性者が適切な治療に結びついていない
現状(国立病院機構肝疾患ネットワークでのア
ンケート調査結果)、および、限られた自治体
のフォローアップシステム構築が他県へ拡げ
るのが難しい現状がある。本研究では、肝炎受
検の機会は増加させ、その陽性者をいかに効率
的に医療機関への受診・受療を勧奨し、自治
体・病院・検診機関の状況を考慮し、全国で使
用可能なフォローアップシステムを構築する。
また検証をモデル地区で行い、成功事例を重ね、
肝炎拠点病院のネットワークをいかし、全国展
開への橋渡しを行うことを目的とする 
 
 
 

B. 研究方法  
①自治体と協力し小地域に対応した follow 
up system（小地域分科会）②佐賀県で確率さ
れたダイレクトメール・VPN を利用した新規の
follow up system 拡充と social marketing 
method を用いた受検率向上や受診勧奨（佐賀
分科会）③電子カルテを活用した病院内で非専
門医から陽性者を抽出/follow up system（病
院間分科会）④職域肝炎検診の拡充・個人情報
保護法への対応（職域分科会）に分かれて、受
検機会増加・陽性者の受診勧奨・受診後の
follow up system を市町や県、病院で検証す
る。効率的（汎用性が高く、低コスト）な system
構築を目指し、多くの prototype を作成し、肝
炎情報センターにネットワークを活かし、拠点
病院・専門医療病院で全国展開し、成功事例を
増やしていく⑤更に知って肝炎プロジェクト
との首長訪問をきっかけに自治体とともに肝
炎を広く国民に告知し、健診機関、人間ドッ
ク・出張検診などで、特に職域領域を念頭にお
いた検査機会の拡充を積極的に行う（独立型健
診利用）。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究に関わる調整・発表に対して各施設の
倫理委員会で審査を行っている 
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C. 研究結果 
 ①小地域分科会：相崎 
 平成 23-25 年度厚生労働科学研究費補助金
難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事
業（肝炎関係研究分野）「慢性ウイルス性肝疾
患患者の情報収集の在り方等に関する研究」班
において「陽性者フォローアップ導入マニュア
ル」を作成しており、研究協力者であるキャン
サースキャンと共同で 17 の県・市（A県、神
奈川県 A市、愛知県 A市、静岡県・香川県・福
井県の市）をモデル地区として、陽性者に対し
て調査票を送付することで、フォローアップし
（図１,2）、受診・受療率調査を行い、繰り返
し送付することで、受診率が向上することが 
明らかになった。その一方で、調査票に返信し
ていない陽性者は約 60%存在することが明ら
かになり、そのfollow upが今後の課題である。 

図１：肝炎検査陽性者へのアンケート調査 
      と受検率 

図 2：調査票の返信率と受診率 
 

②佐賀分科会: 江口 
 (１) C 型肝炎ウイルス陽性者の深層心理に
基づいて作成された受療勧奨メッセージを行
政からのダイレクトメールとして送付(図 3) 
昨年度、図 3 のリーフレットを送ることで、S
市における7か月）間の受療率は、比較群5.4％
（n=185）に対し、図 3 のリーフレット介入群
では 14.4％（n=181）と、高い効果が得られて
いることを確認され、本年度までに、30 都道 
府県、387 自治体、8,447 医療期間、3 事業所
で使用された（図 4）。 

 図3: HCV陽性者の行動変容を促すリーフレッ
ト(たたけ肝炎) 

 
図 4:たたけ肝炎全国展開 
たたけ肝炎の効果を S市以外で図るべく、東京
23 区でリーフレット介入地域と非介入地域で 
比較したところ、介入地域では、HCV 治療薬導
入数が維持される傾向が確認された（図 5） 

 
図 5:S 市以外での「たたけ肝炎」配布効果  
 
(2) B 型肝炎ウイルス陽性者の深層心理に基
づいて作成された受療勧奨メッセージを行政
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からのダイレクトメールとして送付(図６) 

 図 6  HBV 陽性者の行動変容を促すリーフレ
ット 
HBV 陽性者にも同様に、リーフレットを作成 
し全国展開中であり解析途中である。 

 
③病院間分科会：池田・榎本・島井 
電子カルテアラートシステムを用いた非専
門医から肝炎ウイルス陽性者を受診・受療へ 
池田らは、肝炎ウイルス陽性者を A社電子カ
ルテのアラートシステムの注意喚起のみなら
ず、陽性者用の説明文を配布することで、約
80%が受診することを明らかにし、榎本らは、
院内感染講習会や麻酔科の術前診察により、紹
介が飛躍的に向上し、受診なみならず受療へと
結びつくことを報告した（肝臓 2016）。（図 7） 

更に、他施設でも本システムの導入が行われ、
同様な有効性の報告や、拠点病院のみならず 
専門医療機関へも全国展開し、榎本らは、その
結果を英語論文化した。（図 8） 

システムの有効性が明らかにされても、導入費
用が高く、全国展開の障害になっていたため、 
島井らは、医療情報部の立場からも電子カルテ
ベンダーと交渉を行った。更に電子カルテベン
ダーの班会議への参加、肝炎推進対策室からの
説明を行うことで、A 社では、来年度までに、
殆どの施設でレベルアップ時に、無償で使用さ
れることが可能となった。（図 9） 

更に、B 社、C 社、D 社でもモデル作成構築
し、拠点病院にて使用可能となり、紹介率が上
昇しない施設でも、ウイルス量の測定を非専門
医が行い、診療録にその旨を記載する率が上昇
しており、学習効果が明らかにされる一方で 
約 20%は紹介しない医師が存在する。(図 10) 

 
④職域分科会：川波 
(1) 種々の事業所形態に対応した多様な実施
方法を提言するため、事業所向けのマニュアル
（作成）し、web形式で公開した（図 10） 
以下にマニュアル内容を表 1に示す 
表 1 マニュアル目次 
第 1章 はじめに 
肝炎の基礎知識や、職域での検査の必要性
について解説 
第 2章 肝炎ウイルス検査を実施しよう 
肝炎ウイルス検査の実施に当たって設定す
べきルールについて解説 
第 3章 コラム 
肝炎にまつわる判例など法的なトピックを
解説 
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第 4章 肝炎ウイルス検査の Q&A 集 
本文で補足が必要と考えられた項目を
Q&A形式で解説 
第 5章 参考資料 
参考になるWebサイトや関係法規、検査の
説明文書例、個別の同意書例 

 
図 11 ホームページに掲載した導入部分と肝炎

ウイルス検査啓発リーフレットのダウンロード

タブ 
 (2) 自治体の委託無料検診を職域の健康診断
の際、同時受検する仕組みを構築 

 肝炎ウイルス検査の受検率が低くとどま

る職域に対し、事業所の定期健康診断の機会に

自治体肝炎検査を同時受検できるしくみを構

築し、福岡県北九州市にある健康総合センター

でモデル事業を行った。（表 2） 

事業所 業種
健診
対象者数

同時受検
可能
対象者数

受検者
数

受検非
希望者
数

実質受検率
（受検者/受検可
能対象者
*100）％

A 製造業 104 84 64 40 76.2
D 製造業 48 41 36 9 (+3) 87.8
E 教育機関 33 28 24 9 85.7
F 教育機関 18 13 9 9 69.2
Ｇ 教育機関 45 32 24 20 (+1) 75.0
Ｈ 教育機関 20 17 17 3 100.0
Ｉ 製造業 68 43 30 40(-2) 69.8
Q 医療、福祉 73 71 36 33 (+4) 50.7
T 製造業 81 69 51＊ 31(-1) 83.7
Ｕ 運輸業 1128 919 738＊ 390 80.3

計　10 1618 1317 1029 584 （+5） 78.1
 ( )内は当日受検に変更した人数  

表 2 事前希望調査を実施した事業所一覧 
 
年齢層は主に 20～60 歳代と幅広く、北九州

市住民検診全体での肝炎検査受検者では 60 歳

以上が半数を超えているのに対し分布に大き

な違いがみられた。検を希望しない理由は、

「北九州在住でない」が 51.5％と最も多く、

次いで「自分には無関係だと思う」19.0％、「受

検済み」15.4％、「健診以外で受けたい」11.8％

であり、「会社に知られないか心配」は 0.5％

のみであった。 
⑤独立型健診利用 山下、竹下 
健診センターを活用し無料検査・option 検査 
等、様々方法で受検機会を拡充 
(1) 独立行政法人地域医療機能推進機構
(JCHO)では全 57 病院で健康管理センターを有
している。まずはモデル施設として、山口県下
関市 JCHO 健康管理センターで肝炎ウイルスの
無料検査を行った。(図 12) 

 
本研究を開始する前2年間での職域健診 

における肝炎ウイルス受検率は 0.6%（193 人 
/31,035 人）であった。これに対して研究開始 
後の１年間（平成 27年 10月から平成 28年 9 
月まで）では、健診受検者全体の 52.1%にあた 
る 7537人が受検し、受検率は飛躍的に増加し
た。ウイルス性肝炎陽性者は HBs抗原陽性 
1.03 %、HCV抗体陽性 0.60 ％であり、それぞ
れ 78人、45人の新たなキャリアが本研究実施
期間中に拾い上げられた。 
2陽性者の追跡調査 
本研究における HBs抗原陽性者あるいは HCV
抗体陽性者を対象に、調査用紙の郵送または電
話での聞き取りによる追跡調査を行った。回答
率は 77.7 %であった。2次健診として医療機関
を受診したのは HBs抗原陽性者の受診率は
74.1 %、HCV抗体陽性者の受診率は 84.8 %で
あり、HBs抗原陽性者の受診率がやや低い結果
であった。 
 (2) 結核予防会が行う健診では多くの地域で
肝炎ウイルス検査が option として行われてい
る。一方、約 2000 万人が属する協会けんぽは
肝炎ウイルス検査代を 70％負担、残りを事業
所や受検者が負担しているが、その受検率は著
しく低く、愛媛県の data では 1.5%未満とされ
る。 そこで、健診機関に実態調査を行い、無
料で肝炎ウイルス検査を行っている事業所、一
部負担で肝炎ウイルス検査を行う事業所の受
検率を確認したところ、無料で職域検診時に肝
炎ウイルス検査を行うと約 90%が受検し、職域
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肝炎ウイルス検査は「ついで無料」が重要で 
あることが明らかになった。更に協力が得られ
た施設で、協会けんぽが利用するリーフレット
と簡易化したリーフレットを作成し、受検率を 
比較したところ、一部負担であっても約 30%が 
受検し、リーフレットを簡易化することで、更
に上昇した（図 13） 

 
D. 考察 
 ①小地域分科会：相崎 
厚労省の「ウイルス肝炎患者等の重症化予防推
進事業」において、平成２６年３月より「陽性
者フォローアップ事業」が開始された。県担当
者への聞き取り調査から、ほとんどの県で事業
は開始されたものの、その実行は陽性者情報を
保持する市町村に委ねている。 
自治体により専門医療機関の受診率や受療率
に大きな違いが見られたが、本システムを繰り
返し導入することで、陽性者個別の現状把握が
でき、自治体側で連結可能匿名化されているの
で、来年度の個別受診勧奨が可能になった。 
 その一方で、半数以上が個別勧奨をしても 
調査不明であること、また HBV 陽性の受検率が 
低い事がわかり、その対策が今後の課題である。 
 
 ②佐賀分科会: 江口 
班研究で、陽性者の行動変容を促す様な C型肝
炎ウイルス陽性者へのリーフレットを作成し
佐賀県では受診率上昇が認められため、30 自
治体へ全国展開を行った。一部の地域では、リ
ーフレット配布地域での、受検率や C型肝炎治
療薬導入数に改善がみられており、同様に 
B 型肝炎ウイルス陽性者用のリーフレットを
作成し、現在その有効性を検討中である。更に 
かかりつけ医向けウイルス性肝疾患フォロー
アップ研修資材作成しホームページからダウ
ンロードして広く活用できるように準備中で
ある。 
③病院間分科会：池田・榎本・島井 

大手カルテベンダーで肝炎ウイルス陽性者ア
ラートシステムが、活用可能となった。導入の
際に費用に問題があったが、本年度からレベル
アップ時に無償で利用可能となっており、更な
る全国展開が望まれる。今後アラートシステム 
の反応しない非専門医や、その効果を持続させ
るための工夫を行い、マニュアル化を目指す一
方で、他疾患・感染症に使用できるようことも 
考慮していく。 
 
④職域分科会：川波 

改正個人情報保護法により、肝炎ウイルス検

査結果等の健康診断の結果は、機微な情報で、

要配慮個人情報と位置づけられ、より厳格な取

扱いが求められることとなった。そのため、今

回公開したマニュアルでは、肝炎ウイルス検査

を実施する場合の社員個別の同意の取得方法

に関して、オプトイン方式を原則とすることを

提言した。国内の 99%以上の労働者が勤める

中小規模事業所では、事業所内に医療職がいな

いなど、要配慮個人情報を管理する体制がない、

もしくは、健康管理にコストをかける余裕がな

い事業所も多い。従って、本研究では事業所が

費用を負担して健診項目に追加するという一

律の方法に限定せず、自治体や健保組合の利用

などの多様な方法を提言することで、情報管理

やコストに関する抵抗感を下げ、検査導入を促

すことが重要と考え、今回のマニュアルの構成

に取り入れた。 

同時受検システムは、労働者にとっては、 

働きながら受検する機会を得ることが出来、

気づかなかった自身の感染を把握することで

肝がんに進展する前に早期治療が受けられる

メリットがある。今回のシステムでは、オプト

イン方式で希望調査を行ったが、市内在住で受

検可能な者のうち、78.1％と非常に高い確率で

受検を希望したことから、検査のニーズは高い

と考えられた。 
⑤ 独立型健診利用：山下 竹下 
 職域健診実施時に肝炎ウイルス無料検査を
同時に実施することにより、受診率が著明に改
善し、「無料・ついで」の有効性が確認された。
未受診者が存在しているが、過去に検査を受け
ている、または事業所への連絡が不十分であっ
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たことが推測され、一生で一回を最低目標とす
る肝炎ウイルス検査であることを鑑みれば、少
ない費用で検査に不安なく検査可能であるこ
とが明らかになった。 
 結核予防会が持つ巨大健診ネットワークの 
企業健診で肝炎無料検査の受検率向上が示唆
されれば、職域領域に検査が水平展開されると 
考えられ、独自けんぽからの問い合わせも増加
している。今後は陽性者をいかに専門医療機関
に結び付けるかが課題であり、健診機関からの 
再勧奨、保険者でのレセプトにて受診確認を 
行う予定である。 
 
D. 結論 
①小地域分科会：相崎分科会長 
肝炎フォローアップ体制の確立により、検診陽
性者の動向を把握し、肝疾患対策のための疫学
資料となる。本研究は、限られた人的リソース
および限られた予算の中でいかに至適な治療
へ感染者を導くかということについての政策
提言の資料となることが期待できる。 
 
②佐賀分科会: 江口分科会長 
肝炎ウイルス陽性者が「受療」に円滑に進む為
の「受診」の動機づけとして、C型肝炎ウイル
ス陽性者への行動変容を促すダイレクトメー
ルを使用した受診勧奨の効果が確認された 
 
③病院間分科会：池田・榎本・島井 
電子カルテのアラートシステムを使用した受
診勧奨は汎用性が高く、今後パッケージ化され
ることで費用も殆ど係らず、極めて有効なフォ
ローアップシステムであり、肝炎に関わらず他
疾患に応用可能である。全国で使用可能にする
ため、他社で対応可能なシステム開発、 
更に、陽性者の follow up の方にも力をいれて
いき、更なる全国展開を目指す。 
 
④職域分科会：川波分科会長 
個人情報保護に配慮した「職域のための肝炎
ウイルス検査導入マニュアル」を作成し、web
上で公開した。マニュアルは、要配慮個人情
報の適切な取扱いに重点を置き、また小規模
事業所での実施の負担感を軽減するために健
保組合等との連携や自治体検診の活用につい
ても積極的に情報提供した。職域での肝炎検
査の同時受検のシステムをモデル運用し、22
事業所で 1,089 人の労働者が受検した。その
うち、2 人の陽性者が判明し、一定の効果が
確認された。本システムは、運用のための費

用が特段発生しない仕組みであるため、自治
体と健診機関とで自律的に進められることが
大きな利点の１つである。 
 
 ⑤ 独立型健診利用：山下 竹下 
 職域検診と肝炎ウイルス無料検診を同時に
実施することは、受診率の向上とキャリア抽出
に有効である。同意書や告知の方法を工夫する
ことで更なる受検率が向上すると考えられる。 
 
E. 健康危険情報 
 特になし 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 
1) 打田(小林)佐和子, 榎本大, 藤井英樹, 飯
田(上野)綾子, 元山宏行, 小塚立蔵, 萩原淳司, 
川村悦史, 森川浩安, 村上善基, 田守昭博, 河
田則文．当院における肝炎ウイルス検査の実施
状況と陽性者に対する受診勧奨システム構築
による院内連携の変化について．肝臓 2016; 57 
巻:７-163)  
2) Fujii H, Yamaguchi S, Kurai O, Miyano M, 
Ueda W, Oba H, Aoki T, Enomoto M, Kawada N, 
Okawa K. Putting "sticky notes" on the 
electronic medical record to promote 
intra-hospital referral of hepatitis B and 
C virus-positive patients to hepatology 
specialists: an exploratory study. BMC 
Infect Dis 12; 16: 410. 2016. doi: 
10.1186/s12879-016-1765-y  
3) 垣内 俊彦, 大枝 敏, 岩根 紳治, 泉 夏美, 
松尾 宗明, 江口 有一郎 妊婦健診における
肝炎ウイルス検査に対する意識調査 肝臓 57 
376-381. 2016. 
4) 眞鍋明広、坂口孝作、佐々木恭、實藤宏美、
藪下和久、西田正則、小畠大造、田原麻衣、重
西邦 肝臓内科以外の診療科での HBs 抗原、
HCV 抗体陽性症例の肝疾患診療状況 広島医
学 69 538-542, 2016 
 
2. 学会発表 
１）榎本大、森川浩安、河田則文. 当院および
関連施設における C 型肝炎ウイルス感染者の
拾い上げに向けた取り組み. 肝臓 57,Suppl.3 
A688. 2016. 
2) 高口浩一、筒井朱美、永野拓也. 電子カル
テシステムでの肝炎ウイルス陽性者受診勧告
前後における当院におけるウイルス性肝炎陽
性患者の肝臓内科紹介率の検討  肝臓 
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57,Suppl.1 A426.2016 
3) 日髙勲、坂井田功：肝炎ウイルス無料検査
受検啓発と院内肝炎検査陽性者受診勧奨の取
り組み 肝臓 57 Suppl.3, A687. 2016 

4) 島井健一郎 是永匡紹 統合管理された病

院情報システムからの必要・状況に応じた患

者・医療関係者へのメッセージ直送機構  日本

医療情報学 2016 

5) 吉澤要, 松本晶博、田中榮司 N 県におけ

る C 型肝炎撲滅に向けた取り組み 肝臓 

57,Suppl.3 A691. 2016. 

6) 永田賢治，山田優里，土持舞衣，中村憲一，

岩切久芳，蓮池悟，下田和哉．宮崎県における

肝炎検診陽性者 follow up の取り組み．肝臓 

57 suppl. A192. 2016. 

7) 小川浩二, 荘拓也, 坂本直哉 肝炎ウイル

ス陽性者アラートシステムによる C 型肝炎受

診率向上効果 肝臓 57,Suppl.3 A693. 2016. 
8) 坂本穣, 有薗晶子, 榎本信幸 C 型肝炎撲滅
に向けた地域を包括した総合的な取り組み 
肝臓 57,Suppl.3 A686. 2016. 
９） 芳賀弘明, 斎藤貴史, 上野義之 山形県
におけるウイルス性肝疾患対策への取り組み  
肝臓 57,Suppl.3 A691. 2016. 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
該当事項なし 

2. 実用新案登録 
該当事項なし 

3.  その他 
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平成 28年度 分担研究報告書 
 

HBV 再活性化アラートシステムの開発と自治体健診陽性者の follow up 
 
分担研究者：是永匡紹 所属先 国立研究法人国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター 
研究協力者：廣田健一(札幌医大）藤岳夕歌(札幌医大）小泉裕子（K 県 K 市）寺澤綾（K 県 K 市） 
 
研究要旨：非専門科医師の認識不足、院内連携の欠如のために、肝炎検査陽性者が適切な
治療に結びついていない現状(国立病院機構肝疾患ネットワークでのアンケート調査結果)
が明らかになった。2014 年 4 月に厚生労働省からも肝炎ウイルス検査施行後、陰性・陽性
に関わらず結果を説明するように通達があり、院内での B型肝炎ウイルス(HBV)、C 型肝炎
ウイルス(HCV)陽性者を非専門医から専門医へ紹介するシステムとして電子カルテアラー
トシステムが注目された。本研究班でもその全国展開を推進し、特に最もユーザーが多い A
社に働きかけレベルアップ時に無償で使用できる体制を構築してきた一方で HBV 再活性化
予防システム開発は不十分であった。研究協力者である廣田、藤岳らは、これまで化学療
法レジメンのみ対応した再活性化予防システムを、①ガイドラインに即した薬剤単独使用
にも対応してHBV関連検査を誘導する②HBV既往感染やHBs抗原陽性者は電子カルテ状にア
イコンが表示される③HBV 陽性者の集計システム④HBVDNA 検査結果が定量可能時には当該
患者カルテを使用しなくてもその結果を表示できるように改良し、来年度に向けて全国展
開にむけて A社と交渉中である。また、K県 K市の小泉、寺澤らは自治体肝炎ウイルス陽性
者に積極的にアプローチを行い、フォローアップに同意された陽性者に年 2 回の受診勧奨
及び、未返信者には電話による受診調査を行い、現システムの問題点を検証した 

A. 研究目的 

わが国には約350万人の肝炎ウイルスキャ

リアがいると推定され（厚生労働省）、ウ

イルス肝炎は国民病であると記述されて

いる（肝炎対策基本法前文）が、いまだ肝

炎検診を受けていないため、自身が肝炎ウ

イルスに感染していることを知らずに社

会に潜在しているキャリアが約 140～200

万人存在するとの報告もある(広島大学 

田中ら)。また、非専門科医師の認識不足、

院内連携の欠如のために、肝炎検査陽性者

が適切な治療に結びついていない現状(国

立病院機構肝疾患ネットワークでのアン

ケート調査結果)もある。 本研究では、B

型肝炎ウイルス再活性化予防システムの

開発・全国展開と自治体陽性者の実態調査

を目的とした。 

 

B.  研究方法 

検討１：肝疾患診療連携拠点病院での電子

カルテベンダーはA,B,C,Dの 4社に分かれ

ており、特に A社が約 50%を占有している。

これまで、A 社と共同で HBV 再活性化予

防システム簡易版を開発し、本年度よりレ

ベルアップ時に使用可能となっているが

薬剤単体に対応せず、レジメンや抗ガン剤

のみに反応するため、見逃される薬剤が存

在する。更にアラートのみであり、HBV

関連マーカー測定への誘導を行われてお

らず、札幌医科大医療情報企画室と連携を

とり、そのシステム開発を行った。 

検討 2: K県 K市では独自で、肝炎ウイル

ス陽性者をコンピューター管理化し、陽性

者には、年 2回の郵送による調査や電話に

よる受診勧奨を積極的に行っており、その

効果と問題点を検証する 

 

C. 研究結果 

 

検討 1: 
① 肝疾患陽性患者へのアイコン表示 
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HBs 抗原陽性者では「B型疾患」、既往感染
者には「B 型既往」と赤字でアイコンが表
示されるように工夫し、日常でも HBV 感染
者、既往者が一目でわかるようにした。 
 
② 注意喚起メッセージ表示と検体検査
オーダ画面自動起動 
レジメンのみならず、処方・注射オーダに
ガイドラインに沿って登録された薬剤が
order されて場合は、自動的に HBV 関連検
査 order 画面に移動し、HBV 陽性・既往例
あれば、更に HBVDNA 測定画面に移動すす
るように設定した。 

 
 
③HBV 核酸定量検査患者一覧 
HBV 核酸定量測定患者一覧や薬剤毎の HBV
関連マーカー測定数を集計可能とした。 
 
④HBV 核酸定量検査の結果通知機能 

 
HBVDNA が定量可能となると核酸アナログ 
製剤の投与が必要となる可能性が高いが 
その検査結果は、1週間程度かかる場合も 
あり、また対象患者さんの電子カルテを 
開かないとその結果を確認できない。 
 本システムでは当該患者さんの電子カ
ルテを開くことなく、ログインした状態で
もその結果が確認可能である。 

検討 2 : 小地域分科会でのシステムに沿っ

て陽性者で follow upに同意された症例に 

年 2回ほど受診勧奨を行った。follow upに

同意が得られたのは HBV 陽性者 75%, 

HCV 陽性者 74%との高い同意率を得られ

た、HBV,HCV 間に差を認めなかった。一

方で 1年後までに調査票を返却した陽性者

は、HBV 37%, HCV34%と低値で半数以上

は返信がなく、継続の受診勧奨が必要であ

る。一方で、調査票を返却した 80%弱は、

すでに受診済みであることも明らかにな

り、調査票返却＝受診者ということも明ら

かになった。 

 
そこで、調査票に返信がない陽性者へは電

話による個別勧奨を行ったところ、HCV

の多くはすでに、受診・受療済みであるの

に対し、HBV症例では陽性を自覚しながら 

自己判断で受診しない、かかりつけ医より 

受診しなくてよいなどの理由が挙げられ

た。電話連絡に関しては、調査票を送る際

に、名刺や担当名を記入し、陽性者の家族

にも認知されるように努めた。 
 
（考察） 
既往感染からの HBV 再活性化はリツキシ

マブ投与例で約 8%と報告される一方で、

その見逃しは重症化を来たすケースも存

在する。認識不足、HBVDNA未確認等で 

ガイドライン通りの検査が行われていな

い可能性があるため、本システムを有効で 

あると考えられる。仮導入施設では HBV

関連の検査数が上昇し、これまで薬剤によ

っては必要であった HBV 検査が行われて

いなかった可能性があり、今後は無視され
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やすい薬剤、アラートシステムに反応しな

い医師への対応が望まれる 

重症化予防化に基づき、陽性者へ査票を送

る形で現状調査を行っても、約半数以上か

ら返信がなく、その対応が急務である。 

また返信しない陽性者では、HCVはすでに 

受療中の症例も存在した一方で、HBVでは 

様々な理由で受診をしておらず、また、慢

性肝炎以外は定期治療助成制度を受ける

ことができず。その対策は急務である。 

 

D. 結論 
電子カルテを用いた HBV 再活性化予防シ
ステムを開発し、その有用性を確認後  
全国展開予定である。 
治療薬進歩や啓発効果により HCVは受診 
受療へと結びついている可能性があるも、 
HBV に関しては早急な取り組みが必要で
ある。 

 
E. 健康危険情報 
 特になし 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

1.是永匡紹. 【C型肝炎治療の新時代】 最新治療 

の成績とpitfall: ソホスブビル・レジパスビル配合剤

(Harvoni). 消化器・肝臓内科 1(1):72-77, 2017. 

2. 是永匡紹, 溝上雅史 【新薬展望2017】 注目の

新薬[抗ウイルス薬] 一般名：レジパスビルアセトン

化合物、ソホスブビル  ハーボニー配合錠 医薬ジ

ャーナル 53(S-1) 273-281. 2017 

3. 是永匡紹, 溝上雅史 【臨床応用を見据えた肝

線維化研究の新展開】 診断 M2BPGi測定と肝線

維化  肝・胆・膵. 74:55-63. 2017. 

4. 是永匡紹 【インターフェロン・フリーC 型肝炎治

療】 遺伝子型 1 型の C 型肝炎の抗ウイルス治療 

ハーボニーによる C 型肝炎治療 臨床消化器内科 

31(11) .1447-1454. 2016 

5. 是永匡紹, 溝上雅史 【臨床検査の最新情報】 

生化学検査 肝線維化マーカー 新規肝線維化マ

ー カ ー M2BPGi の 有 効 性  臨 牀 と 研 究

93(8).1067-1073.2016. 

6. 是永匡紹, 是永圭子, 溝上雅史  新しい診断・     

薬の情報 慢性肝疾患における M2BPGi の有用性 

  肝臓クリニカルアップデート 2(1) .85-94. 2016. 

 

2. 学会発表 

1. 是永匡紹, 考藤達哉 溝上雅史. PD1 C 型肝

炎治療の問題点 HCV 排除可能時代の課題

～再治療とSVR後発癌予測～ 第52回日本

肝臓学会総会. 千葉. 2016. 05.19-20 

2. 島井健一郎 是永匡紹 円滑な政策医療実

現を支援する医療機関別情報化状況の管理 

第 36回第 36回医療情報学連合大会。

2016.11. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他  
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肝炎陽性アラートシステム導入後の成果と課題 

 
 

研究分担者：酒井 明人 富山県立中央病院 
      

研究要旨：昨年度までの検討で手術・検査前ルーチンで施行されている肝炎ウイルス検査陽
性者への結果の周知が約半数で確認できない状況が判明し、昨年度に肝炎検査陽性アラート
システムを電子カルテに導入した。今回導入前後のそれぞれ 1年間の肝炎検査陽性症例の状
況を検討した。専門医コンサルトは HCV 抗体陽性で導入前 34.7％から導入後 55.0％へ増加
していた。また専門医コンサルトが無い症例で患者が HCV 抗体陽性を認知しているか確認
できない症例は、43.5％から 8.0％へと減少した。IFNフリー治療など抗ウイルス療法導入に
つながる症例が過去に検査した症例も含め増加し、肝炎検査アラートシステムは病院として
肝炎検査結果の周知のみならず、経過観察・治療導入にも有用であることが確認された。 

A. 研究目的 
 肝炎ウイルス検査は日常診療において消
化器内科以外でも手術・内視鏡検査前、入院時
検査として一般的に行われている。しかしルー
チン検査として行われている場合に肝炎ウイ
ルス検査の結果が伝えられていない状況があ
り、特に陽性症例の場合は大きな問題である。
当院においても肝炎検査陽性症例への専門医
へのコンサルトが 29.2％、またカルテ上患者が
肝炎陽性であることを知っているか確認でき
なかったのが約半数いることが判明し、平成
27年 6月に肝炎アラートシステムを導入した。
導入３ヵ月後までの検討では専門医へのコン
サルト率は 46％へ増加、患者の検査結果を認
知しているか確認できない症例は 20％以下に
減少していた。 
今回当院に肝炎陽性アラートを導入した前
後１年間での成果と課題を検討したので報告
する。 

 
B. 研究方法 
当院は富山県富山市に位置する病床数 733
床、診療科 24科、医師数 208人、平均 1日外
来患者数 1478人の県中核病院であり、県肝疾
患診療連携拠点病院の他がん診療連携拠点病
院など様々な指定を受けている病院である。 
平成 27年 6月より感染管理支援システムと
連動した肝炎ウイルス検査陽性アラートシス
テムを当院電子カルテ（富士通社製）に導入し
た。 
アラートシステム導入効果を検討するため
に肝炎ウイルス検査（HBs 抗原、HCV 抗体）
陽性者についての対応状況を、システム導入前

として平成 26年 7月～平成 27年 6月、導入後
として平成 27年 7月～平成 28年 6月の同時期
1年間で比較検討を行った。 

 
C. 研究結果 
 当院で導入した肝炎検査陽性アラートシス
テムの概略を図 1に示す。肝炎ウイルス検査を
行い陽性であった場合は電子カルテを開いた
最初の画面にアラートが自動的に点灯開始さ
れる。陽性患者へ結果を伝え、受診勧奨済みの
チェックボックスを手動でチェックしてアラ
ートを解除する。また自動的に感染管理支援シ
ステムに HCV抗体、HBs抗原の結果がデータ
移送され、アラート解除の有無も感染管理支援
システムで一元的に把握可能とした。今回の研
究の症例リストアップも感染管理システムか
ら行った。 
 

 
＜図 1 当院の肝炎検査陽性アラートシステ
ムの概要＞ 

 
アラートシステム導入前１年間の平成 26年
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7 月～平成 27 年 6 月までに肝炎ウイルス検査
で陽性であった症例は 312例で、消化器内科以
外で検査されたのが 252例（80.8％）であった。
導入後 1 年間の平成 27 年 7 月～平成 28 年 6
月では 406例であり、消化器内科以外で検査さ
れたのが 271例（66.7％）であった。肝炎ウイ
ルス別では導入前では HCV 抗体陽性 170 例
（67.5％）、HBs抗原陽性 82例（32.5％）、導入
後では HCV陽性 149例（55.0％）、HBs抗原陽
性 122例（45.0％）であった（図 2）。 

 

 
＜図 2 消化器内科以外でオーダーされた肝
炎陽性症例の内訳＞ 

 
HCV 抗体陽性症例において検査後に消化器
内科をコンサルトした症例はシステム導入前
59例（34.7％）、導入後 82例（55.0％）であっ
た（図 3）。 

 

 
＜図 3 HCV 抗体陽性症例の消化器内科コン
サルト状況＞ 
 
コンサルトが無かった症例について詳細に
検討すると、肝臓かかりつけ医がいる、HCV 
RNA などの追加検査を行っている、紹介元へ
の肝炎検査の結果添付など、患者に肝炎ウイル
ス検査陽性が伝わっている症例が確認できた

が、それでも 170 例中 74 例（43.5％）で患者
に肝炎ウイルス陽性であることが伝わってい
るか確認できなかった（図 4）。 

 

 
＜図 4 導入前の陽性結果認知状況＞ 
 
アラートシステム導入後は専門医コンサル
ト率自体も増加した。またアラート解除日が感
染管理支援システムで確認できるので、同日前
後のカルテに患者に感染を周知した、或いはか
かりつけ医を確認したなどのカルテ記載の確
認が容易になり、患者が結果を認知していると
確認できる症例も増えていた。その結果、HCV
陽性症例において患者が認知しているか確認
できない症例はシステム導入後 12例（8.0％）
まで減少していた（図 5）。 

 

 
＜図 5 導入前の陽性結果認知状況＞ 
 
 アラートシステム導入前後で HCV抗体陽性
例の消化器内科へのコンサルトは 10ポイント
以上増え、外来管理を必要とする症例も増加し
た。紹介時に肝癌を 1例で指摘された。院内非
専門医から紹介され IFN フリー治療導入した
症例は 2例から 8例に増加した。さらに肝炎検
査から 1年以上経過していたが、システム導入
にてアラート点灯しあらためて紹介された症
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例でも 5例で IFNフリー治療につながった（表
1）。 
 

 
＜表 1 システム導入前後の HCV 抗体陽性者
の管理・治療状況＞ 
 

HBs抗原陽性症例も HCVと同様にアラート
システム導入後に専門医コンサルト率が増加
し、核酸アナログ導入、特に免疫抑制・化学療
法での HBV増悪予防につながった（表 2）。 

 

 
＜表 2 システム導入前後の HBs 抗原陽性者
の管理・治療状況＞ 
 
 手術症例で専門医コンサルト率を検討する
と手術後当院で経過観察されている症例では
比較的コンサルト率は高いが、外来手術・短期
入院手術の症例は以後のフォローは地域かか
りつけに依頼することも多く、コンサルトする
機会を逸している状況が見受けられた（図 6）。 

 
＜図 6 手術症例の消化器内科コンサルト状
況＞ 
 
D. 考察 
 一昨年の検討で検査手術前ルーチンに行わ
れた肝炎ウイルス検査陽性症例は、結果自体が
患者に伝えられていない可能性が高いと考え
られた。このためにアラートシステムの導入が
対策として重要であり、各部署と検討のうえ平
成 27年 6月より導入された。 
 導入後に専門医へのコンサルトが増え、また
患者への結果の周知、感染を既に知っている場
合のカルテへの記載の増加などから、感染を知
っているか確認出来ない症例も導入前後で大
幅に低下しており、システム導入で一定の効果
があがっていると考えられた。また主治医の把
握がもれていた過去の検査陽性症例も掘り起
こされ、専門医コンサルトにつながる症例も存
在した。一方短期入院や外来手術の症例は当院
では無く、地域のかかりつけ医でフォローする
ため専門医コンサルトが少ない状況にあり、受
診しやすいコンサルトシステムの設置、或いは
地域との肝炎連携システムの構築が必要と考
えられた。 
感染管理支援システムとの連動することで
医療情報部或いは検査部にデータ要請するこ
となく感染者の状況把握が可能となった。 

 
E. 結論 
 電子カルテを利用した肝炎検査陽性アラー
トシステムは病院として患者への検査結果周
知へ有効であった。今後は繰り返し医療スタッ
フに対して肝炎検査陽性への周知、専門医への
コンサルトの重要性を徹底することが重要で
ある。 

 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 
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厚生労働科学研究費補助金 
(肝炎等克服政策研究事業) 
分担研究報告書 

 
当院および関連施設におけるにおけるウイルス性肝炎患者の拾い上げに対

する院内連携の試み 
 

研究分担者：榎本 大 
大阪市立大学大学院 医学研究科 肝胆膵病態内科学 准教授 
      

研究要旨：当院では 2013 年度から HBs 抗原または HCV 抗体陽性者に関して電子カルテ
上で専門診療科への紹介を促すシステムを構築し，肝炎ウイルス関連の院内紹介率の向
上に成功した．今回は本システムの効果が中規模の病院でも再現可能か検証するため，
関連施設(263 床)に同様のシステムを導入し，専門診療科への院内紹介が増加したか調
査した．同院の 2014 年度の HBs 抗原陽性率は 39/2,891 (1.3％)，HCV 抗体陽性率は
147/2,790 (5.3％)であり，HBs 抗原陽性者 39 例中 23 例，HCV 抗体陽性者 147 例中 81
例は非専門診療科の患者であった．電子カルテに受診勧奨メッセージを入力したとこ
ろ、HBs 抗原陽性 23 例中 11 例(48％)，HCV 抗体陽性 81 例中 41 例(51％)が専門医に紹
介され，その割合は前年より有意に上昇した(P＜0.05)．以上より電子カルテを用いた
受診勧奨システムは非専門診療科に潜在する肝炎ウイルス感染者の拾い上げに有効で
あった．今回，本システムが中規模の市中病院にも十分応用可能であることが示された． 

A. 研究目的 
 当院では2013年4月からHBs抗原またはHCV 
抗体陽性者に関して電子カルテ上で専門診
療科である肝胆膵内科への紹介を促す新た
なシステムを構築した．当院における2012
年度(新システム開始前)のHBs抗原検査数は
13,004件，HCV抗体検査数は12,374件であっ
た．陽性者はそれぞれ450例，711例で，とも
に肝胆膵内科が最多であったが，整形外科，
眼科，耳鼻科など外科系診療科がこれに次い
だ．新システム開始後，肝炎ウイルス関連の
院内紹介数は，18.8±5.7例/月から28.7±
4.6例/月へと増加し，耳鼻科，眼科，整形外
科など陽性者が多い診療科から確実に紹介
されていた． 
 以上の成果が中規模の病院でも再現可能
か検証するため，また中規模の病院にも拡散
するため，関連施設における肝炎ウイルス検
査の実施状況を調査するとともに，同様のシ
ステムを導入し専門診療科への院内紹介が
増加したかどうか，および紹介後患者の内訳，
その後の経過について調査した． 

 
B. 研究方法 
1. 肝炎ウイルス検査の実施状況調査 
関連の J 病院(263 床)で，2013～2014
年度に HBs 抗原を実施された症例(2,971
～3,154例)またはHCV抗体検査を実施さ
れた症例(2,876～3,042 例)を対象とし，
その結果と陽性者の分布，その後の院内
紹介の有無を調査した． 
2. 電子カルテを用いた受診勧奨システム
の導入 
2014年度からJ病院においても当院と
同様の受診勧奨システムを導入した．た
だし同院の電子カルテシステムではメッ
セージ表示の自動化は困難なため，中央
検査部に依頼して，HBs 抗原陽性または
HCV 抗体陽性情報を肝臓専門医に通知し
て貰うこととした．肝臓専門医は週に 1
回，陽性者の電子カルテを確認し，専門
医の受診が必要と思われる症例には，院
内紹介を促すメッセージの入力を行った． 
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C. 研究結果 
1) J病院における2013年度のHBs抗原陽性
率は 43/2,757 (1.6％)，HCV 抗体陽性率
は 156/2,674 (5.8％)であった．HBs 抗原
陽性者 43例中 37 例，HCV 抗体陽性者 156
例中 122 例は非専門診療科の患者であっ
た(図 1a)． 
 2014年度のHBs抗原陽性率は39/2,891 
(1.3％)，HCV 抗体陽性率は 147/2,790 
(5.3％)であり，2013 年度と 2014 年度の
HBs 抗原陽性率(P=0.58)，HCV 抗体陽性率
(P=0.39)には有意な差を認めなかった．
HBs 抗原陽性者 39 例中 23 例，HCV 抗体陽
性者147例中81例は非専門診療科の患者
であり，これらの患者の電子カルテに受
診勧奨メッセージを入力した(図 1b)． 
 

2) システム開始前(2013 年度)，非専門診療
科で HBs 抗原陽性と判明した 37 例中，肝

臓専門医に紹介されたのは 5例(14％)，
HCV 抗体陽性と判明した 122 例中，肝臓
専門医に紹介されたのは 9 例(7.4％)で
あった(図 2a)． 
システム開始後(2014 年度)，非専門診
療科で HBs 抗原陽性と判明した 23 例中，
肝臓専門医に紹介されたのは 11 例
(48％)，HCV抗体陽性と判明した81例中，
肝臓専門医に紹介されたのは 41 例
(51％)であり，前年より有意に上昇した
(P＜0.05)(図 2b)． 
 

3) 受診勧奨を行なった患者は，整形外科，
呼吸器内科，消化器内科，泌尿器科，外
科に多かったが，紹介率は科によってま
ちまちであった(図 3)． 
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4) 2014 年度，肝臓専門医に紹介された HBs
抗原陽性者11例のうち2例は核酸アナロ
グ治療適応で治療を開始し，9 例は適応
外で定期的フォローを行なっている．HCV
抗体陽性者 41 例のうち 14 例は HCV RNA
陽性であり，4 例が IFN 治療または第一
世代 IFN フリー治療を受け，10 例は治療
待機中である(表 1)． 

 
D. 考察と結論 
先行する大学病院での検討と同様に，HBs
抗原または HCV 抗体などの検査は，専門診療
科以外では，外科系診療科で術前検査として
行われているものが多かった．肝炎ウイルス
感染者の専門科への紹介を促す試みを開始
して以降，専門科への院内紹介数は着実に増
加している．紹介された患者の中には精査の
結果，肝細胞癌が発見された症例もあった．
また紹介後，抗ウイルス治療を導入された症
例や，次世代治療を待機して経過観察されて
いる症例もあった．今後はメッセージが表示
されているにも関わらず、紹介しない医師の
背景や対策についての検討が必要である． 
 

E. 結論 
電子カルテを用いた受診勧奨システムは
非専門診療科に潜在する肝炎ウイルス感染
者の拾い上げに有効であった．今回，本シス
テムが中規模の市中病院にも十分応用可能
であることが示された． 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 
1) 打田[小林]佐和子, 榎本 大, 藤井
英樹, 飯田[上野]綾子, 元山宏行, 小塚

立蔵, 萩原淳司, 川村悦史, 森川浩安, 村
上善基, 田守昭博, 河田則文. 当院にお
ける肝炎ウイルス検査の実施状況と陽性
者に対する受診勧奨システム構築による
院内連携の変化について. 肝臓 2016; 
57: 7-16. 
2) Fujii H, Yamaguchi S, Kurai O, 
Miyano M, Ueda W, Oba H, Aoki T, Enomoto 
M, Kawada N, Okawa K. Putting "sticky 
notes" on the electronic medical 
record to promote intra-hospital 
referral of hepatitis B and C 
virus-positive patients to hepatology 
specialists: an exploratory study. BMC 
Infect Dis. 2016 Aug 12;16:410. 
 
2. 学会発表 
1) Enomoto M, Uchida-Kobayashi S, Fujii H, 
Iida-Ueno A, Motoyama H, Kozuka R, 
Hagihara A, Kawamura E, Morikawa H, 
Murakami Y, Tamori A, Kawada N. 
Promotion of intra-hospital referral 
of hepatitis B and C virus carriers to 
hepatology specialists by electronic 
medical record-based alert system: a 
case study at a university hospital. 
24th United European Gastroenterology 
Week (UEGW). October 15-19, 2016, 
Vienna, Austria 
2) 榎本 大，森川浩安，河田則文.当院およ
び関連施設における C型肝炎ウイルス感
染者の拾い上げに向けた取り組み 
ワークショップ 3「C型肝炎撲滅に向けた
地域の取り組み」第 41 回日本肝臓学会東
部会(東京) 2016.12.8-9. 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
該当事項なし 

2. 実用新案登録 
該当事項なし 

3.  その他 
該当事項なし
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 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

陽性者追跡システム・院内・病院間連携システムの構築に関する研究 
 

       研究分担者 池田 房雄 岡山大学病院消化器内科助教 

 研究要旨：肝炎ウイルス検査結果陽性時に電子カルテ上で検査陽性を表示する
システムの利用においてより多くの検査陽性者に肝臓専門医を受診してもら
う工夫として、検査結果報告書、肝臓専門医への紹介状、返信用書類や封筒を
検査陽性者に郵送した。また、受診が確認できない人には書類を再送した。こ
れら郵送書類を見て肝精査の必要性を認識し肝臓専門医を受診した患者が有
意に増加した。肝炎ウイルス検査受検者への報告を徹底することは肝臓専門医
を受診する動機付けとして有用である。 

 

 

 

 

 
 
 
 共同研究者：下村泰之・岡山大学病院
消化器内科 

  
（8%）が肝臓専門医を受診し、その半
数は再送書類を持って当科を受診し
ていたことから、検査報告書の再送が
肝臓専門医受診率の向上にも寄与す
ると考えられた。これらの試みにより
2014年は72%で肝臓専門医受診状況が
確認できた（p <0.001, ｶｲ2乗検定）。
初めて肝精査を受けたと判明した比
率も33%から49%に向上した（p <0.00
1）。2013年4月から2年間の精査結果
集計では、219例が初めてHCV抗体陽性
を指摘され、107例が慢性肝炎、5例が
肝硬変と判明し、55例が抗ウイルス治
療を受けた。また、125例が初めてHBs
抗原陽性を指摘された。その9割（114
例）は肝機能正常のキャリア例だった
が、6例慢性肝炎、3例肝硬変と判明し、
核酸アナログ製剤導入となっている。
HBs抗体陽性例のうち654例（46%）よ
り回答があり335例（51%）は当科で肝
精査を行った。HBs抗体陽性者の多く
がB型肝炎の既往感染だったが、化学
療法や免疫調整剤使用中でHBV DNA陽
性化例14例を含んでおり、核酸アナロ
グ製剤が導入された。また、フィブロ
スキャン®を受けた198例のうち14例
は肝硬度7kPa以上であり、B型肝炎な
ど肝疾患家族を有する症例が3例含ま
れていた。 
 
Ｄ．考察 
電子カルテ上での肝炎ウイルス検
査の結果報告に関するシステムを導
入することは肝炎ウイルス検査陽性
者の見逃し防止に有用である。また、
検査報告書や肝炎専門医への紹介状
を検査陽性者に郵送し、郵送半年後に
肝臓専門医受診を確認できなかった 

        
Ａ．研究目的 
  感染症スクリーニング検査の受検者
への結果報告を徹底し、その後の二次
精査受診や適切な治療につながるよう
にするシステムを構築・拡充する。 
 

       Ｂ．研究方法 
肝炎ウイルス検査陽性者の電子カ
ルテ上に肝臓精査を勧める自動表示
システムを導入、検査施行医が直接説
明するか受検者へ報告書を郵送し、検
査報告を徹底した。更に平成26年度よ
り肝臓専門医受診用紹介状、返信用書
類や封筒も添付郵送した。また、郵送
半年後に二次精査結果不明の場合は
書類を再送した。これらの工夫で肝臓
専門医受診率が向上するか検証した。 

 
      （倫理面への配慮） 

岡山大学研究倫理審査委員会承認 
 
Ｃ．研究結果 
当院で平成25年4月より平成26年3
月末までの1年間と平成26年4月より
平成27年3月末までの1年間で非肝臓
専門診療科での肝炎ウイルス検査陽
性者への検査報告率は9割（2013年は9
49例、89%、2014年も857例、89%）で、
郵送による報告が7割（72%および74%）
であった。2013年は肝臓専門医受診を
確認できたのが検査陽性者の5割（4
9%）のみだった。肝臓専門医への紹介
状同封で105例 (11%)が地元の肝臓専
門医を受診したと紹介状返信があり、
半年後に検査報告書を再送して78例 

 
 
 



- 19 - 
 

 
症例に書類を再送することで、肝臓専
門医受診状況が確認できるだけでな
く、肝臓専門医受診率向上にも役に立
つと思われる。 
 
Ｅ．結論 
肝炎ウイルス検査陽性者の電子カル
テ上に肝臓精査を勧める自動表示シ
ステムを導入し、受検者への検査報告
を徹底することで肝臓専門医受診率
が向上する可能性がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
特記事項なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
下村泰之、池田房雄ほか「肝炎ウイル
ススクリーニング検査陽性患者に対
する検査報告システムの構築による
肝臓専門医受診率向上への取り組み」
肝臓56号 p137-143,2015年 
 2.  学会発表 
下村泰之、池田房雄ほか「当院におけ
るHBs抗体陽性患者に対する肝硬度測
定」第20回日本肝臓学会大会 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録 
 1. 特許取得なし 
 2. 実用新案登録なし 
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 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

     効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築に関する研究 
 

       研究分担者 高口浩一 香川県立中央病院 院長補佐 
        

研究要旨 肝炎ウイルス陽性者を、専門医に紹介する肝炎受診勧奨機能システムを、当院の電
子カルテを用いて開発し、導入前後の肝臓内科への紹介率を検討した。受診勧奨を行う前の、
HCV抗体陽性率は5.1％であり、肝臓内科紹介率は30％あった。肝炎受診勧奨機能を追加したの
ちの肝臓内科紹介率は30％とかわりなく患者バーへの表示だけでは紹介率は上昇せずワーニン
グ機能を追加して検討中である。 

 

 
   
  Ａ．研究目的 
    肝炎連絡拠点病院内で非専門医が測定 
  した肝炎ウイルス陽性者を、専門医に紹 
  介するシステムを、電子カルテを用いて 
  開発し、全国の病院で使用可能にし肝炎 
  ウイルス陽性者をできるだけ治療の場 
  にあげることを目的とする 
      
  Ｂ．研究方法 
    肝炎連絡拠点病院である香川県立中央 
  病院で非専門医が測定した肝炎ウイルス 
  陽性者を、専門医に紹介する肝炎受診勧奨 
  機能システムを、当院の電子カルテである 
  EGMAIN-GXを用いて開発し、導入前後の 
  肝臓内科への紹介率を検討しその効果に 
  つい検討する。開発したシステムを同じ 
  メーカのnon-Customizeの電子カルテを 
  使用している全国の４００以上の病院で 
  バージョンアップ機能に追加し早期に 
  安価に利用可能にすることを目指している。 
      
  Ｃ．研究結果 
    電子カルテシステムでウイルス肝炎陽性者 
   の受診勧奨を行う前の、HCV抗体陽性率は 
  5.1％であり、肝臓内科紹介率は30％あった。 
   肝炎受診勧奨機能を追加した肝臓内科 
   紹介率は30％とかわりなく患者バーへの 
   表示だけでは受診率は上昇しなかった。 
        
         
   Ｄ．考察 
   肝炎ウイルス検査陽性者の受診勧奨機能を 
   システム化したが患者バーへの受診勧奨 
  マークだけでは、肝臓内科受診率は上昇 
  しなかったため今後チェック画面機能で 
  目に見える形でカルテ終了時にワーニング 
  を表示し受診勧奨を施行し検証中である。     
        

Ｅ．結論 
  肝炎患者受診勧奨機能を説明するととも 
に、ウイルス肝炎陽性者が多く、肝臓内科 
紹介率が低い診療科に重点的に紹介を推奨 
することが、肝炎患者さんの拾い上げに 
有用であることが示唆された。またワーニ 
ング効果をみて今後のシステムを構築して 
いく予定である。 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 なし 
2.  学会発表 
 第４０回肝臓病学会 西部会  
ワークショップ5-1-4 
電子カルテシステムでの肝炎ウイルス陽 
性者受診勧告前後における当院における 
ウイルス性肝炎陽性患者の肝臓内科紹介 
率の検討 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 28 年度 分担研究報告書 

院内肝炎ウイルス検査陽性者に対する受診勧奨の意義 
 

分担研究者：的野 智光 鳥取大学医学部附属病院 消化器内科 助教 

 

研究要旨：厚生労働省から、「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」において医療機関に

対し、手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果を受検者に適切に説明するよう周知依

頼があった。鳥取大学医学部附属病院において、2013 年 8 月よりアナログによる受診勧奨

を開始し、2015 年 11 月より電子カルテによる自動受診勧奨システムを導入した。本研究で

は、受診勧奨システムの効果を明らかにするとともに、このシステムで専門医への受診、

受療に繋がった患者の病状を把握することを目的とする。肝炎ウイルス検査陽性者の専門

医への紹介例および紹介率は、無受診勧奨期間が 96 例（33.0%）、アナログ受診勧奨期間が
146例（66.3%）、自動受診勧奨期間が 159例（74.0%）であり、受診勧奨の有効性が示され
た。自動受診勧奨期間中の専門医への紹介者 159例のうち、HBs抗原陽性者の 28例、HCV
抗体陽性者の 32例は投薬等の治療が必要と考えられ、合計 60例、37.7%が治療されていた。
97例、61.0%は、非活動性 B型肝炎、C型慢性肝炎 SVR後等であり、肝癌早期発見のため
の定期的な経過観察が必要であった。肝疾患拠点病院および専門医療機関における肝炎ウ

イルス陽性者の受診勧奨システムは、肝炎患者の治療、および肝癌の早期発見、早期治療

のために有用であることが示された。 

A. 研究目的 

 厚生労働省は「肝炎対策の推進に関する基本

的な指針」（平成 23 年 5 月 16 日厚生労働省告

示第 160 号）において医療機関に対し、手術前

等に行われる肝炎ウイルス検査の結果を受検

者に適切に説明するよう周知依頼した。鳥取大

学医学部附属病院では、2013 年 8 月より院内

肝炎ウイルス検査陽性者に対して、受診勧奨を

行っており、2015 年 11 月より電子カルテシス

テムによる受診勧奨を開始している。本研究は、

外来及び入院時のスクリーニングあるいは術

前検査等の目的にかかわらず、肝炎ウイルス検

査の陽性者に対する受診勧奨システムの効果

を明らかにすることである。 

 

B. 研究方法 

 鳥取大学医学部附属病院では、2013 年 8 月

より院内肝炎ウイルス検査陽性者のうち非専

門医（消化器内科医および肝臓内科医以外）に

より提出された肝炎ウイルス検査の陽性者に

おいて、電子カルテ内の文書機能を使用して非

専門医の提出科に対して専門医（消化器内科医

および肝臓内科医）への受診勧奨を開始した。

さらに 2015年11月より電子カルテ自動受診勧

奨システムを導入した。2013 年 7 月以前は受

診勧奨を行っておらず、2012年 1月から 12月

までの 12ヶ月間を受診勧奨のない期間を対象

とした。 

 受診勧奨のなかった期間（無受診勧奨期間）

（2012年1月から12月までの12ヶ月間）、2013

年 8 月以降開始した肝臓内科による電子カル

テ入力による受診勧奨の期間（アナログ受診勧

奨期間）（2013年 8月から 2014年 9月までの

13ヶ月間）、2015年 11月に導入した電子カル

テによる自動受診勧奨システム導入後の期間

（自動受診勧奨期間）（2015年 11月から 2016

年 9月までの 10ヶ月間）の 3期に分け、非専

門医により提出された肝炎ウイルス検査の陽
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性者に対する受診勧奨の効果および受診率を

調査し、解析した。 

 電子カルテ自動受診勧奨システムを導入し

た 2015年 11月から 2016年 9月まで 10ヶ月間

に非専門医から専門医へ紹介のあった患者の

病状を把握し、治療状況について調査した。 

 

C. 研究結果 

1. 鳥取大学医学部附属病院で、提出された肝

炎ウイルス検査件数は、無受診勧奨期間で HBs

抗原がのべ 10469件、HCV抗体がのべ 9949件、

アナログ受診勧奨期間で HBs 抗原がのべ

12718件、HCV抗体がのべ 11905件、電子カル

テ自動受診勧奨期間で HBs 抗原がのべ 10230

件、HCV抗体がのべ 9608件であった。  

 肝炎ウイルス検査の陽性者実数は、無受診勧

奨期間 607例（HBs抗原が 340例、HCV抗体

が 267例）、アナログ受診勧奨期間 620例（HBs

抗原が 370例、HCV抗体が 257例（うち重複

7例））、自動受診勧奨期間 551例（HBs抗原が

357例、HCV抗体が 198例）であった（表 1）。

専門医により提出された肝炎ウイルス検査陽

性者数は、310 例（51.1%）、400 例（64.5%）、

336 例（61.0%）であった。非専門医により提

出された肝炎ウイルス陽性者数は、297 例

（48.9%）、220 例（35.5%）、215 例（39.0%）

であった。そのうち適切に専門医への紹介受診

が行われていると判断された陽性者は、96 例

（33.0%）、146 例（66.3%）、159 例（74.0%）

と無受診勧奨期間と比較して、アナログ受診勧

奨期間、自動受診勧奨期間では増加していた

（表 1、図 1）。アナログ受診勧奨期間から自動

受診勧奨期間への切り替えにおいても、専門医

への肝炎ウイルス陽性者の紹介受診率は増加

していた。  

 

 
 

2. 電子カルテによる自動受診勧奨期間に非専

門医で肝炎ウイルス検査陽性となった 215 例

のうち、専門医へ紹介のあった患者は 159 例

（重複 3 例）であった。専門医へ紹介された

HBs抗原陽性 92例のうち、活動性 B型慢性肝

炎であり核酸アナログ製剤投与が開始された

18 例と核酸アナログ製剤が必要と考えられた

10例の合計 28例は治療が必要であった。専門

医へ紹介された HCV 抗体陽性 70 例のうち、

直接作動型抗ウイルス薬（DAA）を投与開始

された 15例と他臓器癌の発見や高齢等により

未治療、DAA検討中などの 17例の合計 32例

は治療が必要と考えられた（表 2）。  
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D. 考察 

 厚生労働省は「肝炎対策の推進に関する基本

的な指針」（平成 23年 5月 16日厚生労働省告

示第 160号）において医療機関に対し、手術前

等に行われる肝炎ウイルス検査の結果を受検

者に適切に説明するよう依頼され、鳥取大学医

学部附属病院では、2013 年 8 月より院内肝炎

ウイルス検査を実施した提出科に対して、電子

カルテへ直接入力することによる陽性者の受

診勧奨を開始した。この期間のウイルス全陽性

者は 620例であり、非専門医での肝炎ウイルス

陽性者 220 例のうち専門医への紹介数は 146

例（66.3%）であり、無受診勧奨期間と比較し

て、紹介受診率がほぼ 2倍に増加した。このこ

とは、受診勧奨依頼によって、非専門医が肝炎

ウイルス感染者に対して適切に結果を説明し、

ウイルス陽性者が専門医へ受診する機会が増

加した事を示している。一方で、未だ 74 例

（33.7%）の陽性者は受診に繋がっていなかっ

た。 

 2015年 11月より電子カルテ自動受診勧奨シ

ステムを導入した。2016年 9月までの 10ヶ月

間の全陽性者は 551例であり、非専門医での肝

炎ウイルス陽性者は 215例であった。非専門医

から専門医への紹介例は159例（74%）であり、

無受診勧奨期間と比較しても紹介率は増加し

ており、アナログ受診勧奨期間と比較しても増

加していた。電子カルテ自動受診勧奨システム

の導入後も未だ 26%は専門医への受診はされ

ていなかった。原因は明確ではないが、各科に

よる紹介率も増減しており、自動受診勧奨シス

テムの周知が必要であると考えられる。  

 電子カルテ自動受診勧奨システム導入後の

非専門医からの紹介受診例 159例（重複 3例）

について HBs抗原陽性者の 92例中 28例は核

酸アナログ製剤による治療が必要であり、

HCV抗体陽性者の 70例中 32例は C型肝炎ウ

イルスに対する治療が必要と考えられた。すな

わち、159例中 60例（37.7%）は、治療が必要

であり、97例（61.0%）は肝細胞癌サーベイラ

ンスのための定期的な経過観察が必要であっ

た。肝疾患拠点病院等の専門医療機関において

は、肝炎ウイルス検査が陽性であることを通知

するシステムやその受診勧奨システムを構築

することは、肝炎患者に対する治療、および肝

癌の早期発見、早期治療のために重要であると

考えられる。 

 

E. 結論 

 肝炎ウイルス検査陽性者に対する受診勧奨

は、陽性者を受診、受療に結びつける有効な方

法である。 

 

F. 健康危険情報  特になし 

 

G. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表  なし  

2. 学会発表 

的野智光、永原天和、孝田雅彦 院内肝炎

ウイルス陽性者に対するフォローアップ

状況〜大学病院と地域病院との比較〜．第

41 回日本肝臓学会西部会；愛知県・名古

屋国際会議場 2015.12.3 肝臓：2015；

56(Supple.3):A898 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

(ア) 特許取得 なし 

(イ) 実用新案登録 なし 

(ウ)その他 なし                                
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

 
電子カルテアラートシステムによる肝炎受診勧奨システムの構築に関する研究 
 
分担研究者：日髙  勲 山口大学医学部附属病院 肝疾患センター 副センター長（助教） 
 
研究要旨：ウイルス性肝炎に対する治療は進歩しており、専門医による診断・治療が望ま
れる。未だに、適切な受診に結び付いていない症例が 140～200 万例あると推定され、それ
らの症例を拾い上げ、専門医に受診させることは急務である。なかでも、非専門科医師の
認識不足、院内連携の不足のために、肝炎検査陽性者が必ずしも適切な治療に結びついて
いない現状(国立病院機構肝疾患ネットワークでのアンケート調査結果)が明らかにされて
いる。本研究では電子カルテのアラートシステムを用いた受診勧奨システムを導入し、患
者の拾い上げを行い、受診状況の把握さらには未受診者への肝臓専門外来受診率の向上を
目指す。2015 年度に当院でも肝炎受診勧奨電子カルテアラートシステムを導入した。シス
テム導入により、専門医受診へある一定の効果が得られることが判明した。一方で、シス
テムの導入だけでは効果は限定的であるという課題も判明し、更なる受診率向上に向けた
取り組みが必要である。その手段の一つとして肝炎医療コーディネーターなど肝疾患の知
識が豊富なコメディカルスタッフとのチーム医療での取り組みが有効である。 

A. 研究目的 

C 型肝炎に対する経口抗ウイルス治療薬

など、ウイルス性肝炎に対する医療は進歩

している。わが国には約 350 万人の肝炎ウ

イルスキャリアがいると推定され（厚生労

働省）、ウイルス肝炎は国民病であると記

述されている（肝炎対策基本法前文）が、

いまだ肝炎検診を受けていないため、自身

が肝炎ウイルスに感染していることを知

らずに社会に潜在しているキャリアが約

140～200 万人存在するとの報告もある(広

島大学 田中ら)。また、非専門科医師の

認識不足、院内連携の不足のために、肝炎

検査陽性者が必ずしも適切な治療に結び

ついていない現状(国立病院機構肝疾患ネ

ットワークでのアンケート調査結果)もあ

る。 

 本研究では、電子カルテのアラートシス

テムを用いて院内で非専門医が測定した

肝炎ウイルス検査陽性者を、専門医に紹介

するシステムを導入し、肝炎ウイルス検査

陽性者の受診状況を把握するともに、でき

るだけ多くの未受診者を肝臓専門外来に

受診させることを目的とする。 

B. 研究方法 

 電子カルテのアラートシステムを用い

た肝炎検査陽性者の受診勧奨システムを

導入し、アラート数の把握、肝炎陽性者の

受診状況や未受診者の紹介状況を調査す

るとともに、受診率（紹介率）向上への有

効な手段を検討する。 

（倫理面への配慮） 

本研究においては、日常臨床内で行われて

いる検査に対する電子カルテを用いた介

入研究であり、個人情報の漏洩はない。 

C. 研究結果 

 2014 年度より電子カルテのアラートシ

ステムを用いた肝炎検査陽性者の受診勧

奨システムの導入の検討を開始し、2015

年 3 月に、HBs 抗原陽性者、HCV 抗体陽

性者に岡山大学方式のアラートシステム

を導入した。アラート数は 2015 年度 347

件、2016年 4月から 12月で 183件であり、

月平均 27.9件であった。（資料１） 
2015 年度より継続して、本システムおよ
び専門医紹介の必要性、最新の肝炎治療に
ついて、院内の医療安全講習会で講演し、
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院内他科スタッフへの啓発に努めた。 
検査結果の説明書発行率は 2015 年度
11.5％、2016 年 4～6月 19.1％、専門外来
紹介率は 2015 年度 17.9％、2016 年 4～6
月 13.5％であった。電子カルテによる受診
勧奨アラートシステムを導入することに
より一定の成果が得られた。一方で、アラ
ートだけでは効果は限定的であるという
課題も判明した。山口県では 2012 年より
肝炎医療コーディネーター「山口県肝疾患
コーディネーター」の養成を行っており、
当院には様々な診療科の病棟に肝疾患コ
ーディネーターが勤務している。そこで、
2016 年 7月より、コーディネーターの協力
のもと、診療科ごとに医師、看護師合同の
受診勧奨についての勉強会を実施し、コメ
ディカルスタッフからも啓発を促すこと
とした。結果、2016 年 7 月から 12 月にお
ける検査結果の説明書発行率は 89.4％、専
門外来紹介率は 21.3％と向上した。（資料
2） 
  

 

 
 
受診勧奨による専門外来受診後、2015
年 4 月から 2016 年 12 月までに 12 例の新
規患者で C型慢性肝炎、肝硬変に対する抗

ウイルス療法が開始され、9 例の B 型慢性
肝炎・肝硬変に対し拡散アナログの投与が
開始された。さらに 17 例の B 型肝炎キャ
リアに対する定期経過観察も開始された。 

D. 考察 

肝炎受診勧奨電子カルテアラートシス

テムを導入し、各種院内勉強会で啓発を継

続することにより、専門外来未受診者をあ

る一定の割合で受診につなげることがで

き、電子カルテを利用したアラートシステ

ムは有用である。一方で、システムの導入

だけでは成果に限界があることも判明し

た。更なる受診率の向上に寄与する取り組

みが必要であるが、その手段の一つとして、

肝炎医療コーディネーターなどのコメデ

ィカルスタッフも巻き込んだチーム医療

での受診勧奨が有効であると考えられえ

た。研究機関終了後も、引き続き検討して

いく。 

本成果を関連学会だけでなく、県内の研

修会等でも発表し、県内の医療機関への拡

充を目指している。2016 年には県内の総合

病院で導入の検討が開始されており、引き

続き、多くの施設でのアラートシステムの

導入や専門外来受診率の向上に貢献して

いきたい。 

E. 結論 
電子カルテによる受診勧奨アラートシス
テムは専門外来未受診の肝炎患者の専門
外来受診率向上に有用である。 

F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

１）日髙 勲、坂井田 功、ワークショッ

プ「C 型肝炎撲滅に向けた地域の取り組

み」肝炎ウイルス無料検診啓発と院内肝炎

検査陽性者受診勧奨の取り組み、第 41 回

日本肝臓学会東部会、2016年 12月、東京 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし                                                         
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）  

平成28年度分担研究報告書 

 
電子カルテによる肝炎ウイルス検査陽性者受診勧奨システム導入の効果 

 

       研究分担者 坂口孝作 福山市民病院院長 

 

研究要旨：受診勧奨システムを導入し、肝臓内科以外の診療科での肝炎ウイルス検査陽性者の肝臓内

科受診率はわずかに向上した。あらたなB型、C型肝炎患者の治療を導入することも可能であった。 

 

A. 研究目的 
 肝臓内科以外の診療科での肝炎ウイルス 
検査陽性者が精査・治療目的に肝臓内科に 
紹介されないこともある。肝臓内科受診率 
向上を目的に受診勧奨システムを導入し、 
その効果について検討した。 

 

B. 研究方法 
 受診勧奨システムは2015年9月1日から開 
始した。導入前の2013年4月1日から2014年 
3月31日までにHBs抗原測定者8,961人、HC 
V抗体測定者8,459人、および導入後の2016 
年4月1日から11月23日までのHBs抗原測定 
者6,736人、HCV抗体測定者5,945人を対象 
として、肝炎ウイルス検査陽性者の肝臓内科 
への受診率を比較検討した。 
        
（倫理面への配慮） 
調査データの集積は匿名化のうえで実施した。 
発表については福山市民病院倫理委員会の承 
認を得た。 

 

C. 研究結果 
 受診勧奨システム導入前、肝臓内科以外 
の診療科でのHBs抗原陽性者191人のうち 
肝臓内科受診者は66人(34.6%)であった。 
導入後HBs抗原陽性者125人のうち肝臓内 
科受診者は59(44.0%)であった。肝臓内科 
受診者のうち治療を継続・治療を導入した 
患者は17人(28.9%)、42人(71.2%)は経過観 
察となった。受診勧奨システム導入前、肝 
臓内科以外の診療科でのHCV抗体陽性者 
295人のうち肝臓内科受診者は85人(28.8%) 
であった。導入後HCV抗体陽性者は198人 
のうち肝臓内科受診者は63人(31.8%)であっ 
た。このうち治療を導入した患者は10人 
(15.9%)、53人(84.1%)はHCV-RNA陰性、 
他部位癌などの理由により経過観察となった。 

 

 

D. 考察 
受診勧奨システムを導入後も肝臓内科 
受診率は上昇したが、なお50%以下であ 
る。その理由は肝炎ウイルス感染に対す 
る認識不足、紹介手続きが煩雑であるこ 
とが指摘されている。今後、肝臓内科受 
診手続きの簡便化、さらに地域の医療機 
関受診者での肝炎ウイルス検査の実施と 
陽性者の肝臓専門医への受診を促進する 
のための広報が必要である。 

 

E. 結論 
 受診勧奨システムの導入により肝臓内 
科以外の診療科での肝炎ウイルス検査陽 
性者の肝臓内科受診率を向上することは 
可能である。 
 
G.研究発表 
 1.  論文発表： 
眞鍋明、坂口孝作、他：肝臓内科以外 
 の診療科でのHBs抗原、HCV抗体陽性症 
 の肝疾患診療状況 広島医学 69;538- 
  542,2016 
 2.  学会発表：なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得：なし 

 2. 実用新案登録：なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 
 

肝炎ウイルス検査陽性患者を効率良く受診に繋げるための電子カルテシステムの
構築とその評価 

 
研究分担者：井上 淳  東北大学病院消化器内科 助教 

 
研究要旨： 院内の肝炎ウイルス検査陽性患者を効率良く専門医受診に繋げることを目的と
し、検査陽性患者の電子カルテ上で受診勧奨メッセージが表示されるシステムを 2015 年よ
り開始した。その結果、2014 年に比較して 2015 年は月平均 8人の紹介患者数の増加が確認
されたが、2016 年にはやや減少していた。肝炎ウイルス陽性患者の内訳では、2015 年度と
2016 年度を比較すると HBs 抗原陽性患者が特に増加していた。さらに多くのウイルス性肝
炎患者を受診・受療に繋げるため、システムの改良や院内連携の円滑化が必要であると考
えられた。 

A. 研究目的 
 日本には 300 万人を超える肝炎ウイ
ルスキャリアが存在すると推定されて
いるが、まだ多くの感染に気づいていな
い患者が潜在していると考えられてい
る。また、近年の肝炎治療薬の進歩によ
り適切な治療を受けられれば肝癌のリ
スクを減らすことができるが、非肝臓専
門医の認識不足から肝炎ウイルス陽性
であっても専門医への紹介に至らない
ケースが多いことが知られている。当院
では 2015 年より肝炎ウイルス検査陽性
患者に受診勧奨メッセージが表示され
る電子カルテシステムを導入しており、
その効果を評価することを目的とした。 
 

B. 研究方法 
 当院では 2015 年より HBs 抗原、HBs
抗体、HBc 抗体、HCV 抗体陽性の患者の
電子カルテを開いた際に、「肝炎」のア
イコンが表示され、その部分にカーソル
を合わせると受診勧奨メッセージが表
示されるという比較的簡易なシステム
を導入した。このシステムの導入効果を、
紹介患者数やその内訳を 2 年間に渡っ
て評価した。 

 
C. 研究結果 
 まず、院内・院外からの肝臓外来への
紹介患者総数を2014年から2016年で比
較すると、2014 年では 37.6 人/月、2015

年は 45.8 人/月、2016 年は 43.5 人/月
であり 2015 年のシステム導入で一旦紹
介患者が増加したが、その翌年にはわず
かに減少していた（図 1）。このうち、
受診勧奨のアラートを見てからの院内
紹介は「受診勧奨外来」を予約後に紹介
するように誘導したが、分かりにくいた
めか予約数はすぐに減少してしまい、ほ
とんどが通常の紹介として受診された
ため、直接的な受診勧奨のアラートの効
果を判定することが困難であった。 

 次に、肝炎ウイルス陽性患者の内訳を
肝炎マーカー別に検討した。2015 年度
は月平均 8.2 人の紹介があり、内訳は
HCV抗体陽性が23%、HBs抗原陽性が38%、
HBs 抗体もしくは HBc 抗体陽性が 39%で
あった。2016 年度については月平均 9.0
人の紹介があり、このうち HCV 抗体陽性
が 29%、HBs 抗原陽性が 58%、HBs 抗体な
いしHBc抗体陽性が13%であり、特にHBs
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抗原陽性患者が増加していた（図 2）。
全体の肝炎ウイルスマーカー陽性患者
の紹介数が増加していることからアラ
ートによる直接的な効果や意識づけが
ある程度できていることを反映してい
ると思われた。 

 HBV再活性化対策についてはガイドラ
インが明示されているが、当院での2015
年10月から12月にかけて行った免疫抑
制剤・化学療法投与時のガイドライン準
拠率は外来患者で 20.1%、入院患者で
15.2%と極めて低く、HBs 抗原測定もさ
れていない患者もかなり存在したこと
が明らかとなった。2016 年の HBV 再活
性化による肝炎発症は見られなかった
が、引き続きアラートシステムだけでな
く非肝臓専門医への啓蒙が必要である
と考えられた。さらに現在、薬剤部や検
査部とともに院内全体で連携し、もれな
く HBV 再活性化対策を行うべくシステ
ムを構築中である。 
 また、当科では今回のような電子カル
テシステムだけでは効果は不十分と考
え、2016 年度は術前検査でのウイルス
陽性患者を拾い上げることができる麻
酔科の台帳システムにアクセスする権
利をいただき、術前患者ではより強力な
受診勧奨を試みている。当院では年間約
8300 例の手術が行われているが、2013
年度から 2015 年度にかけての調査で
1.2-1.3%（96-105 人）の HCV 抗体陽性
患者がいることが分かった。これまで外
科系の診療科からの紹介が少なかった
ため、これらの患者の主治医へ紙ベース
で連絡が行くシステムを構築した。これ
により、HBs 抗原陽性ないし HCV 抗体陽
性で、専門医を受診していないと思われ

る患者の23%が消化器内科紹介に繋がっ
た。この中には C型肝炎の治療適応とな
る患者が含まれており、引き続きこのシ
ステムも継続して運用しながらその効
果を評価していきたい。 

 
D. 考察 
 電子カルテ上の受診勧奨アラートシ
ステムは紹介数の増加に繋がっており、
直接的にどの患者がアラートを見た主
治医からの紹介であるかは確認するこ
とが困難であったが、一定の効果は得ら
れているものと考えられた。特に HBs 抗
原患者の紹介が増加しており、電子カル
テシステムだけでなく、別に行っている
HBV再活性化対策についての啓蒙も奏功
している可能性が考えられた。HBs 抗体
ないし HBc 抗体陽性患者については必
ずしも専門医紹介を必要とせず、実際に
これらの患者の紹介数も減っているこ
とからアラート表示の対象から外すこ
とを検討している。これらを対象とする
とアラート表示患者が多くなりすぎ、実
際に対応が必要な患者への注意が薄く
なるというデメリットもあると思われ
る。 

 
E. 結論 
 電子カルテを利用した受診勧奨シス
テムの導入後、肝疾患患者の紹介数は増
加した。治療適応やフォローアップの必
要のあるウイルス性肝炎患者をさらに
院内から掘り起こすため、電子カルテシ
ステムを改良し、院内で非肝臓専門医に
向けた講習などにより院内連携を円滑
にする必要があると思われた。 
 
F. 健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
1. 論文発表  なし 
2. 学会発表  なし 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  なし 
2. 実用新案登録  なし 
3. その他  なし 
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効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 
「電子カルテ時代における、標準的な機能とデータ活用方法の整備」 

 
研究分担者 島井 健一郎  千葉大学医学部附属病院 企画情報部 副部長・特任助教 

 
研究要旨 
肝炎対策基本法や厚生労働省健康局長通知などにより実施されているウイルス性肝炎患者等の重症化予防
推進事業における「陽性者フォローアップ事業」を支援する電子カルテを活用した機能・運用が検討されて
いる。本研究では、すでに検討・構築されている機能・運用に基づき、より多くの医療機関への機能・運用
の展開を目指している。 
電子カルテ上で患者カルテを開いている際と開いていない際に大別した上で、必要な機能が洗い出され、電
子カルテベンダー・製品・型式（バージョン）の現況を踏まえた開発がなされ、各ベンダーにより違いはあ
るが、陽性者フォローアップ支援機能のさらなる機能向上と展開の目処が立ちつつある、と示唆された。 

A．研究目的 
平成 22 年に施行、平成 25 年に改正された肝炎対策
基本法、ならびに、厚生労働省健康局長通知「特定感
染症検査等事業について」などにより、ウイルス性肝
炎患者等の重症化予防推進事業が実施されている。
事業の中で、「陽性者フォローアップ事業」において、
「電子カルテによる肝炎ウイルス検査陽性者受診勧
奨システムの拡充」が取り組まれ、電子カルテや検査
部門システムなど情報システムがほぼ整備されてい
る肝炎拠点病院を中心に、システムをも活用した機
能・運用が検討されている。 
本研究では、すでに洗い出された必要なシステム機
能と運用が、より多くの病院に普及され、汎用的に活
用され、肝炎拠点病院を中心として、陽性者フォロー
アップが、情報化した医療社会として推進されるよ
う支援する。 
B．研究方法 
昨年度実施された肝炎拠点病院の情報化の現況の調
査結果（図１、２）に基づき、各病院の情報化を主に
担う電子カルテベンダーと協議する。 
洗い出された陽性者フォローアップ支援機能（図３）
を、各ベンダーでどのように開発し、機能を整備する
かをまとめ、当該機能が展開される計画を策定する。 
C．研究結果 
調査を実施した肝炎拠点病院の主要な電子カルテベ

ンダーと、肝炎拠点病院以外の病院も含めた際の主
要な電子カルテベンダーの各社（富士通、日本電気
(NEC)、日本アイ・ビー・エム(IBM)、東芝メディカ
ルシステムズ、ソフトウェア・サービス(SSI)、シー・
エス・アイ(CSI)）と協議し、各社の開発内容と計画
をまとめた。（図４～１４、表１、２） 
D．考察 
電子カルテを活用して、よりよい医療を行う時代に
応じ、電子カルテを活用するためのシステム機能と
運用を考案し、主要な電子カルテベンダーでの開発
機能、ならびに、開発する計画、ユーザーへの展開の
予定を立てることができた。 
しかし、各社リリースできる機能が異なり、また、リ
リースできる時期や、当該機能を適応できる電子カ
ルテバージョンに違いがあるため、肝炎拠点病院、さ
らには、地域で肝疾患を診療する病院への普及には、
まだ、それなりの時間や検討の余地が存在する。 
特に、リリースできるバージョンで、時期を迎えたと
しても、各医療機関で、電子カルテベンダーとの間で
取り交わされている保守契約の内容によっては、保
守の範囲での適応が不可能な場合もある。また、バー
ジョンは適応範囲内だとしても、標準仕様に対して、
各医療機関で独自のカスタマイズ・改変を施してい
る場合、このたび開発された機能を適応して、新たな
問題や障害が発生しないかの調査、または、的確な適
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応をするための改変箇所への個別での別途対応が生
じる可能性がある。 
これらを考慮し、本研究で開発された標準的な機能・
運用の展開には、今後も、引き続き、個別での適応を
希望する医療機関での詳細な実態調査と適応への作
業内容の確認、作業計画の策定が必要と思われる。 
なお、本研究で開発された標準的な機能が適合でき
ないバージョンであったり、各社が示したリリース
予定よりも前倒しで特別対応を求めたり、また、標準
的な機能ではない独自カスタマイズを希望する際は、
さらに各医療機関で個別でのコストが発生すること
は必然であるため、十分に心得たうえで要望する必
要がある。 
 

E．結論 
ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業が、情
報化医療の時代に即した速さで、スムーズに進めら
れるよう、本研究で洗い出された陽性者フォローア
ップ支援機能を少しでも多くの医療機関に展開され、
システムによる効果が評価・検証され、更なる機能向
上・運用展開を図られ、陽性者フォローアップ支援が
拡充されることを期待する。 
G．研究発表 
1．論文発表 
2．学会発表 
・島井 健一郎、是永 匡紹. 円滑な政策医療実現を
支援する医療機関別情報化状況の管理 日本医療情
報学会 第 36 回医療情報学連合大会, 2016/11/22 

 
【図・表】 

 
図１．調査用紙 
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図２．調査結果 
 

 
図３．フォローアップ支援機能 
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図４．富士通 開発機能 

 
図５．富士通 開発・展開計画 
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図６．日本電気（NEC） 開発機能 1/2 

 
図７．日本電気（NEC） 開発機能 2/2 
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図８．日本アイ・ビー・エム（IBM） 開発機能 1/2 

 

 
図９．日本アイ・ビー・エム（IBM） 開発機能 2/2 
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図１０．日本アイ・ビー・エム（IBM） 開発・展開計画 
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図１１．東芝メディカルシステムズ 開発機能 1/2 

 
図１２．東芝メディカルシステムズ 開発機能 2/2 
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図１３．ソフトウェア・サービス 開発機能 1/2 

 
図１４．ソフトウェア・サービス 開発機能 2/2 
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表１．各社 開発機能 まとめ（○：実装済、△：開発中、？：検討中） 

 
 
 

表２．各社 開発・展開 現況と今後 

 



 
 

- 39 - 
 

厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

 
効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 

横浜市の患者掘り起事業 
ー肝疾患抽出簡易検査シートの取り組みについてー 

 
分担研究者：斉藤 聡  横浜市立大学附属病院・肝胆膵消化器病学 

 
研究要旨：C 型肝炎ウイルスでは副作用が多いインターフェロン(IFN)を用いない経口抗ウ
イルス剤が認可され、副作用が少なく一定期間の服薬でウイルス排除ができるようになっ
たが、140～200 万に推定される肝炎ウイルス陽性を自覚していない症例や陽性とわかって
も無症状のため受診をしない症例を拾い上げる必要がある。2013 年度より厚生労働省の肝
炎総合対策推進国民運動事業として、「知って、肝炎プロジェクト」が、横浜市でも啓発活
動として行われてたが、初期対応を担う、かかりつけ医から専門医への連携が十分といえ
ない。最近、横浜内科学会の会員に肝障害患者への対応に関するアンケート調査を施行し
たところ、肝障害が軽微な場合、約 40％が肝炎検査や自己抗体測定はせず、単純性脂肪肝
もしくは、アルコール性肝障害として経過観察されていることが判明した。かかりつけ医
において、肝機能障害を認めた場合、初期の段階で専門医への照会が必要となる。しかし
ながら非消化器・肝臓病専門医では、肝機能障害の原因検索は複雑で、診断に難渋するこ
とが少なくないことが明らかとなった。そこで、今回、横浜内科学会が上記問題を解消す
べく、できる限り簡便な肝疾患抽出シートを作成し会員に配布することで専門医への紹介
の機会が増えるかを検討した。 

A. 研究目的 
わが国には約350万人の肝炎ウイルス
キャリアがいると推定され（厚生労働
省）、ウイルス肝炎は国民病であると記
述されている（肝炎対策基本法前文）。
神奈川県内ではC型肝炎のキャリアーは
13-16 万人、患者数は 8千人が存在する
と報告されている（平成 23 年肝炎総合
対策についてより）。これまでに横浜内
科学会で行ったアンケートでも、非専門
医で肝障害の患者の診療において、肝障
害が軽微な場合、約 40％が肝炎検査や自
己抗体測定はせず、単純性脂肪肝もしく
は、アルコール性肝障害として経過観察 
されていることが明らかとなった。問
題の一つに、非専門科医師の認識不足に
より、肝炎検査陽性者が適切な治療に結
びついていない現状がある。 
本研究では、クリニックにおける非専
門医が肝障害患者を診療した場合に肝
炎ウイルス検査実施状況や測定した肝
炎ウイルス陽性者を、専門医に紹介する
システムを確立し、肝炎ウイルス陽性者
をできるだけ治療の場にあげることを
目的とする。 
 

B. 研究方法 
 2015年 9月 1日から2016年 2月 28日ま

での 6か月間、横浜内科学会会員診療所に
おいて、新規に肝機能障害を認めた患者に
おいて、肝疾患抽出シートに従い、保険診
療適応内での検索を依頼した。シートに記
入後、FAX もしくは郵送にて返送された。 
病歴聴取・理学所見から、輸血・手術歴、
薬物濫用・入れ墨・ボディピアスがあれば、
横浜市肝炎ウイルス検査（公費負担）を行
い、陽性であれば、その時点で肝臓専門医
紹介を推奨。肝炎検査が陰性であれば、AST
（基準値<31 IU/l）・ALT（基準値<31 
IU/l）・γ-GTP（基準値< 51 IU/l）・ALP
（基準値 100- 325 IU/l）のいずれか一つ
でも基準値を越えれば、抗核抗体・IgG・
IgA・IgM を測定、IgM 高値であれば、抗ミ
トコンドリア抗体を測定することを Flow 
chart で示し、診断難渋例を含め、肝臓専 
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門医へ紹介することを推奨した。 

 

 

C. 研究結果 
84例（男性40例、女性44例、平均年齢 
60.6±19.1歳）が回収された。横浜市肝
炎検査が78例において施行され2例がHBV
陽性であった。肝障害例において、抗核
抗体が46例で測定され、14/46例（32～ 
78歳）で陽性(x80～2560)、そのうちγ-
GTP（22～186 IU/l）3/14例で基準値であ
った。ALP値は61～660 IU/lで、抗核抗体
陽性でγ-GTPが基準値の3/14例では、2
例（32、64歳）で391,502 IU/ｌであった。
また、この14例では、IgG,IgA, IgMいず
れも基準値であった。さらに5例で抗ミト
コンドリア抗体が測定され、3例で陽性で
あった。いずれも肝生検がなされ、    
stage 1の早期発見であった。14例のうち
5例が肝臓専門医に紹介された。 
 

D. 考察 
肝炎患者を拾い上げて治療に進めるに
は、まず、かかりつけ医の意識を高める
ことが重要である。さらに保険診療適応
内で適切に対応することも必要である。
今回、上記問題を解消すべく、できる限
り簡便な肝疾患抽出シートを作成するこ
とで、HBV・薬剤性肝障害・早期の原発性
胆汁性胆管炎を抽出できた。今後内科学
医師のみならず、横浜市医師会各医会と
連携し、肝疾患抽出シートを普及させ、
適切に肝疾患抽出（掘りおこし）事業に
協力できるとよう体制を確立させること
が急務である。 
 

E. 結論 
ウイルス肝炎の治療の進歩により副
作用の少ない経口抗ウイルス薬が使用
可能となったが、治療に繋げるための患
者掘り起こしには非専門医のクリニッ
クの医師たちが簡便に肝炎患者を見つ
け出すための肝疾患抽出シートが有用
である可能性がある。 
 
F. 健康危険情報 
 特になし 
 

G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

Characteristics of non-obese 

NAFLD: Effect of genetic and 

environmental factors.  Honda Y, 

Yoneda M, Kessoku T, Ogawa Y, 

Tomeno W, Imajo K, Mawatari H, 

Fujita K, Hyogo H, Ueno T, 

Chayama K, Saito S, Nakajima A, 

Hotta K. Hepatol Res. 2016 

Sep;46(10):1011-8. doi: 10.1111/hepr. 

12648. Epub 2016 Apr 5. 

２．横浜内科学会肝疾患抽出事業：肝炎

撲滅に向けた地域の取り組み．永井一

毅、岡正直、斉藤聡：第 41回日本肝

臓学会東部会 2016年 12月 9日．東

京都（京王プラザホテル） 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし                                
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平成 28年度 分担研究報告書 
 

効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 
職域肝炎検診陽性者追跡システムの構築 

 
分担研究者：山下智省（独立行政法人地域医療機能推進機構 下関医療センター） 
研究協力者：加藤彰、奥田真也、中園雅雪、平野厚宜、原田克則、土屋昌子、大下理人、大野高嗣
（独立行政法人地域医療機能推進機構 下関医療センター） 
 
研究要旨：ウイルス性肝炎の治療は近年めざましい発展を遂げたが、その恩恵にあずかっ
ていないＢ型・Ｃ型肝炎キャリアが数多く放置されている。これらキャリアの抽出に様々
な施策が取られており、ウイルス性肝炎無料検診事業もその一つであるが、受診率が低い
ことが問題である。一方、事業所を主体とする職域健診が広く普及しているが、この健診
ではウイルス性肝炎検査が必ずしも義務づけられていない。そこで、職域健診の際にウイ
ルス性肝炎無料検診を同時に実施することにより、受検者数を増やし、潜在的なキャリア
を拾い上げることを計画した。下関医療センター付設健康管理センターで実施する職域健
診受診者を対象にウイルス性肝炎無料健診受診を勧奨し、希望者に対して HBs 抗原検査と
HCV 抗体検査を行った。その結果、ウイルス性肝炎受診率は本研究開始前に 0.6%であった
のに対し、研究開始後（平成２７年１０月から平成２８年 9月）には 52.1%と飛躍的に向上
した。陽性者に対する追跡調査では、陽性者の 24.5%が２次健診としての医療機関受診を行
っておらず、そのうちの 42.9%が今後も受診する意思のないことが明らかとなった。 

A. 研究目的 

近年、優れた抗ウイルス剤の登場により

ウイルス性肝炎の診療は大きく進歩した。

とりわけＣ型肝炎において高いウイルス

陰性化率を有する治療法が開発され、その

克服が視野に入ってきたと言える。しかし、

わが国には未だ 210～280 万人の B 型・C

型肝炎ウイルスキャリアが存在するとさ

れ、さらにキャリアと気付いていない患者

が 170 万人、キャリアと知りながら専門機

関への未受診者が 53 万人いるという推計

がある。これら放置されているキャリアを

拾い上げ、専門機関で治療を受けさせるこ

とが喫緊の課題である。 

キャリア抽出のために、重症化予防推進

事業の一環としてウイルス性肝炎無料検

診が実施されてきたが、その受診率は必ず

しも高くない。 

一方、事業所職員を対象とした職域健診

が以前より行われているが、ここではウイ

ルス性肝炎検査が必ずしも義務づけられ

ていないために、毎年のように健診を受け

ているにもかかわらず、一度もウイルス性

肝炎のスクリーニングを受けていない市

民が多数存在することが推測される。 

そこで、職域健診の機会にウイルス性肝

炎無料検診を同時に実施することにより、

受検者数を増加させることが本研究の目

的である。 

B.  研究方法 

ＪＣＨＯ下関医療センターに付設され

ている健康管理センターで実施される職

域健診対象者に、ウイルス性肝炎無料検診

受検を勧奨し、希望者に職域健診の血液検

査実施時に HBs抗原検査と HCV抗体検査

を同時に行った。 

これに先立って、HBs 抗原と HCV 抗体

検査費用は、下関市が負担することを下関

市と協議、契約した。 

HBs 抗原陽性者あるいは HCV 抗体陽性

者には、健診結果を通知する際に専門機関

への受診を勧奨するリーフレットを同封

して送った。 

また、HBs 抗原陽性者あるいは HCV 抗
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体陽性者を対象に、健診結果通知後の専門

医療機関受療に関する追跡調査を行った。 

C. 研究結果 

1. ウイルス性肝炎受検率と陽性率 
本研究を開始する前の平成 25年 10月か
ら平成 26年 9月および平成 26年 10月か
ら平成 27 年 9 月の各１年間における、当
院健康管理センターで行われた職域健診
でのウイルス性肝炎受検率はいずれも
0.6%であった。これに対して研究開始後の
１年間（平成 27 年 10 月から平成 28 年 9
月まで）では、健診受検者全体の 52.1%に
あたる 7537 人が受検し、受検率は飛躍的
に増加した（図）。 

 

ウイルス性肝炎陽性者はHBs抗原陽性 

1.03 %、HCV抗体陽性 0.60 ％であり、

それぞれ 78 人、45 人の新たなキャリア

が本研究実施期間中に拾い上げられた。 

2. 陽性者の追跡調査 
本研究における HBs抗原陽性者あるい
は HCV抗体陽性者を対象に、調査用紙の
郵送または電話での聞き取りによる追跡
調査を行った。回答率は 77.7 %であった。 

       2 次健診として医療機関を受診したの
は陽性者のうち 75.5 %であった。このうち、
HBs 抗原陽性者の受診率は 74.1 %、HCV
抗体陽性者の受診率は 84.8 %であり、HBs
抗原陽性者の受診率がやや低い結果であ
った。 
   未受診の陽性者に対して、医療機関を受
診しなかった理由を問うと、「受診の必要
性を感じない」61.9 %、「受診する時間が

取れなかった」38.1 %であり、「受診する
医療機関が分からなかった」と回答した人
はいなかった。 
   未受診の陽性者のうち、42.9 %が今後も
受診する意思はないと回答した。 

D. 考察 

 職域健診実施時にウイルス性肝炎無料

検診を同時に実施することにより、受検率

が著明に改善し、本事業の有効性が確認さ

れた。今後様々な形態の健診において同様

の試みを行うことにより、受検者を増やす

ことが期待できると考えられる。 
陽性者のうち約 4分の１が 2次検査とし
て医療機関を受診しておらず、今後も受診
する意思のない陽性者が少なからず存在
していた。リーフレットなどによる勧奨に
も関わらず、受療動機に乏しい陽性者が多
く存在しており、これら関心の低い市民を
啓発するためのより有効な方策を研究す
る必要がある。 
E. 結論 
職域健診とウイルス性肝炎無料健診との
同時実施は受検率の向上に有効な方法で
あった。 
F. 健康危険情報 
 特になし 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表  

なし 

2. 学会発表 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  
なし 
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平成 28年度 分担研究報告書 
 

電子カルテシステムの構築と地域病院との連携 
研究分担者：近藤泰輝  仙台厚生病院 消化器センター 肝臓内科 

 
研究要旨：非肝臓専門科医師の認識不足により肝炎検査陽性者が適切な治療に結びついて
いない現状が報告されている。C型肝炎ウイルスでは副作用の少ない経口抗ウイルス剤が認
可され、多くの患者が、ウイルス排除を達成できるようになり、未だ、140～200 万に推定
される肝炎ウイルス陽性を自覚していない症例を拾い上げることは急務となった。本研究
では電子カルテのアラートシステムを用いた受診勧奨システムを当院に導入した結果、ど
のような効果があったかを検討することを目的とした。昨年度まで所属していた病院でも
電子カルテシステムを導入していたため、その時に得られた結果から、システムを改善し
て効果を検証した。当院の連携病院に定期的に働きかけることにより、肝炎抗体陽性者の
紹介数の推移を検討した。 
前所属機関では肝炎陽性患者がでても、自動的に主治医に働きかけるシステムがなかった
ため、紹介数は軽度の上昇でとどまっていが、当院で導入したシステムでは自動で主治医
にメールが送られるようになっており、効果的に紹介を促すことができた。また、当院の
登録医約 1000 人に対してリーフレットの送付や定期的勉強会を開くことにより、紹介患者
が増加した。 
 

A. 研究目的 

本邦には約350万人の肝炎ウイルスキャリ

アがいると推定されるが、肝炎ウイルス関

連検診を受けていないため、肝炎ウイルス

に感染していることを知らずに社会に潜

在しているキャリアが約 140～200 万人存

在するとの報告がある。一方で非肝臓専門

医医師の認識不足のために、肝炎ウイルス

検査陽性者が適切な治療に結びついてい

ない現状が報告されている。 

 本研究では、前所属病院で導入した電子

カルテシステムの欠点を改善させたシス

テムを当院にて導入し、導入効果を検証す

ることを目的とした。また、当院の登録医

約1000人に対して様々な働きかけを行い、

紹介患者数が増加するかを検討した。 

 

B.  研究方法 

検討１：肝炎検査が陽性となると、主治医

と肝臓内科に自動でメールが送られるシ

ステムを導入した効果を検証した。  

検討 2：当院の登録医約 1000 人に対して

様々な働きかけを行い、紹介患者数が増加

するかを検討した。  

 

C. 研究結果 
前所属機関では肝炎検査陽性症例では、電
子カルテを開いた際に、画面の上部に肝炎
マークが点灯する簡易なシステムであっ
た。病床数約 1000 の病院であったが、下
の図に示すように月の紹介数は一桁であ
り、更にその紹介数は経時的に減少するこ
とがわかった(下図)。 

 
このシステムの問題点は肝炎マークに触
れない限りその結果が分からない状態で、
アラートシステムの機能を十分に発揮し
ていなかった。そこで、当院では肝炎検査
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が陽性となった時点で主治医と肝臓内科、
メディカルクラークを含む事務員にメー
ルが送られるシステムを導入した（下図）。 

 
 
また、紹介の手間を省くため、どのような
検査陽性で紹介するかをクリックするだ
けで紹介出来るシステムとした(下図)。 

 
 
このシステムを導入後、紹介数は下の図の
通り２桁で推移しており、また、定期的に
主治医にフィードバックすることで紹介
数が増加した。 
 
また当院の登録医にリーフレットの送付、

C 型肝炎と肝臓外病変についての勉強会等
を開催した結果、他院よりの紹介数は、そ
れまでと比較して増加した。 
 

 
D. 考察 

 簡易なシステムを導入しただけでは、十

分な紹介数の増加には結びつかないこと

が分かった。主治医にダイレクトにメール

が送られるだけでなく、肝臓内科医を含め

検査結果を共有していることを知らせる

ことが紹介数の増加に寄与していると考

えられた。また、各科、主治医に対して定

期的にフィードバックすることも紹介数

の維持に寄与していると考えられた。更に、

紹介する際の手間を出来るだけ省く努力

も効果を出していると思われた。 

 登録医との連携については、リーフレッ

トの送付の他、各診療科の疾患と C型肝炎

が密接な関わりがあることを知らせるこ

とが、紹介数の増加に寄与すると思われた。

この活動については、更に様々な領域の登

録医と双方向、少人数の勉強会などを開く

ことにより改善の余地があると思われた。 

 

 

 

E. 結論 
肝炎検査陽性が出た際に主治医に直接メ
ールが送られるシステムは受診勧奨に有
効であると考えらえた。但し、その後の定
期的なフィードバックは必要である。地域
病院との連携では、各科の扱う疾患と C型
肝炎の関連について相互理解を深めるこ
とが紹介数の増加に結びつく可能性が示
された。 
 
 

 
F. 健康危険情報 
 特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 
2. (1) Chen CL, Huang J,Wang CH, Zhou L, 

Kondo Y, Schechter J, Su L, Lai MM, Wakita T, 
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Cosset FL, Jung JU, Machida K Hepatitis C 
virus has a genetically determined 
lymphotropism through receptor B7.2 Nature 
Communications 2017 Jan 9;8:13882. doi: 
10.1038/ncomms13882. 
 

 

3. 学会発表 

(1)日本肝臓学会東部会 2016年 12月 8日 

電子カルテ受診勧奨システムの問題点と 

改善に向けての取り組み 近藤泰輝 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.   その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書  

 

電子カルテシステムを利用した化学療法レジメンオーダ症例における 

B 型肝炎ウイルスの再活性化予防対策に関する研究 

 

研究分担者 佐藤 秀一  島根大学医学部附属病院光学医療診療部 准教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A・研究目的 

院内の C型、B型肝炎ウイルス陽性者が受療に

つながらない場合は長期的には肝硬変や肝癌と

いった問題があがってくる。しかしながら、短

期的には、免疫抑制療法やがん化学療法時の B

型肝炎ウイルス（以下 HBV）の再活性化が問題と

なる。 

HBV 再活性化予防策ガイドラインが作成され

ているが、これら治療を施行する診療科は様々

であり、HBV 再活性化予防策の浸透が難しい状況

にある。今回われわれは、当院の電子カルテ（東

芝医療情報システムズ ACTIS）における、がん

化学療法レジメンの多くが登録下に運用されて

いることを利用して、レジメンのオーダー登録

時に電子カルテ上に B型肝炎の検査に関するア

ラーム機能を導入することで、HBV 検査のオーダ

ー状況がどのように改善するか検討した。 

 

B.研究方法 

東芝メディカルズの電子カルテシステムに介

入し、癌化学療法レジメンガイドラインと同様

に、癌化学療法レジメン登録を完了する際に、

過去 1ヶ月の HBV マーカーがチェックされてい

ない場合、HBV マーカーがチェックされて、HBsAg

陽性の場合､HBsAb あるいは HBcAb 陽性の場合に

分けてアラートが画面上に出るようにした。ま

た、段階的に HBV マーカーをオーダーしていな

い場合は検査をオーダーするように促すところ

から、オーダーしなければ、レジメンを登録で

きないようにした。そして、HBV マーカーのオー

ダー状況をチェックした。 

（倫理面への配慮） 

  個人情報を保護して、全体での解析とした。 

研究要旨 

今回われわれは、当院の電子カルテ（東芝医療情報システムズ ACTIS）における、がん

化学療法レジメンの多くが登録下に運用されていることを利用して、レジメンのオーダー登

録時に電子カルテ上に B型肝炎の検査に関するアラーム機能を導入することで、B型肝炎検

査のオーダー状況がどのように改善するか検討した。電子カルテ上で、レジメンのオーダー

登録時に B型肝炎の検査に関するアラーム機能を提示するシステムを導入することで、B型

肝炎検査実施率はシステム導入前の 11.4％に比べてシステム導入後 97.7％に高まった。以

後現在まで、院内の B型肝炎の再活性化による肝炎例は起こっていない。本システムは肝炎

陽性者を受療につなげる上で一定の効果を挙げたと考えられた。 
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C.研究結果 

 
本アラートシステム運用前の前年の 1月から

3月までの HBV 検査オーダー状況は 4.3-11.4％

程度であった。しかしながら、本アラートシス

テムを導入して、本システムの導入を啓発する

事により、レジメン登録時の HBV 検査オーダー

は 84.8％まで高まった。しかしながら、HBV 検

査オーダー率 100％を目標にシステムを HBV 検

査をオーダーしなければ、レジメンを登録でき

ないようにしたところ、97.7%まで HBV 検査オー

ダー状況は高まった。しかしながら、100%には

ならなかった。本システムを強制的にすり抜け

る医師に質問したところ、HBV 測定の煩雑さと

HBV 再活性化が起こらないだろうという過信が

あった。本システム導入後、現在まで HBV 再活

性化による肝炎は発生していない。 

 

D.考察 

本アラートシステムは、東芝メディカルズと

いう電子カルテメーカーとしては利用施設の少

ない電子カルテに介入した。HBV 再活性化にかか

わる、癌化学療法の多くが、癌化学療法レジメ

ンに登録され、電子カルテ上で運用されている

ことを利用した。その結果 HBV 再活性化を防止

する第一歩である HBV マーカーの測定率の大き

な上昇につながった。しかしながら、本システ

ムを運用する上で、院内でのシステム運用の啓

発活動を行ったり、その煩雑さから、理解の得

られない先生への個別対応も必要であった。 

最終的に HBV マーカー測定率は 97.7％まで高ま

ったが 100％には達する事ができず、システムで

の対応の課題も見えた。また、本レジメンに登

録されていない治療（薬）で、HBV 再活性化を起

こすものもあり、これらは増加の一途をたどっ

ている。したがって、それらの薬剤との紐付け

を行って、アラートを流せるようにしたいと考

えているが、莫大な予算がかかることから、時

期システムのバージョンアップ時に新しいシス

テムを導入して、その効果を検証したいと考え

ている。 

E.結論 

癌化学療法レジメン登録に介入した HBV 再活

性化防止システムは HBV チェック率を大幅に改

善させた。  

 

F.研究発表 

1.学会発表 

1) 佐藤 秀一，齋藤  宰，矢﨑 友隆，飛

田 博史，三宅 達也，三代  剛，石村 

典久，木下 芳一：電子カルテシステムを

利用した化学療法レジメンオーダ症例にお

けるB型肝炎ウイルスの再活性化予防対策．

第 19 回日本肝臓学会大会，東京，2015． 

 

G.知的所有権の取得状況 

 1. 特許取得 特になし 

  2. 実用新案登録 特になし 

3.その他  特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

肝炎受診勧奨システム導入後の肝炎ウイルス陽性者受診の推移 
 

研究分担者：末次 淳  岐阜大学医学部附属病院 消化器病態学 
 
 
研究要旨：本邦の 5大癌の一つである肝癌の 70〜80%は、B型肝炎ウイルス(HBV)、C型肝炎
ウイルス(HCV)の持続感染を背景に発症することが明らかにされている。特に 1989 年に HCV
が発見されて以降、肝発癌の面で我が国では問題となっていた。現在、臨床成績からウイ
ルスの排除やコントロールが肝臓癌の発症を低下させることが明らかになっている。我が
国では肝炎治療促進のための環境整備・肝炎ウイルス検査の促進・肝疾患診療体制の整備、
相談体制の整備・国民に対する正しい知識の普及啓発・研究の促進を行なわれている。検
診による HBV、HCV 感染者拾い上げ、専門医療機関への受診勧奨、慢性肝疾患患者に対する
インターフェロン治療・経口剤による治療などの受診勧奨などが行われ、一定の成果が得
られてきているが、肝炎ウイルスに関する啓蒙活動が行われているにもかかわらず未だ問
題点が存在している。肝炎ウイルスに感染していることに気づいていない、肝炎ウイルス
に感染していることを知りながら放置している、肝炎ウイルス排除後受診の中断などが挙
げられる。140～200 万と推定される肝炎ウイルス陽性を自覚していない、陽性と知りなが
ら無症状のため受診をしない症例を拾い上げ治療に導くことは急務となっている。本研究
では電子カルテのアラートシステムを用いた受診勧奨システム導入前後の肝炎ウイルス陽
性者の肝臓非専門医から専門医受診への推移の検討を行った。 

A. 研究目的 

 本邦には約350万人の肝炎ウイルスキャ

リアがいると推定され、ウイルス肝炎は国

民最大の感染症であると報告されている。

しかし、肝炎ウイルスに感染していること

を知らないキャリアが約 140～200 万人存

在するとの報告もある。また、非専門科医

師の認識不足、院内連携の欠如のために、

肝炎検査陽性者が適切な治療に結びつい

ていない現状もある。 

 本研究では、当病院内で非専門医が測定

した肝炎ウイルス陽性者を、電子カルテを

用いて専門医に紹介するシステムを導入

し、肝炎ウイルス陽性者をできるだけ治療

の場にあげるために受診・受療させること

を目的とする。 

 

B. 研究方法 

 当病院はH28年 1月より電子カルテシス

テムの全面変更があり、その時期に合わせ

肝炎ウイルス陽性者フォローアップ通知

を導入した。以前の電子カルテには、肝炎

ウイルス陽性であった場合は、カルテの感

染症陽性と表示されるものの非専門医が

気づかない等の問題点があり、肝炎ウイル

ス陽性者の受診を失うなどの問題点があ

った。 

 今回、当病院内における電子カルテ変更

前及び肝炎ウイルス陽性者通知システム

導入後の HBV、HCV の検査数、陽性者数

を診療科別に検討し、非専門医から専門医

への紹介受診・治療数を検討した。(倫理的

配慮) 研究の遂行にあたり、個人情報はす

べて秘匿された状態で扱っている。 

 

C. 研究結果 

 肝炎ウイルス陽性者の受診勧奨システ

ムは、まず主治医が測定し検査値が陽性で

あった場合、電子カルテシステムの検体結

果が感染症情報に反映され、さらに専門医
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に受診されていない場合に To doリストに

受診勧奨するようなメッセージを各主治

医に通知するシステムとした。 

 
 (HCV検査) 

 当院におけるH27年度のHCV抗体検査数

は、11178 名であり、治療中・後を含めて

389 名(3.5%)の HCV 抗体陽性者であった。

専門医受診者数は 362名、非専門医受診者

数は 27名(6.9%)であった。当院の 27診療

科に受診され、各診療科で肝炎ウイルス検

査が測定されているが、HCV測定者数は、

消化器内科、皮膚科、成育医療(産婦人科)、

眼科、整形外科の順に測定者数が多かった。  

 アラートシステム導入後の約半年間の

測定者は、4592名であり、その内陽性者は

286 名(6.4%)であった。このうち非専門医

での検査数は 3746 名(81.6%)であり、陽性

者は 71名(1.8%)で紹介数は 56名であった。 

治療中・後の経過観察・治療待機を含めた

専門医受診者数は 271名(94.8%)であり、非

専門医受診者 15名(5.2%)となり、アラート

システム導入後、非専門医から専門医への

受診の割合は増加したことになった。 

 
 

 

 (HBV検査) 

 当院における H27 年度の HBVAg 検査数

は、11242 名であり、治療中・後を含めて

244名(3.5%)の HBVAg陽性であった。専門

医受診者数は 149名、非専門医受診者数は

95名(38.9%)であった。HCVと同様当院の

27 診療科で HBVAg が測定されているが、

HBVAg測定者数は、消化器内科、皮膚科、

成育医療(産婦人科)、眼科、整形外科の順

に測定者数が多く、HCVと同じであった。    

 アラートシステム導入後の半年間測定者

は、5126名であり、その内陽性者は 275名

(5.4%)であった。このうち非専門医での検

査数は 4044名(78.9%)であり、陽性者は 45

名(11.1%)で紹介数は 10 名であった。専門

医受診者数は 245名(89.1%)であり、非専門

医受診者 35 名(10.9%)となり、アラートシ

ステム導入後、非専門医から専門医への受

診の割合は大幅に増加したことになった。 

 
 

D. 考察 

 肝炎ウイルス感染に気づいていないこ

とには、様々な理由があると考えられる。

一つは、肝炎ウイルス検査をしたことすら

知らないでいることであり、検査をした医

療機関が十分に説明をされていないこと

も原因にある。今までの全国検討で既に肝

炎ウイルス検査を受けているが、自身では

認識していない受検者が多数いることか

が判明している。以前、肝炎検査受検状況

実態把握事業から、手術や献血前に肝炎ウ

イルス検査を受けているが自身では認識

していない「非認識受検者」の割合が C型

肝炎ウイルス検査は 30.4%と多く存在して
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いることが判明している。(厚生労働省)  

 電子カルテによる受診勧奨システム構

築は、費用面での問題点もあり、システム

導入に難渋することもある。今回、当院は

電子カルテ全面変更に伴い予算内で余分

な費用がかからず肝炎ウイルス陽性者が

非専門医より専門医に受診できるよう測

定者に通知が出るシステムの導入するこ

とが可能となった。 

 電子カルテ変更前は、肝炎ウイルス(HBV, 

HCV)陽性の場合、カルテに陽性であるこ

とを表示され主治医および他医師、医療ス

タッフには認識できるようにはなってい

た。しかし、認識が不十分であり陽性であ

りながら非専門医から専門医への紹介が

ない例が認められた。今回、電子カルテ変

更に伴い、アラートシステム導入すること

により新規肝炎ウイルス陽性者や今まで

通院していた肝炎ウイルス陽性者の専門

医受診の割合が増加した。アラートシステ

ムを新規導入したことで肝炎ウイルス陽

性者の認識の浸透は比較的早く行え、専門

医への受診増加したが、すべての症例で受

診した訳ではなく、未だ受診に至っていな

い症例もある。今後、院内の感染対策講習

などでの告知、各診療科への陽性者放置例

の報告を行い、引き続き周知徹底が必要で

ある。さらに病院としてもリスクマネージ

メントとして行っていくことは必要とな

ると考えられる。 

 

E. 結論 

 電子カルテによる受診勧奨システム導

入することは、肝炎ウイルス陽性者の非専

門医からの専門医への受診が増加し、受療

に至った症例もあり有効であった。未だ受

診に至っていない症例もあるため、引き続

き周知徹底が必要である。 
 
 

F. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

C 型肝炎ウイルスの最新治療 末次淳 岐

阜県医師会医学雑誌, 第 29 巻 45-48. 

2016 年 

2. 学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

福岡県朝倉二次医療圏における肝炎検診促進事業に関する研究 

研究分担者：上野 隆登 朝倉医師会病院・病院長 

 

研究要旨：私共は福岡県朝倉二次医療圏において約1年間肝炎検診促進事業の取組を行って

きた。具体的には、昨年1月佐賀大学、久留米大学、地元朝倉医師会の協力を得、福岡県南、

まずは朝倉医療圏での肝炎検診促進事業の普及を目的とした。その後、地元の北筑後保健

福祉環境事務所・朝倉市・筑前町・東峰村・朝倉医師会病院の関係者が集い肝炎検診促進

会議を開催し肝炎検診促進に向けた活動計画を立てた。3月、同医療圏の肝炎検診促進の研

修会を開催し、その意義の共有化を図った。4月からの市町村の健康診断実施に併せて肝炎

検診の促進を図った。7月には厚生労働省「知って、肝炎プロジェクト」チームの表敬訪問、

並びに肝炎検診住民の集いも開催し、住民に肝炎検診の重要性を訴えた。その結果、10月

末時点で受検者数、健診受診者に対する肝炎検診受診者比率ともに昨年度より著明に増加

した。ここ1年間の取組により、住民への肝炎検診の浸透が図られた。今後、肝がん撲滅の

ため肝炎検診受診率の向上、並びに精密検査対象者の100%肝炎専門医療機関への受診の促

進が重要と思われた。 

 
Ａ．研究目的 
肝炎、肝硬変、肝細胞癌多発地区である福岡県朝
倉医療圏における住民の肝炎健診受診の促進を図り、
早期発見、早期治療を促し、肝細胞癌の撲滅を目指
す。 
 
Ｂ．研究方法 
北筑後保健福祉環境事務所・朝倉市・筑前町・東
峰村・朝倉医師会病院の関係者が集い肝炎検診促進
会議を開催し肝炎検診促進に向けた活動計画を立て
た。 
3月、同医療圏の肝炎検診促進の研修会を開催し、
その意義の共有化を図った。5月からの市町村の40歳
以上の健康診断実施に併せて肝炎検診の促進を促し
た。7月には厚生労働省「知って、肝炎プロジェクト」
チームの表敬訪問、並びに肝炎検診住民の集いも開
催し肝炎検診を促した。本年10月までの健診対象人
口に対する肝炎検診者の比率を算出し、平成22年度
からの比率とも比較した。 
（倫理面への配慮） 
解析にあたり対象者には番号を振り匿名化を図り
個人情報の流用を避け、人権への配慮と個人の不利
益を排除した。 
 
Ｃ．研究結果 
平成21年度から福岡県がはじめた、「肝炎ウイル
ス総合対策事業」の開始翌22年から朝倉医療圏にお
ける肝炎検診者の対象住民人口比率の推移は、平成
23年から増加傾向となり、本年度は10月末時点で昨
年度の受診者数、比率ともに著明に増加した（表1）。 

 
 
 
 
 
 
 
Ｄ．考察 
昨年1月から朝倉医療圏における肝炎検診の重要
性を住民、医師、行政に訴え、かつ「知って、肝炎
プロジェクト」チームの地元自治体への訪問の後押
しもあり、前年度までの肝炎検診受診者、受診率も
大幅に飛躍した。今後、肝がん撲滅のため肝炎検診
受診率の向上、並びに精密検査対象者の100%肝炎専
門医療機関への受診の促進が重要と思われた。 
 
Ｅ．結論 
ここ1年間の取組により住民への肝炎検診が浸透
し、かつ今後の肝炎検診の継続、並びに精密検査対
象者の100%受診の促進が重要と思われた。 
 
Ｆ．健康危険情報 なし 
 
Ｇ．研究発表 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）
なし 
1. 特許取得 なし、2. 実用新案登録 なし 
3. その他 なし 
協力団体：北筑後保健福祉環境事務所、朝倉市、筑前町、東峰村、

朝倉医師会、久留米大学消化器内科、佐賀大学肝疾患医療支援学 
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平成 28年度 分担研究報告書 
 

個人情報保護に配慮した 
職域のための肝炎ウイルス検査導入マニュアルの作成 

 
研究分担者：川波祥子 産業医科大学 産業保健管理学 
研究協力者：遠藤友貴美、佐久間卓生、横谷俊孝、權守直紀、堀江正知（産業医科大

学 産業保健管理学）、奈良井理恵（マツダ）、中川知（住友重機械工
業）、龍岡資晃（西綜合法律事務所） 

 
研究要旨：就労世代における無自覚な肝炎ウイルス感染者に対し検査の受検を促すため、
職域での個人情報保護に配慮した、肝炎ウイルス検査マニュアルの原案を作成し、内容に
関して専門職を交え討議を重ねた。国内の大多数を占める中小規模事業所での実施を促進
するためには、事業者の動機づけを促す働きかけが必要であると考え、マニュアルの作成
と並行して、検査実施の動機づけを目的とした事業者向けの啓発資料（リーフレット）も
作成した。マニュアルに関しては、利便性や最新の詳細な情報提供を行うため、web 形式
で公開することとした。平成 27年の個人情報保護法の改正（以下、改正個人情報保護法）
に伴いウイルス検査結果のような機微な情報は、要配慮個人情報としてその取扱いや同意
取得がより厳格化する必要があることから、web 形式で公開したマニュアルで示した同意
書例は全てオプトイン方式を採用した。 

A. 研究目的 

国内に 210～280 万人いると推計される

ウイルス性肝炎患者のうち、約 80 万人は自

身の感染を知らないといわれており、潜在患

者に対する肝炎ウイルス検査の受検促進は

肝炎対策の喫緊の課題である。職域において

は、法定の健康診断項目に肝炎ウイルス検査

が含まれていないことから、一部の大企業を

除き、毎年健康診断を受けているにも関わら

ず、多くの労働者は自身の肝炎ウイルス感染

に気付いていない。従って職域での検査の普

及は労働者層の潜在的陽性者を早期治療に

つなげるために重要な課題とされてきた。 

一方で、改正個人情報保護法により、肝炎

ウイルス検査等の健康診断の結果は要配慮

個人情報としてその取扱いが厳格化され、事

業者が検査実施に慎重になる可能性が懸念

される。 

本研究では、昨年度の事業者向けの肝炎ウ

イルス検査の啓発リーフレットの作成に続

き、検討を継続してきたホームページ、「職

域のための肝炎ウイルス検査導入マニュア

ル」を完成させ、web上に公開することを目

的とした。 

 

B.  研究方法 

昨年作成した、検査導入マニュアルについ

て、企業の産業医、衛生管理、及び法律の専

門職を交えて討論を重ね、マニュアルの内容

の検討、修正を行った。第 1 回分担班会議

（2016年 7月 29日）ではマニュアル草案に

ついて議論し、課題を抽出した。第 2回分担

班会議（2016年 10月 14日）では、マニュ

アル修正案に対し、特に要配慮個人情報の取

扱いに重点をおいて意見交換、検討を行った。

これらの検討会議を経て完成させたマニュ

アルを web形式で公開した。 

 

C. 研究結果 
1 マニュアルの検討と公開 
第 1回分担班会議では、以下の 4つの構成
要素を基本方針としたマニュアルを作成し、 
web上で公開する草案を提示した。 
① 事業者や実施を検討する者への啓発 
② 検査を導入するにあたっての取決め事項 
③ 肝炎ウイルス検査に関わる Q&A 
④ 参考資料 
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第 1回分担班会議の中では、web上で公開
するに際して、掲載する情報量をスリム化し、
スマートフォンからも気軽にアクセスがで
きるような構成をという意見があった。その
ためスマートフォンでも操作しやすい様、デ
ザインを改善した。昨年度作成した肝炎ウイ
ルス検査啓発リーフレットにはホームペー
ジへ容易にアクセス出来るよう、URLと QR
コードを掲載したが、ホームページにも啓発
リーフレットを容易にダウンロードできる
ようにし、相互の利用促進を図ることとした。 
会議の際に、肝炎ウイルス検査の受検の機
会の提供と同意の取得方法が論点となった。
職域で受検の機会を提供すべきである一方
で、いかに法定項目でない肝炎ウイルス検査
を職域の健康診断に組み込むか、また合理的
かつ適切な説明と同意を取得すべきか等と
について課題が残った。これらに関しては改
正個人情報保護法とそのガイドラインの方
向性を見極めつつ、更なる検討を重ね、同意
の取得の方法を明確化する方針とした。 
 
第2回班会議ではマニュアル修正案に対し、
再度検討を行った。その結果、事業所が肝炎
検査を実施する際には、以下の手続きを実施
する必要があると考え、この方針に沿ってマ
ニュアルを整理した。 
（1） まず安全衛生委員会等で審議し、必要に
応じ労使協定での説明と合意を経て、事
業所としての実施を決定する。 

（2） 決定した内容を社員へ通知する。すべて
の社員へ周知する手段としては、集団で
の説明会や社内報、イントラネット掲示
等を活用する方法がある。 

（3） 肝炎ウイルス検査結果は、要配慮個人情
報に該当するため、原則として取得には
本人の同意が必要であり、受検の同意は、
オプトアウト形式ではなく社員個別の
同意を取得するオプトイン形式を用い
ることを原則とする。マニュアルでは、
説明文書、オプトイン方式の同意書の様
式例を示した。（図 1・図 2） 

（4） 産業医などの医療職がいる事業所では
本人の同意の元、健康管理部門が結果を
取得し、陽性者の受診勧奨などの健康管
理に活用する場合が考えられる。この時
も、結果を取得する担当者や利用の範囲
を労働者に明示し、個別の同意を取得す

る。 
 
尚、同意の取得に当たっては、労働者が事
業所の指揮命令下にあるという特殊性から、
同意を強制される可能性が指摘された。その
ような方法で得た同意は無効であり、強制す
ることはあってはならないことを強調する
必要があるとの意見が出された。また同意を
取得しない検査の実施や結果の把握がプラ
イバシーの侵害となった判例を紹介する案
が提案された。 
以上のような内容を踏まえた上で、ホーム
ページの最終案を作成し、web形式で公開し
た（図 3） 。 
 
表 ホームページ目次 
はじめに（啓発） 
肝炎の基礎知識や、職域での検査の必要性
について解説 
肝炎ウイルス検査を実施しよう 
肝炎ウイルス検査の実施に当たって設定
すべきルールについて、事業所が独自で実
施する場合、健保組合等と連携して実施す
る場合、自治体の検診事業を活用する場合
の 3つに分けて解説 
コラム 
肝炎にまつわる判例など法的なトピック
を解説 
肝炎ウイルス検査の Q&A集 
本文で補足が必要と考えられた項目を
Q&A形式で解説 
参考資料 
参考になる Web サイトや関係法規、検査
の説明文書例、個別の同意書例 

 
 
D. 考察 

改正個人情報保護法により、肝炎ウイルス

検査結果等の健康診断の結果は、機微な情報

で、要配慮個人情報と位置づけられ、より厳

格な取扱いが求められることとなった。その

ため、今回公開したマニュアルでは、肝炎ウ

イルス検査を実施する場合の社員個別の同

意の取得方法に関して、オプトイン方式を原

則とすることを提言した。ただし、現状では

多くの事業所で、法定外の検査項目がオプト

アウト方式で実施されている実態があると
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推測されること、またオプトイン方式での同

意取得は事務作業として一層煩雑となるた

め、敬遠されがちとなる恐れがある。しかし、

手続きが今よりも煩雑となっても、事後的に

トラブル、紛議を避けるためにはオプトイン

方式による方が望ましく、また長期的に見た

場合、この方が肝炎検査に対する理解を深め、

検査を推進する上でも効果があるのではな

いかとの考えから、本マニュアルでは、オプ

トイン方式を原則として示した。今後、職域

での健康診断領域で肝炎ウイルス検査の実

施を促進するためには、円滑な実施のための

運用方法の検討や整理を行っていく必要が

ある。 

尚、個人情報の取扱いが厳格化されたこと

で、手続きの手間や、肝炎ウイルス検査結果

の不正使用や情報漏えいのリスクを避ける

ために、既に検査を実施し、産業医等が健康

管理に結果を活用している積極的な事業所

において実施や結果の取得を敬遠する可能

性が考えられる。これは労働者にとっては不

利益となりうるので、要配慮個人情報であっ

ても、適切に取扱えば、労働者や会社の健康

経営のための利益となるものであり、事業所

として肝炎ウイルス検査を実施する意義は

大きいことを強調することが重要である。 

一方、国内の 99%以上の労働者が勤める中

小規模事業所では、事業所内に医療職がいな

いなど、要配慮個人情報を管理する体制がな

い、もしくは、健康管理にコストをかける余

裕がない事業所も多い。従って、本研究では

事業所が費用を負担して健診項目に追加す

るという一律の方法に限定せず、自治体や健

保組合の利用などの多様な方法を提言する

ことで、情報管理やコストに関する抵抗感を

下げ、検査導入を促すことが重要と考え、今

回のマニュアルの構成に取り入れた。 

またマニュアルでは、同意書の様式例や判

例、Q＆A を示し、わかりやすく事業主に伝

えることを心掛けた。 

今後はホームページ公開による効果を検

証するために、アクセス数をフォローし、内

容については適宜最新の情報を取り入れて

情報提供していく予定である。 

  

E. 結論 

個人情報保護に配慮した「職域のための肝

炎ウイルス検査導入マニュアル」を作成し、

web上で公開した。マニュアルは、要配慮個

人情報の適切な取扱いに重点を置き、また小

規模事業所での実施の負担感を軽減するた

めに健保組合等との連携や自治体検診の活

用についても積極的に情報提供した。 

 

F. 健康危険情報 
  特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他  なし 
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肝炎ウイルス検査実施の説明文書の例
 

B 型肝炎・C型肝炎ｳｨﾙｽ検査について 
 

◆肝炎ってどんな病気？  

 

B 型肝炎ｳｨﾙｽ（HBV）や C型肝炎ｳｨﾙｽ（HCV）は、主に感染している人の血液や体液で感染します。 

ｳｨﾙｽが体内で増殖すると、一定期間（潜伏期）を経てから急性肝炎や肝硬変、肝がんを発症するこ 

とがあります。肝炎ｳｨﾙｽに感染している人は国内で 210～275 万人との報告があり、国内最大の感染

症の一つと言えます。 

 
◆検査の必要はなぜあるの？ 
  

肝臓は「沈黙の臓器」と呼ばれるほどがまん強く、自覚症状が出にくいのが特徴です。また定期健 

康診断で測定する肝機能検査では肝炎の発症がわからないこともあります。気づかぬうちに肝炎ｳｨ 

ﾙｽが肝臓の機能を奪うことを未然に防ぐために、肝炎ｳｨﾙｽ検査を実施することをお勧めします。 

 
◆肝炎ｳｨﾙｽ検査の受診のすすめ  

 
肝炎ｳｨﾙｽ検査は通常は一生に 1 度で十分といわれており、当社では今年度より定期健康診断、雇い
入れ時健康診断に併せて検査ができるようになりました。特に以下の方には検査の受診をお勧めし
ます。 

 過去に検査を受けたことがない方 

 過去の健診等で肝機能異常を指摘されたが、以後肝炎ｳｨﾙｽ検査を受けたことがない方 

 1992(平成 4)年以前に輸血を受けた方 

 大きな手術を受けた方 

 血液凝固因子製剤またはフィブリノーゲン製剤を投与された方 

 長期にわたり血液透析を受けている方 

 臓器移植を受けた方 

 薬物濫用者、入れ墨をしている方 

 ボディピアスを施している方 

 
◆感染していること（検査結果が陽性）が分かったら 
  

定期的に肝臓の状態を確認する必要がありますので、かかりつけ医や医療機関を受診し必要に応じ 

て適切な治療を受けましょう。また肝炎ｳｨﾙｽは日常行為、例えば会話や握手、会食、血液や体液が 

ついていない場所（椅子、床、ドアノブ、便座等）を介して伝播することはないため、神経質にな 

る必要はありません。ただし歯ブラシの共用や、傷口や皮膚炎を直接触るなど血液や体液への接触 

は避ける必要があります。陽性の場合には、家族やパートナーの検査も含め、主治医に相談しまし 

ょう。 

 
◆社内問い合わせ先 
 安全衛生担当者○○   内線○○  外線○○ 
 わからないことがあれば、お気軽にご相談ください。 
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図 1 ホームページに掲載した肝炎検査実施のための説明文書例 

 

 
図 2 ホームページに掲載した事業所が検査を実施する場合の同意文書例 
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図 3 ホームページに掲載した導入部分と肝炎ウイルス検査啓発リーフレットのダウンロードタブ 



 
 
 

58 
 

 

図 4  ホームページに掲載した肝炎検査の実施の流れ
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図 5 ホームページに掲載した補足が必要な項目に関する Q&A 
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平成 28年度 分担研究報告書 
 

職域健診と自治体無料検査同時受検システムの構築 
 
研究分担者：川波祥子 産業医科大学 産業保健管理学 
研究協力者：横谷俊孝、權守直紀、遠藤友貴美、堀江正知（産業医科大学 産業保健

管理学）、佐久間卓生（JFE スチール）、魚住富淑弥（九州健康総合セ
ンター） 

 
研究要旨：肝炎ウイルス検査の受検率が低くとどまる職域に対し、北九州市と、委託を受
ける医師会、健診機関とで連携し、職域の定期健康診断の機会に自治体肝炎検査を同時受
検できるシステムを構築し、昨年度から運用開始した。本システムにて従業員の肝炎検査
を実施した事業所は 2年間で 22事業所、受験者数はのべ 1,089人となり、陽性者が 2名含
まれた。受検者の年齢構成は 10～70 歳代と幅広く、また北九州在住の受検対象者の 78％
が受検を希望したことから、これまで受検機会のなかった就労世代に対する有用な受検の
機会となっていると考えられた。一定の効果が確認されたことから、市と医師会の協力の
もと、研究期間が終了する来年度からは市内の主要な 4健診機関のうち 3施設で本システ
ムを実施予定であり、更なる就労世代の受検拡大が期待される。尚、本システムの課題と
しては、労働者が健診機関の所在地以外の自治体在住の場合に、受検が出来ないという問
題が当初より指摘されており、今後広く本システムを拡大していくに当たっては、償還払
い等で自治体相互で運用が可能となるような仕組み作りが必要である。 

A. 研究目的 

肝炎ウイルス検査の受検率が低くとどま

る職域に対し、事業所の定期健康診断の機会

に自治体肝炎検査を同時受検できるしくみ

を構築し、昨年度よりモデル運用を開始した。

昨年度は 3事業所で計 70 人が肝炎ウイルス

検査を同時受検した。本年度は引き続き本シ

ステムの運用実績を上げるとともに、その有

用性と課題を検討し、市内の他の健診機関へ

の展開を図ることを目的とした。 

 

B.  研究方法 

同時受検の流れを図 1に示す。 

 
図 1 同時受検システムの流れ 

 

 今回のモデル運用は、大学の所在地である

北九州市の協力を得て、北九州市医師会の了

承のもと、市内の主要健診機関の１つである

（一財）九州健康総合センターにて実施した。

対象は、同施設で定期健康診断を実施してい

る事業所とした。同時受検を案内する事業所

の選定は、現時点で肝炎検査を未実施である

こと、健保組合によるオプション利用などの

受検機会がないこと等、いくつかの条件が必

要であったことから、基本的に九州健康総合

センター担当者に一任した。また、同時受検

に興味を示した、同健診機関勤務の産業医の

いる事業所には積極的に実施を勧め、必要に

応じて産業医から事業所の健康診断担当者

に働きかけを依頼した。 

 実施に同意した事業所に対しては、各受診

対象者に説明文書と希望調査票、希望しない

場合の理由を尋ねる調査票を事前に配布し、

回収した。 

 平成 28年 9 月に北九州市医師会に経過報

告を行い、今後の方向性を協議した。 

 

C. 研究結果 

1）実施結果概要 
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平成 27、28年度に実施に同意し、同時検

査を行った事業所は 22 事業所、総健診対象

者数 1,795 人のうち、総受検者数（平成 29

年 3月末までの受検予定者を含む）は 1,089

人で全体の受検率は 60.7％であった（表 1）。

これらの中には、事前希望調査なしで当日受

検を希望した下請け事業所や派遣社員も含

まれている（事業所 B,C,J~O,P,~S）。 

 

表 1 実施事業所一覧 

事業所 業種
健診
対象者数

受検者数
不受検
者数
事前調査
実施

A 製造業 104 64 40 +
B 製造業 30 1 29 -
C 製造業 7 5 2 - 平成27年度
D 製造業 48 36 12 + 平成28年度
E 教育機関 33 24 9 +
F 教育機関 18 9 9 +
Ｇ 教育機関 45 24 21 +
Ｈ 教育機関 20 17 3 +
Ｉ 製造業 68 30 38 +
Ｊ 製造業 1 1 0 -
Ｋ 派遣業 10 6 4 -
Ｌ 派遣業 3 3 0 -
Ｍ 製造業 3 3 0 -
Ｎ 派遣業 12 6 6 -
Ｏ 派遣業 7 4 3 -
Ｐ 派遣業 3 2 1 -
Q 医療、福祉 73 36 37 +
R 製造業 85 21 64 -
S 派遣業 2 1 1 -
T 製造業 81 51＊ 30 +
Ｕ 運輸業 1128 738＊ 390 +
V サービス業 14 7 7 -
計 22 1795 1089 706  

(*は平成 29年 3月末までの受検予定者を含む) 

 

受検を希望した者 1,096人注 1）の内訳を以

下に示す。年齢層は主に 20～60 歳代と幅広

く、北九州市住民検診全体での肝炎検査受検

者では 60 歳以上が半数を超えているのに対

し分布に大きな違いがみられた。 
注 1）事前調査データと当日受診状況を個別に突合

することが出来ないため、受検を希望したが実際に

は受検しなかった者が含まれている。 

～19歳
3%

20～29歳
26%

30～39歳
20%

40～49歳
21%

50～59歳
15%

60～69歳
11%

不明
4%

図2 受検希望者の年齢構成(N=1096)  

～19歳
1% 20～29歳

6%

30～39歳
11%

40～49歳
16%

50～59歳
15%

60～69歳
28%

70歳～
23%

参考） 平成27年度 北九州市住民検診全体の肝炎検
査受検者年齢構成(N=10,733)
資料：北九州市提供  

 
受検者の性別は男性が 84％であった。今回

の対象事業所に製造業が多かったことが考

えられる。 

男性
84%

女性
13%

不明
3%

図3 受検希望者の性別（N=1096）  
 

事前調査を実施した 10事業所のうち、受

診を希望しなかった者 584人注 2）のまとめと

内訳、希望しない理由を示す（表 2、図 4、5）。

解析対象者数 1,618人のうち、北九州非在住

を除いた同時受検が可能な対象者数は 1,317

人、受験者数は 1,035人であり、非対象者を

除いた実質受検率は 78.1％だった。 
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注 2）事前調査データと当日受診状況を個別に突合

することが出来ないため、受検を希望しなかったが

当日受検した者が含まれている。 

 

表 2 事前希望調査を実施した事業所一覧 

事業所 業種
健診
対象者数

同時受検
可能
対象者数

受検者
数

受検非
希望者
数

実質受検率
（受検者/受検可
能対象者
*100）％

A 製造業 104 84 64 40 76.2
D 製造業 48 41 36 9 (+3) 87.8
E 教育機関 33 28 24 9 85.7
F 教育機関 18 13 9 9 69.2
Ｇ 教育機関 45 32 24 20 (+1) 75.0
Ｈ 教育機関 20 17 17 3 100.0
Ｉ 製造業 68 43 30 40(-2) 69.8
Q 医療、福祉 73 71 36 33 (+4) 50.7
T 製造業 81 69 51＊ 31(-1) 83.7
Ｕ 運輸業 1128 919 738＊ 390 80.3

計　10 1618 1317 1029 584 （+5） 78.1
 ( )内は当日受検に変更した人数  

 受検非希望者 584人の年齢構成は、受検希望

者と同様に幅広い年齢層にわたっており、性別

も受検希望者の比率とほぼ同様であった。 
 

～19歳
3%

20～29歳
26%

30～39歳
20%

40～49歳
19%

50～59歳
18%

60～69歳
13%

70～歳
1%

図4 受検非希望者の年齢構成（N=584）  

男性
89%

女性
10%

不明
1%

図5 受検非希望者の性別（N=584）  
受検を希望しない理由は、「北九州在住で

ない」が 51.5％と最も多く、次いで「自分に

は無関係だと思う」19.0％、「受検済み」

15.4％、「健診以外で受けたい」11.8％であり、

「会社に知られないか心配」は 0.5％のみで

あった。 

51.5 

19.0 

15.4 

11.8 

2.1 

0.5 

1.4 

0 20 40 60

北九州在住でない

自分には無関係だと思う

受検済み

健診以外で受けたい

結果を知るのが怖い

会社に知られないか心配

その他

図6 受検を希望しない理由（複数選択）単位：％  

 

2）他の健診機関への展開 

平成 28 年 9 月に北九州市、北九州医師会

健康推進対策委員会にて経過報告を行った。

来年度以降、本システムを市内の他の健診機

関に提案することについて市、医師会から同

意が得られたため、平成 28年 10月、北九州

市医師会集団検診実務者懇談会にて、市内の

主要 4健診機関担当者に説明を行った。担当

者から出された意見と討議内容は以下の通

りである。 

（1） 事務的な作業が増えるのではないか 

一度に実施すると事務作業が膨大となる

が、1 回のみ実施すればよい検査であること

から、毎年数事業所ずつ順次実施していくの

が適当ではないかと提案した。 

（2） 協会けんぽで受検済みの人が多い会社

も多いのではないか 

 協会けんぽで受検済みの場合は対象外。た

だし、協会けんぽの対象は一定年齢以上であ

ることから、若年層のニーズはあると考える。 

（3） 受検済みの人を確認する方法は 

 現時点では、受検済みの方をその場で突合

することは困難であり、本人に申告によるし

かない。市も了承。 

 

以上の議論を経て、異なるしくみの健診を

一緒に行うので、細かな障害はあるかもしれ

ないが、健診機関側、市側がお互いにできる

だけ柔軟に対応して実施件数を増やしてい
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くという考え方で合意し、一律実施でなく、

手を挙げた健診機関が実施するという方針

となった。 

来年度は、参加した 4 健診機関のうち、3

施設で本システムを実施予定である。 
 
D. 考察 

本同時受検システムは、労働者にとっては、 

働きながら受検する機会を得ることが出来、

気づかなかった自身の感染を把握すること

で肝がんに進展する前に早期治療が受けら

れるメリットがある。今回のシステムでは、

オプトイン方式で希望調査を行ったが、市内

在住で受検可能な者のうち、78.1％と非常に

高い確率で受検を希望したことから、検査の

ニーズは高いと考えられた。その結果、実際

に今回の研究期間中に2名の陽性者が判明し

た。 

事業者の立場では、費用負担や機微な情報

管理をせずに、労働者の健康確保対策を実施

できる。費用と情報管理のハードルが下げら

れると法定外項目の検査を追加することに

対しては予想よりも抵抗感は低かった。特に

これまで受検の機会が少なかった教育関連

機関では実施に前向きなケースが多く、また、

親会社の健康診断時に数名単位で一緒に受

検していた派遣や下請けの小規模事業所の

労働者が当日申込みで受検したケースもあ

り（事前調査非実施）、受検の機会が少なか

った労働者に対するアプローチとしては有

用であった。 

自治体にとっては、若年者を含めた幅広い

年齢層が受検していたことから、これまで施

策が及びにくかった就労世代の受検率向上

に寄与できたと考えられた。またこれらの新

たな年齢層が受検し、北九州市の平成 27 年

度総検査件数 10,733に対して、平成 28年度

の本研究の受検者数 1,012は約 1割の増加に

寄与したことを示し、件数的にも一定の効果

が確認された。来年度以降は、さらに 2健診

機関が新たに本システムを導入することか

ら、今後もさらに受検者数増加が期待される。 

健診機関では、異なる健診を同時に実施す

ることの事務作業の煩雑さが常に意見とし

て出されていたが、1 回の採血で定期健診項

目に肝炎検査費用が上乗せされ収益となる

ため、これらのメリットも理解され、他の健

診機関でも導入の方向で進んだものと考え

る。尚、九州健康総合センターでは今後も継

続するに当たって、事務作業の効率化を検討

したいとの意見があった。 

 

最後に、本研究を通じて同時受検システム

の利点と課題、円滑に進むポイントについて

整理する。 

1. 利点 

本システムは検査費用の補助や事務の補

助等、特別な費用を研究者側から提供してい

ない仕組みである。従って、研究期間終了後

も北九州市と健診機関とで自律的に動いて

いくことが可能である。一度に大きな実績は

上がりにくいものの、継続的な効果が期待で

きる。 

 

2. 課題 

1）１つの事業所内で労働者の居住地が複数

の自治体にまたがる場合、健診機関が委託を

受けている自治体以外の居住者は同システ

ムが活用できない不便さと、事業所内での不

公平感が生じる。償還払いなどの制度上の改

善が行われることで将来的に解決されるこ

とが望まれる。 

2）厚生労働省の通達では、事業者は結果は

当然のことながら、受検の有無についても知

るべきでないことを推奨している（「肝炎対

策への協力について」基発第 0621007 号、

平成 14年 6月 21日）が、職域では健康診断

担当者が希望調査票を取りまとめたり、当日

の健診会場で、受検者が問診票を手に持って

いることで周囲の同僚受診者に受検するこ

とを知られる可能性を完全に排除すること

は難しいと考えられた。本システムでは事業

所が結果を無断で取得する恐れはないが、受
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検の有無についても出来るだけ通達に沿っ

てわからないようにする工夫を促すととも

に、受検を知られたからと言ってそれだけで

労働者が差別や偏見などの不当な扱いを受

けないよう、肝炎に対する企業内での基本的

な教育も必要と考える。 

3）本システムでは、産業医がいる事業所で

あっても、陽性者が自主的に相談しない限り、

産業医が陽性者をフォローすることが出来

ない。陽性者の効率的なフォローのためには、

自治体に対して積極的なフォローの実施を

働きかけていくこと、また受診者に対しては

自ら産業医に相談するような啓発活動の推

進も重要と考える。 

 

3．円滑に進めるポイント 

今回の同時受検システムの試みが円滑に

進んだ背景には、実施主体である北九州市と

委託先の北九州市医師会、また医師会と実施

機関である健診機関のいずれもが良好な関

係にあったことが挙げられる。 

北九州市では以前から職域へのアプロー

チを模索していた経緯があり、本システムに

対して理解を示し、医師会との調整、医師会

への提案、健診機関との事務手続きの調整に

おいて積極的に関わって頂けた。 

また、北九州市医師会は肝炎検査の普及に

よる早期発見という本研究の趣旨に当初か

ら前向きな姿勢を示し、事務手続き上の問題

に対しても柔軟な対応を示されたことで、可

能なところからやっていこうという流れが

出来た。 

北九州市においては、当初から主要な健診

機関が医師会が受託している自治体の肝炎

検査の実施医療機関として登録されていた

ことから、職域健診と自治体検診を同時に実

施するためのハードルが低く、施設内での事

務的な流れを整理するだけで容易に実施が

実現した。 

他の自治体において本システムを運用す

るに当たっては、これら複数の関係機関の連

携と柔軟な対応が不可欠と考える。 

 

E. 結論 

 北九州市と医師会、委託を受ける健診機関

とで連携し、職域での肝炎検査の同時受検の

システムをモデル運用し、22事業所で 1,089

人の労働者が受検した。そのうち、2 人の陽

性者が判明し、一定の効果が確認された。本

システムは、運用のための費用が特段発生し

ない仕組みであるため、自治体と健診機関と

で自律的に進められることが大きな利点の

１つである。研究期間が終了する来年度以降

も、医師会の理解を得て他の市内健診機関へ

展開が予定されており、継続的な仕組みとし

て更なる受検者の増加が期待される。 

 

F. 健康危険情報 
  特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他  なし 
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平成 28年度 分担研究報告書 
 

職域検診とフォローアップシステムの構築に関して 
―主として法的観点からの検討― 

 
研究分担者：川波祥子 産業医科大学 産業保健管理学 
研究協力者：龍岡資晃（西綜合法律事務所） 

 
研究要旨：職域検診における肝炎ウイルス検査の推進及びフォローアップシステムの構築
のためには、社会一般、特に職域においてウイルス性肝炎に対する正しい知識を普及させ、
治療方法をさらに進化させ確立させることなどによって、ウイルス性肝炎感染者に対して
存在するとされる偏見や差別を防止していき、肝炎ウイルス検査の重要性とその目的に対
する一般の理解を深めるなどの環境整備にも目を向け、検査に当たっては、事前に、検査
をすること、その目的、検査の結果によっては専門医の診察を受け、発症の防止、早期治
療等のフォローアップができるようにするなどの利用方法について、十分説明し、理解さ
れた上で、本人の事前の同意を得た上で実施するべきである。検査や検査結果の利用を本
人の事前の同意を得ることなく、オプトアウト方式によることは、個人情報の保護等の観
点からプライバシーの侵害として不法行為となり得るなど適当ではない。検査を十分な事
前の説明と本人の理解の下にその事前の同意を得て実施することが、長期的には職域検診、
これに伴うフォローアップシステムの構築等を推進していくことに寄与するものと考えら
れる。 
 

A. 研究目的 

「効率的な肝炎ウイルス検査養成者に対

するフォローアップシステム構築のための

研究」の一環として、職域検診における肝炎

ウイルス検査とその結果の利用としてのフ

ォローアップを推進するための方策を、「肝

炎ウイルス感染者に対する偏見や差別の実

態を把握し、その被害の防止のためのガイ

ドラインを作成するための研究」(H23-実用

化-肝炎-指定-004)の結果を踏まえ、主として

法的観点から検討し、「職域検診における肝

炎ウイルス検査実施のガイドライン」の作成

の一助とする。 

 

B.  研究方法 

先に提出された「肝炎ウイルス感染者に対

する偏見や差別の実態を把握し、その被害

の防止のためのガイドラインを作成するた

めの研究」(H23-実用化-肝炎-指定-004)の各年

度の総括・分担研究 報告書及び最終

年度の総合研究報告書に提示された観点を

踏まえて、職域検診における肝炎ウイルス

検査について、主として本人の同意の取り

方などその在り方について、これに関する

裁判例等を参考に、個人情報保護法等の法

的観点から検討した。 
 

C. 研究結果 

Ⅰ 肝炎ウイルス感染者に対する偏見や差

別に関する研究を踏まえた総論的検討 

１ 上記研究(H23-実用化-肝炎-指定-004)の

報告は、肝炎ウイルス感染者に対する偏見や

差別が存在するとしており(後掲の上記研究

の総合研究報告書 5 頁以下)、こうした偏見

や差別が肝炎ウイルスに関する職域検診に

対して見られるという消極的態度に関係し、

阻害要因の一つとなっているように思われ

る。平成 26 年度に本研究で実施した意見調

査においても、事業所の衛生管理者や産業保

健専門職の 6割以上が、職域で肝炎ウイルス

検査が普及しない理由として、「機微な個人

情報なので取り扱いたくない」という項目に
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ついて全くそうだ、どちらかといえばそうだ

と回答している。そうであるとすると、偏見

や差別の解消には時間がかかり、容易でない

が、こうした偏見や差別を徐々にでも解消し

ていくことが、職域検診を推進する上でも、

支えとなるものと考えられる。 

 その肝炎ウイルス感染者に対する偏見や

差別の解消していくための施策として、上記

研究報告は、①ウイルス性肝炎対する正しい

知識の啓発・普及、そのための広報活動と教

育、②ウイルス性肝炎の治療方法の開発・確

立、③偏見や差別に関連する一般的な教育を

柱として挙げている(総括報告書 35頁等) 

 

 ２ 肝炎ウイルス検診を特に職域において

推進し、適切なフォローアップがされていく

ためには、この検診の重要性と、検診の結果

によっては専門医の受診の重要性について、

十分理解されることが必要である。 

  そのためには、①ウイルス性肝炎の治療方

法が日進月歩的に進歩し、検診で陽性の検査

結果が出ても、早期に専門医に受診し、適切

な治療等を受けることによって、発症あるい

は病状の進行を抑止し、治癒することも可能

であることなどが認識されること、②社会一

般に、本研究に関していえば職域において、

ウイルス性肝炎罹患を理由とする、合理的理

由も必要性もない解雇や配置転換等の差別

的な不当な処遇等がされないことと、そのこ

とが周知徹底されることが肝要である。 

  

Ⅱ 検診・専門医の受診勧奨段階に関する検

討 

 肝炎ウイルス検査の結果は、いわゆる機微

情報であって（個人情報の保護に関する法律 2

条 3 項にいう「要配慮個人情報」、政令 2 条参

照)、特段の合理的な理由や必要性がないにも

かかわらず、本人の同意なく取得し、利用し、

漏洩することは許されない(同法 17条、23条

等)(注)。その一方で、その検査結果は、本研

究のテーマであるフォローアップ、当該対象

者本人の精密検査や早期治療等に活かされ

なければならず、そのためのウイルス性肝炎

対策に関する研究、施策にも活用され貢献す

ることが期待される。本研究の取り組むべき

課題の一つは、これらの一面において相克す

る利益の調整、調和をどのように求めていく

かということであると思われる。 
(注)  個人情報の保護に関する法律(平成15年法

律第 57号)は、平成 27年法律第 65号(同年 9月 9

日公布)により改正され、この改正法は、公布後 2

年以内に施行される。以下、この改正法を「新法」

といい、本報告においては、新法の施行を前提と

して、検討する必要があり、以下の記述は、原則

として新法による。 

 

１ 受検者に対する十分な説明と同意 

(1) 肝炎ウイルス検査を適切に行うため

には、①検査に対する十分な説明と、②その

理解に基づく受検者の同意を得ることが必

要であり、要をなすといえる。同意は、検査

を実施することだけでなく、検査結果の利用

についても必要である。 

 

(2) 検査に対する同意 

①検査の趣旨・目的、内容のほか、検査結

果の利用方法等(専門医の受診の勧奨、照会等、

さらには研究等の目的での利用など)の説明

がされ、②これらを理解した上で、検査及び

検査結果の利用について同意するものであ

ることが必要である。 

1) 同意を得るには、当然のことながら、

その前提として、検査の趣旨・目的、内容、

そして、検査結果を他に利用する場合にはそ

の利用について、受検者が十分理解できる説

明がされなければならない。 

 2) 同意は、そうした説明を十分理解した

上でなされたものでなければならない(後述

Ⅳ３(1)①の裁判例参照)。 

 (3)1) 受検者に対する説明としては、個別

的にすることが最も丁寧で確実であるが、必

ずしもそうしなければならないわけではな
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く、要は、受検者が検査の趣旨・目的、そし

て結果の利用について十分認識し、理解する

ことができるものであればよい。 

 後に同意の有無が争いになるなど紛議を

避けるためには、少なくとも必要な説明がさ

れ、理解されたことを記録化しておくべきで

あろう。記録化には、受検者の署名を求め同

意書を作成しておくことが、最も確実である。 

2) 個別の書面等による以外の方法と

しては、労使交渉、協定の中で、必要事項・

内容を、十分に説明し、了解・合意を得てお

き、議事録、協定書等に書面化して記録に止

めておくことが考えられる(注 1)。 

 なお、組合・職員団体非加入の者に対する

関係では、別途説明と同意が必要であるが、

その方法としては、健康診断受検の際、肝炎

検査をすることを、個別的に知らせるほか、

書面やメール、あるいは広報誌、掲示等、記

録に残る方法・形式で知らせることが考えら

れる(注 2)。 
(注 1) ここでの了解・合意内容は、特段の事情

のない限り、組合員等に伝えられ、組合員等はこ

れを了解、承知して受検したものと推認される根

拠となり得よう。検診等に同意しない者は、受検

しないのが通常であろうから、受検した以上は、

特段の事情がない限り、同意して受検したものと

みることもできないわけではないように思われ

る。しかし、後述(Ⅲ１)のような個人情報保護法

の扱い・趣旨からは、検査に先立って個別に同意

を確認すべきであろう。 

(注 2) これらが、一般に容易に知り得る状態に

あったならば、受検を希望しない者は、受検しな

いであろうから、受検した者は、特段の事情のな

い限り、同意したものとみることがでないではな

いが、やはり、前述(注１)の場合と同様、検査に

際して、個別的に同意を確認するべきであろう。 

 

3) 書面・掲示等や説明、労使間で合意を

得る際にはもちろん、個別の事前の合意を取

得するに際しては、肝炎ウイルス検査につい

ての同意とその結果の利用に関しては、結果

によっては、専門医の受診を勧奨すること、

専門医を紹介することなどを説明し、書面に

掲記しておくことが、検査を推進する上でも

効果的であろう。 

 特に、検査結果情報の第三者提供・利用に

ついては、どこまで同意したか、同意の内容

が問題となることがあり得るから、事前に明

確に説明し、説明内容を記録化しておくべき

であろう。 

 

  (4) オプトアウト方式の利用 

事前に書面による同意を取ることが受

検・受診を躊躇させるなどとして、オプトア

ウト方式の利用が議論されているが、後記(5)

のような理由から相当ではないであろう(注)。 
(注) もっとも、事前の明確な同意がなかったと

しても、受検者に対し、検診の目的等を十分に説

明し、理解してもらった上で、検査に応じていた

場合には、実質的に同意があったものとみること

ができないわけではなく、明示的な同意、書面に

よる同意がないからといって、直ちに違法・不当

ということはできないように思われる。とはいえ、

個人情報保護法の趣旨からはもとより、無用な紛

議を避けるためにも、事前の同意によることとす

べきである。 

 

(5) 検査結果を受検者以外に通知し、他の

目的に利用することについて 

いわゆる機微情報の取り扱いとして、後述

のとおり、無断利用は違法行為になるところ

から、より慎重さが必要である。上述したよ

うに、検査結果がどのように利用されるか、

その目的等について、事前に十分説明され、

その上で同意されていることが必要で、これ

を原則とすべきであって、オプトアウト方式

には拠れない。 

 

(6) 肝炎検査と早期受診の重要性の理解 

肝炎検査と早期受診の重要性の理解が浸

透すれば、検査に対する事前の了解を取るこ

とも、それほど抵抗がなくなり、検査の推進
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にもつながることが期待される。当初は、時

間や手間がかかり、却って抵抗感を生じさせ

るなど、検査の促進にマイナスになるように

思われるかも知れないが、長期的に見た場合

には、この方がトラブルを少なくし、肝炎ウ

イルス検査自体に対する理解を浸透させて

いき、検査の推進に寄与することにもなるの

ではなかろうか。 

 

Ⅲ 個人情報保護の観点から 

１ 個人情報保護法による保護 

(1) 肝炎ウイルス検査結果はもちろん、検

査を受けたこと自体も、個人情報として法的

に保護される。 

1) 新法では、「個人情報」の定義が明確

化され(2条 1項)、「要配慮個人情報」の規定

が新設されている(2条 3項)。 

 「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信

条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴など、取

扱いに特に配慮を要するものとして政令で

定める記述等が含まれる個人情報をいい(新

法 2条 3項。いわゆる機微情報)、肝炎ウイル

ス検査結果は、「要配慮個人情報」に当たる

(注 1)。 

 要配慮個人情報が、他の個人情報と別異に

取り扱われるのは、「差別の原因となる個人

情報の不必要な取扱いを制限し、もって個人

情報に基づき不合理な差別的取扱いを受け

るという権利利益侵害の発生を防止するこ

とにある。」とされている(注 2)。 
(注 1) なお、政令 2 条、個人情報保護委員会・

個人情報の保護に関する法律についてのガイド

ラインの新法 2条 3項に関する項参照。 

(注 2) 立案当局者の説明（内閣法制局への説明

資料） 

 

2) 新法は、個人情報データベース等を事

業の用に供している個人情報取扱事業者(新

法 2条 5項。国の機関、地方公共団体、独立行

政法人等、地方独立行政法人は除かれている

（同項 1～4号)。)について、法令に基づく場

合など一定の場合を除き、原則として、あら

かじめ本人の同意を得ないで要配慮個人情

報を取得することはできず(新法 17 条 2 項 1

～4号)、第三者に提供することが禁止されて

いる(新法 23条 1項 1～4号)。 

 なお、新法 76条 1項は、個人情報取扱事

業者等のうち、大学その他の学術研究を目的

とする機関若しくは団体又はそれらに属す

る者が、学術研究の用に供する目的であると

きは(同項 3号)、同法 23条等の規定は適用し

ないとしている。 

 仮に、新法 23 条の適用が除外されている

としても、要配慮個人情報、特に肝炎ウイル

ス検査結果等については、取得あるいは第三

者利用の目的・内容等によっては、あらかじ

め本人の同意を得ておくのが相当であると

思われる。そうすることによって、検診及び

フォローアップを円滑に進め、無用な混乱や

紛争等を未然に防ぐことになると思われる

(注)。 
 (注) なお、行政機関については、行政機関の保

有する個人情報の保護に関する法律 8 条(利用及

び提供の制限)、独立行政法人等については、独立

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する

法律 9条(利用及び提供の制限)参照。 

 

3) 同意の取得方法―特にオプトアウト

方式については、新法 23条 2項の括弧書で、

要配慮個人情報が除かれていることからす

ると、新法は、要配慮個人情報については、

オプトアウト方式による第三者への提供は

できず、要配慮個人情報を取得して第三者に

提供するには、あらかじめ本人の同意が必要

で、事後的に同意を得て追完することはでき

ないとしたものと解される。 

 具体的な同意の取得方法について制限や

定めはないが、その要件については、なお政

令や、分野ごとの個人情報保護指針等(前掲ガ

イドライン参照)に拠るが、上述したとおり、

有効な同意であるためには、同意の内容を認

識し理解した上での同意でなければならず、
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本人が実質的に同意したことが必要である。 

4) なお、肝炎検査の結果の適正有効な活

用という観点からすると、個人情報の取り扱

い・保護については、その目的等による合理

的な解釈によって対応できる場合もあると

考えられるが、問題や疑義も少なくないこと

から、今後発出される政令を注意する必要が

あるとともに、特に医療関係については特別

法の制定が望ましい(注)。 
(注) 読売新聞平成 28年 2月 3日朝刊は、遺伝子

データの規制と活用について、改正個人情報保護

法の施行を前に、政府は策定中の政令や指針で対

処できないか模索中だが、医療ゆえの特殊性など

から、小手先の解決ではなく、特別法を作るべき

だとの意見があり、特別法の議論が急務だとして

いる。  

 

(3) 個人情報の共同利用 

 新法 23条 5 項は、個人データの第三者提

供に関して、個人情報取扱事業者が利用目的

の達成に必要な範囲内において個人データ

の取扱いの全部又は一部を委託することに

伴って当該個人データが提供される場合や、

特定の他企業との間で相互に交換して、個人

データを共同して利用するような場合(新法

23条 5項 1号、3号等)、当該個人データを受

ける者は、同条 1項～4項の適用について第

三者に該当しないものとしている。 

 共同利用の場合に第三者利用の規制が適

用されない理由は、共同利用のために個人デ

ータの提供を受ける事業者は、個人データの

提供を受ける業者と一体のものとして扱わ

れることに合理性があるためとされる(前記

ガイドライン新法 23条 5項関係参照)。 

  

Ⅳ 検診結果等の利用と違法・不当な利用に

関して 

 肝炎ウイルス検査や、検査結果の利用に関

しては、既述のとおり、事前の同意によるべ

きであり、無断実施や無断利用は原則として

違法とされる。 

１ 個人情報保護法による保護 

 個人情報保護法は、個人情報取扱事業者が、

新法 17 条に違反して要配慮個人情報を取得

した場合、個人情報保護委員会からの勧告、

命令の対象になり(新法 42条 1項、2項)、本

人は、事業者に対して、利用停止等を請求で

き(新法 30条 1項)、事業者に対し利用停止等

の訴えを提起することができる(新法 34 条 1

項)。 

 個人情報の不正提供、盗用等については、

新法 82条以下に罰則規定が置かれている。 

 

２ 刑事罰による保護 

 なお、肝炎ウイルス検査、その結果につい

ての漏洩等は、場合によっては、刑法上の犯

罪である秘密漏示罪(医師等一定の者につき、

刑法 134 条 1 項)、名誉毀損罪(刑法 230 条)

に該当する場合があり得る(注)。 
(注) なお、関係する特別法にも罰則規定が置か

れており、例えば、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律 73条 1項は、医師

が感染症の患者であるかどうかに関する健康診

断等に際して知り得た人の秘密を正当な理由が

なく漏らしたときは、1年以下の懲役又は 100万

円以下の罰金に処する旨規定している。 

 

３ 民事法上の責任 

 肝炎ウイルス検査に関して、本人の同意な

く、検査を実施し、その結果を漏示したり利

用した場合、民事上の不法行為(民法 709条以

下)あるいは債務不履行(民法 415 条以下)の責

任を問われることがある。 

(1) 肝炎ウイルス検査に関する裁判例は

乏しいが、次の裁判例が参考になる。 

①東京地方裁判所平成 15 年 6 月 20 日判決

（労働判例 854 号 5 頁、判例秘書

L05832506） 

この判決の事案の概要は、以下のとおりで

ある。 

大学卒業予定者であった原告は、就職希望先

(被告)の面接試験をパスし、診療所で健康診
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査を受けた後、被告の指示で B型肝炎ウイル

ス検査であることを知らされないまま、血液

検査を受けた。診療所の医師から被告に検査

結果が陽性で感染による肝炎の所見がある

旨通知され、被告の職員は、原告に肝臓に異

常があることを説明し、精密検査を受けるよ

うに勧め、原告も同意し、B型肝炎ウイルス

感染の有無、ウイルス量、感染力等判定のた

めの精密検査を受けた。その際、原告は、医

師から肝臓のどこが悪いか治療のため詳し

く調べると言われたが、前の検査の結果が陽

性で、肝炎を発症していることや、今回の検

査が B 型肝炎の有無を調べるためのもので

あることは知らされていなかった。その後、

原告は、医師から B型肝炎ウイルス感染によ

る慢性の活動性肝炎であり、定期的受診が必

要である旨知らされ、被告から採用されなか

った。 

そこで、原告は、被告に対し、不採用とな

ったことのほか、無断で B型肝炎ウイルス検

査や精密検査を受けさせられたことで精神

的苦痛を蒙ったなどとして、不法行為による

損害の賠償請求訴訟を提起した。 

 裁判所は、不採用については不法行為の成

立を否定したが、B 型肝炎検査については、

本人に対する説明も本人の同意なく、プライ

バシー権の侵害に当たり、不法行為が成立す

るとして、被告に対し損害賠償として慰謝料

の支払を命じた。 

 その理由は、特段の事情がない限り、採用

に当たって B 型肝炎ウイルスの検査を行う

必要性はない、本件の場合も、被告の業務に

照らし、応募者の能力や適性の判断のために

検査をする必要性に乏しく、これを必要とす

る特段の事情も認められない、最初の検査に

ついては、事前の説明もなく、原告の同意も

得ていないし、その後の精密検査についても、

原告には前の検査結果が陽性であったこと

や、精密検査の内容が知らされておらず、検

査に同意したと認められないから、何れもプ

ライバシー権の侵害に当たるとしたもので

ある。 

 この判決が説示している理由からすると、

一般従業員に対する検査の場合についても

同様と考えられ、肝炎ウイルス検査は法定健

診事項に当たらず、標準的感染予防の方法に

より、通常の業務に支障はないとされること

からも、検査をする特段の必要性と合理性が

認められないのに、本人の同意もなく検査を

行った場合には、プライバシー権の侵害とし

て不法行為となり、違法とされることになる

と思われる。本人の同意については、予め検

査の目的と内容、その結果の利用方法等につ

いて知らされ、これを十分理解した上での、

真意に基づく、実質的に同意したと認められ

るものであることが必要ということになろ

う。 

 

②神戸地裁平成 17年 3月 25日判決（判例秘

書 L0605086） 

この事案は、Ｃ型慢性肝炎にり患している

原告が、人材派遣会社である被告 Y1に雇用

され、被告 Y2 に派遣されて稼働中、被告ら

の従業員らが、原告のＣ型肝炎り患を上司に

報告し、そのり患を理由に解雇したとして、

被告らに損害賠償を求めたものである。 

本判決は、本件解雇が、原告がＣ型肝炎り

患事実を明らかにしてから、わずか 2日後に

解雇告知がされており、被告 Y1が主張する

解雇理由に何ら根拠がなく、Ｃ型肝炎り患事

実のみを理由としてされたとして、Y1 につ

いて不法行為の成立を認め、慰謝料相当額を

認容している。 

 

(2) 肝炎ウイルス検査に関する裁判例で

はないが、HIVに関するものなど、参考にな

るものとして、次のような裁判例がある。 

① 福岡高裁平成 27年 1月 29日判決（判例

時報 2251号 57頁、判例秘書 L07020040） 

 この判決は、HIV感染症にり患した看護師

に対し、病院の上司である副院長及び看護部

長が本人の同意なく入手したり患情報に基
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づき、勤務を休むように指示したことが違法

であるとして、病院経営の医療法人に対する

慰謝料請求を認容した福岡地裁久留米支部

平成 26年 8月 8 日判決（判例時報 2239 号

88頁）に対する控訴審判決で、以下のような

理由で、一審判決を是認している。 

 1) 個人情報保護法 23条 1項の「第三者」

に当たるか否かは外形的に判断されるべき

であって、ある情報を保有する個人情報取扱

事業者(法 2 条 3 項)および当該情報の主体で

ある本人(同条 6 項)以外の者を意味するとい

うべきであり、本件情報共有は、第三者提供

に該当しない。 

 2）本件情報共有は、院内感染の防止を目

的として、一審原告の就労に関する方針を話

し合うためであったのであるから、診療目的

の範囲には含まれず、労務管理であったと認

められ、法 16条 1 項が禁ずる目的外利用に

当たる。 

 3) HIV 感染症にり患しているという情報

は、他人に知られたくない個人情報であり、

本件情報を本人の同意を得ないまま法に違

反して取り扱った場合には、特段の事情がな

い限り、プライバシー侵害の不法行為が成立

する。 

 4) 被用者が労働契約に基づいて働き賃金

を得ることは義務であるとともに権利でも

あり、これを不当に制限することは許されず、

病欠等被用者の都合により勤務を休む場合

には、賃金の減少といった不利益をももたら

すことからすると、被用者が病欠として勤務

を休むについては、病気により勤務に耐えら

れる状況にない等勤務を休まざるをえない

ような合理的理由があるか、その自由な意思

に基づくものでなければならず、雇用者が合

理的理由なく、被用者に対して勤務を休むよ

うに指示するなどして勤務を休むことを強

いることは不法行為になる。 

 

② 東京地裁平成 15年 5月 28日判決（労働

判例 852号 11頁、判例秘書 L06832192） 

 この判決は、本人の同意を得ずに HIV 抗

体検査が行われた事案について、次のような

説示をしている。 

1) 労働者の採用時における HIV抗体検査

はプライバシー侵害に当たるが、検査の実施

に客観的・合理的必要性があり、本人の承諾

がある場合に限り、違法性が阻却される。 

2) 警察官に採用された者が採用時に同意

なくして、合理的必要性もない HIV 抗体検

査を受けさせられ、陽性との結果を示されて

辞職を勧奨され辞職に至ったことは、違法な

公権力の行使であり、国家賠償責任が認めて

られる。 

3) 医療機関が HIV抗体検査を行うに当た

り、被験者に実施及び結果通知について同意

の有無を確認せず、漫然と検査を実施し、そ

の結果を依頼者に伝えることは、プライバシ

ーを侵害する不法行為に当たる。 

 

③ 千葉地裁平成 12年 6月 12日判決（労働

判例 785号 10頁、判例秘書 L05550199) 

 本判決は、無断で HIV 抗体検査が行われ

た事案についてのもので、個人の HIV 感染

に関する情報は保護されるべきであるとし

て、次のように判示している。 

1) 事業主が従業員について感染の有無

を知る必要性は通常認められないことから、

事業主であっても、特段の必要がない限り、

その検査等によって HIV 感染に関する従業

員の個人情報を取得し、あるいは取得しよう

としてはならず、特段の必要性もないのにこ

の検査を行うことはプライバシーの権利を

侵害する。 

2) HIV 抗体検査を実施する医療機関に

おいては、たとえ事業主からの依頼があった

としても、本人の意思を確認した上でなけれ

ば HIV 抗体検査行ってはならず、また、検

査結果についても秘密を保持すべき義務を

負っているものというべきであり、これに反

して、本人の承諾を得ないまま HIV 抗体検

査を行ったり、本人以外の者にその検査結果
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を知らせたりすることは、当該本人のプライ

バシーを侵害する違法な行為であると解す

べきである。 

 

④ 大阪高裁平成 19年 2月 20日判決（判例

タイムズ 1263 号 301 頁、判例秘書

L06220755） 

 この判決は、交通事故の被害者が加害者を

相手方として申し立てた民事調停事件にお

いて、裁判所が診療録の文書送付嘱託をした

場合には、調停の申立人である患者の同意を

得ないで医師が診療録を送付しても、個人情

報保護法 23条 1項 1号の「法令に基づく場

合」に当たり、正当行為として違法性を阻却

され、患者のプライバシーを侵害する不法行

為にはならないとしている。 

 

D. 考察 

職域検診における肝炎ウイルス検査を推

進し、フォローアップシステムを構築するに

当たっては、検査に消極的傾向が窺われると

ころから、(1)その理由の解明と対策について

検討しておくことが有用であろう。別件の研

究(H23-実用化-肝炎-指定-004)では、ウイルス

性肝炎感染者に対する偏見や差別が存在す

ること、これを防止するためには、ウイルス

性肝炎に対する正しい知識の普及と治療方

法の進歩・確立、偏見や差別に対する一般的

な教育が要諦となるであろうことが指摘さ

れており、こうした防止策が、検査等の推進

につながると考えられる。そして、(2)検査に

ついては、時間と費用の問題もあろうが、法

的な観点からは、検査の重要性・意義に対す

る認識と理解を深め、その理解の上に立って、

対象者から検査と検査結果の利用について

の同意を得て実施されることが重要である

と考えられる。同意の重要性については、こ

れに関する裁判例等からも理解されよう。 

 

 

 

E. 結論 

職域検診において肝炎ウイルス検査を推

進し、その結果を本人の発症防止、早期治療

等に役立てるなどフォローアップに役立て、

社会的な医療政策にも活用するためには、こ

の検査の重要性・必要性についての理解が基

礎となり、前提となる。そのために、検査及

びその利用についての十分な説明と理解が

重要であり、職域における肝炎ウイルス検査

とフォローアップ等の検査結果の活用は、こ

うした十分な説明と理解を前提とした事前

の同意の下に実施されるべきであり、そうす

ることが肝炎ウイルス検査を推進していく

ことに寄与するものと考えられる。 
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・龍岡資晃(研究代表者)厚生労働科学研究費

補助金(難病・がん等の疾患分野の医療の実用

化研究事業(肝炎関係研究分野))「肝炎ウイル

ス感染者に対する偏見や差別の実態を把握

し、その被害の防止のためのガイドラインを

作成するための研究」(H23-実用化-肝炎-指定

-004)平成 23 年度～平成 25 年度各研究報告

書(2012 年～2014 年)及び総合研究報告書

(2014年 3月) 

・龍岡資晃「ウイルス性肝炎患者に対する偏

見や差別に関する研究について」学習院法務

研究第 9号 1頁以下(2015年 1月) 

2. 学会発表 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他   
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平成 28 年度 分担研究報告書 
 

自治体における肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップ 
 

研究分担者：相崎英樹  国立感染症研究所 ウイルス第二部 
 
研究要旨：感染を知りながら治療を続けていない人が 50-120 万人も存在すると推定されて
おり、陽性者フォローアップは緊急の課題である。そこで、肝炎ウイルス検査により見い
だされた陽性者を専門医療機関へ導き、その後のフォローアップが必要であると考えられ、
肝炎ウイルス検査陽性者を適切な治療に導入することを目的にシステム構築を目指した。
これまでの研究から、過去の陽性者、調査票に返信しない陽性者、フォローアップに同意
しない陽性者への対応の重要性が示された。そこで、本年度はこのような陽性者に対して、
行政が持つ情報を駆使して絞り込みをかけて、より効率の良いフォローアップ法の構築を
目指した。 

A. 研究目的 

 感染を知りながら治療を続けていない人が

50−120 万人も存在すると推定されており、効

果の高い治療薬や医療費助成があるにもかか

わらず、検査が治療に結びついていない。そこ

で、肝炎ウイルス検査により見いだされた陽性

者を専門医療機関へ導き、その後のフォローア

ップが必要であると考えられる。しかし、自治

体が保有する肝炎ウイルス検査陽性者リスト

は高度な個人情報であるため、自治体はその扱

いに慎重にならざるを得ない状況である。適切

な治療を受けなかった場合、肝硬変、肝癌と進

行することから「命のリスト」ともいえる肝炎

ウイルス検査陽性者リストをその高度な個人

情報の保護をしつつ利用することで、肝炎ウイ

ルス検査陽性者を適切な治療に導入すること

を目的にシステム構築を目指した。 

 

（倫理面への配慮） 

 肝炎ウイルス陽性者の個人情報については

自治体で匿名化後、感染研では感染研での倫理

委員会に従い取り扱う。 

 

B.  研究方法 

 O 県の把握する陽性者のうち５年前までさか

のぼり、行政機関が有する情報を駆使して、真

に治療導入を必要とする陽性者を絞り込みフ

ァローアップを行った。住民票、精密検査報告

書、治療費助成受領書、電話調査、前年度のフ

ォローアップ返信記録、申込書から陽性者を絞

り込みフォローアップした。 

 

C. 研究結果 

 平成23年度～平成27年度までの委託医療機

関受診者：B 型ウィルス検査陽性者 342 名、C

型ウイルス検査陽性者 343 名の内、 

・電話つながり、本人より精検受診したと確認

したもの（2%） 

・申込書に「過去に治療あり」と記載のあった

もの（0.7%） 

・本人死亡が確認されたもの(0.4%) 

・ 病院の結果も記載ミスにより陽性者として

扱っていたもの（0.3%） 

・医療費助成受領が確認できたもの(1.3%) 

・精検結果報告書を受領しているもの(8.7%) 

・昨年度実施した肝炎フォローアップに返送が

あったもの（6.8%） 

・引越し等によりフォローアップできなかった

者(1.8%) 

を除いたB型55名及びC型49名計104名(15%)

を対象とした。返信があったものは B型 7名及

びC型10名計17名(16%)と少なかったものの、

専門医療機関受診率はB型5名及びC型8名計

13 名(76%)と多く、さらに受療は B型 5名及び

C型 4名計 9名(53%)であった。 
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D. 考察 

 これまでの研究から、過去の陽性者、調査票

に返信しない陽性者、フォローアップに同意し

ない陽性者への対応の重要性が示されたこと

から、行政機関が有する情報（住民票、精密検

査報告書、治療費助成受領書、電話調査、前年

度のフォローアップ返信記録、申込書）から真

に治療導入を必要とする陽性者を絞り込みフ

ォローアップした。調査票への返信数は少なか

ったものの、76%が専門医療機関を受診し、53%

が治療に入った。受診しない原因として、かか

りつけ医の理解不足、症状が少ない、経済的な

問題などが見出された。個々の陽性者は個人情

報を介さない、番号で追跡可能となっており、

次年度の個別受診勧奨が可能となった。 

 

E. 結論 
 過去５年間を含む肝炎ウイルス検査陽性者
から行政が持つ情報を用いて縛り込みフォロ
ーアップを行った。陽性者の多い大きな都市型
の自治体でもフォローアップ可能なことが示
された。 
 
 
F. 健康危険情報 
 特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 

1. 論文発表 

1) 相崎英樹、和気健二郎、脇田隆字、ここま

でわかったC型肝炎ウイルスの感染・複製機

構、目覚しく治療効果を発揮するC型肝炎治

療、Mebio、メジカルビュー社、東京、

2017;34(1);4-13. 

2) 相崎英樹、脇田隆字、肝炎ウイルス検査の

すすめ、くらしの豆知識、国民生活センタ

ー、東京、2016, 200-201. 

3) 相崎英樹、脇田隆字、C型肝炎治療における

新時代の幕開け、C型肝炎ウイルスの複製・

増殖のメカニズム、医薬ジャーナル、医薬

ジャーナル社、大阪 2016;52;67-70. 

4) 渡士幸一、相崎英樹、B型肝炎ウイルス研究

のトピックス、特集:B型肝炎—ワクチン定

期接種化にあたって、小児科、金原出版、

東京、2016、1107-1111 

 

2.学会発表 

1) 国際学会 

2) 国内学会 
 (1) 相崎英樹、吉岡健太郎、脇田隆字, 自治
体における肝炎ウイルス検査陽性者フォロー
アップシステムの構築, 第41回日本肝臓学会
東部会、東京、2016年12月8-9日. 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

1) 相崎英樹、井上 貴子,飯島尋子、石上雅敏、

上野義之、小川浩司、片野義明、菊池嘉、工藤

正俊、酒井明人、坂本穣、島上哲朗、下田和哉、

日浅陽一、正木尚彦、持田智、吉岡健太郎、吉

澤要、米田政志、渡邊綱正、是永匡紹、自治体

向け肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップ

導入マニュアル第３版、効率的な肝炎ウイルス

検査陽性者フォローアップシステムの構築の

ための研究班                     
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 
 

効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築に関する研究 
 

 

研究分担者 吉岡健太郎 藤田保健衛生大学 肝胆膵内科 教授 
      

研究要旨：岡崎市の肝炎ウイルス検査陽性者を対象に毎年行い、肝炎ウイルス検査陽性者が
医療機関を受診していない理由を明らかにできた。アンケート調査は受診勧奨を兼ねてお
り、医療機関受診率を向上させることができた。 
肝炎ウイルス検査陽性者の受診率向上のため、岡崎市保健所では初診予約支援を行うことに
より「肝炎ウイルス陽性者フォローアップ事業」への参加を促進するシステムを構築した。 
個人情報および通し番号と個人の連結表は岡崎市保健所が管理し、当研究班の班員は、個人
情報をみることはできないように工夫した。 

A. 研究目的 
 平成 14 年より肝炎ウイルスの無料検査が行

われ、多くの肝炎ウイルス感染者が発見されて

いる。しかしこれらの肝炎ウイルス感染者がそ

の後適切な検査を受け、適切に治療されている

かは十分に検討されていない。むしろ肝炎ウイ

ルス陽性であることが見つかったのに、そのう

ちの一部しか適切な診断や治療を受けていな

いという報告がある。ウイルス性肝炎の治療法

が著明に進歩した現状において、適切な治療を

受けていない人がいることは、重大な問題であ

る。 

そこで岡崎市で行われた肝炎ウイルスの無

料検査（平成 20 年～25年）の検診陽性者に平

成 24 年からアンケートを送付し、その後の対

応について毎年調査している。25 年度からは

調査票に通し番号を振り、岡崎市保健所では個

人識別ができるようにし、保健所ではアンケー

ト調査の結果によって、直接個人に受診勧奨を

行うことができるようにした。27年度からは C

型肝炎陽性者に受診、受療を強く促す資料を添

付した。28年度からはC型肝炎陽性者に受診、

受療を強く促す資料を添付した。 
 

B. 研究方法および結果 
1.B 型肝炎 

平成 20～27 年度肝炎ウイルス検診受診者のう

ち、B型肝炎ウイルス陽性者(254 名）について

は、アンケート回収率は 52％（132 名）であり、

そのうち医療機関を受診した人は 80％（94 名）

であった。 

 

現在の治療状況は、インターフェロン治療を受

けたことがあり、今は経過観察をしている人が

5%（3名）、抗ウイルス薬の内服をしている 18%

（12 名）、治療を受けたことがない人が 73%（49

名）であった。 
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2.C型肝炎 

平成 20～27 年度肝炎ウイルス検診受診者受

診者のうち、C型肝炎ウイルス陽性者(153 名）

については、アンケート回収率は 44％（68名）

であり、そのうち医療機関を受診した人は 89%

（59 名）であった。  

 

現在の治療状況は、治療を受けたことがあり、

今はウイルスが消えている人 49%（23 名）、治

療を受けことはあるが、今もウイルスが消えて

いない人は 15%（7 名）、治療を受けたことがな

い人が 25%（12 名）、分からない人が 11%（5

名）であった。 

 

 

C. 結論 

 回答が得られた患者の治療状況については、

B 型肝炎ウイルス陽性者では抗ウイルス薬の

内服をしている 18%、治療を受けたことがない

人が 73%であった。これは一般的な健康キャリ

アの割合にほぼ一致しており、大部分の人が適

正な診療を受けていると思われた。 

一方 C 型肝炎ウイルス検査陽性者では治療

によりウイルスが消えている人が 49%である

が、治療を受けたことはあるが、今もウイルス

が消えていない人が 15%、治療を受けたことが

ない人が 25％であり、適切な治療を受ける必

要のある患者が 40％程度残っていた。 

アンケート調査に回答した患者では医療機

関を受診した人の割合は、B 型 80%、C 型 89%

と高いものの、回答率はそれぞれ 52%、44%と

低率であり、個別の対応が必要と思われた。 

岡崎市保健所では、これまでのアンケート調

査の結果を踏まえて 28 年度から新たに見つか

った肝炎ウイルス陽性者については、結果報告

後 2から 4週間以内に「肝炎ウイルス陽性者フ

ォローアップ事業」への参加を呼び掛ける手紙

を郵送している。フォローアップ事業への参加

を承諾すると初回精密検査医療費助成が受け

られることを伝え、助成希望者には保健所長名
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で岡崎市民病院と安城厚生病院への紹介状を

作成し、初診予約支援をしている。このシステ

ムについては、当該病院および岡崎市医師会の

承認を得ている。平成 28 年 10 月 30 日現在肝

炎ウイルス検査陽性者31名のうち15名がフォ

ローアップ事業への参加に同意し、13 名が病

院受診をしている。このように肝炎ウイルス陽

性の検査結果報告後ただちにフォローアップ

事業への参加を促し、医療機関への初診予約支

援をすることによりフォローアップ同意率、肝

疾患専門病院受診率は向上している。 

過去の肝炎ウイルス検査の陽性者について

は、アンケート調査の結果から、個別に直接受

診を促すことにより、受診、受療率の向上が期

待できると思われる。 
 
D. 研究発表(本研究に関わるもの) 
1. 論文発表 

該当事項なし 

 

2. 学会発表 
国内学会 

1. 相崎英樹；ワークショップ 3.C 型肝炎撲

滅に向けた地域の取り組み.自治体におけ

る肝炎ウイルス検査陽性者フォローアッ

プシステムの構築.第 41回日本肝臓学会東

部会；東京都・京王プラザホテル 

2016/12/8-9肝臓:2016;57(suppl. 3):27 

 

E. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当事項なし 

2. 実用新案登録 

該当事項なし 

3.  その他 

該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 
平成 28年度 分担研究報告書 

 

肝炎ウイルス検査に対する医師の意識調査 
 

研究分担者：米田政志 愛知医科大学肝胆膵内科 教授 
研究協力者：伊藤清顕 愛知医科大学肝胆膵内科 教授（特任） 

 
研究要旨： 我が国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリアが存在すると推定され、ウイル
ス肝炎は国民病であるとされているが、いまだウイルス性肝炎の検査を受けておらず自身
が肝炎ウイルスに感染していることを知らずに社会に潜在しているキャリアが約 140～200
万人存在するとされている。C型肝炎ウイルスに関しては、副作用が多いインターフェロン
(IFN)を用いない経口抗ウイルス剤が認可され、副作用が少なくウイルス排除ができるよう
になり、C型肝炎ウイルス陽性を自覚していないもしくは陽性とわかっても無症状のため受
診をしない症例を拾い上げることが急務となっている。また、経口剤による治療は「働き
ながら治療可能」であり、肝炎検査を受ける機会が少ない職域領域に受検勧奨し、陽性者
を受診・受療させることは今後の重要な課題である。 
B 型肝炎ウイルスに関しては、分子標的治療薬の発達や免疫抑制剤が使用される機会が増
加したことにより、化学療法・免疫療法による B型肝炎ウイルス（HBV）の再活性化が問
題となっている。B 型肝炎の再活性化には、①非活動性キャリアからの再活性化と②既往
感染者からの再活性化の 2 種類の病態が含まれる。②の病態は最近認識されるようになっ
た病態であり、de novo B型肝炎とも呼ばれ、①の病態と同様に劇症化しやすく死亡率も高
いことからその対策の確立が急がれている。我が国では国民の約 20パーセント（2600万人）
ともいわれる HBV 既往感染者が存在し、HBV 再活性化の影響が大きく多くの診療科がこ
の問題に関連する可能性がある。また、HBV再活性化が起きると高率に劇症肝炎を発症し、
救命率が非常に低いことが問題となっており、これまでの再活性化例で患者が死亡し医療
訴訟にまで発展した症例を認める。このため、病院全体で各科の医師がガイドラインに従
った対応をする必要がある。 
以上のような B型肝炎および C型肝炎に関する問題に対して我々は企業におけるウイル
ス性肝炎陽性者のアンケート調査や病院内での医師のウイルス性肝炎に関する意識調査を
行った。ウイルス性肝炎の受検者や受診者増加への取り組みとして保健所と共同で受検勧
奨、受診勧奨に関する対策を行った。また、院内の電子カルテシステムの更新を行ないシ
ステマティックな対策を開始した。 

A. 研究目的 

わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリ

アがいると推定され（厚生労働省）、ウイルス

肝炎は国民病であると記述されている（肝炎対

策基本法前文）が、いまだ肝炎検診を受けてい

ないため、自身が肝炎ウイルスに感染している

ことを知らずに社会に潜在しているキャリア

が約 140～200 万人存在するとの報告もある

（広島大学 田中ら）。また、非専門科医師の

認識不足、院内連携の欠如のために、肝炎検査

陽性者が適切な治療に結びついていない現状

（国立病院機構肝疾患ネットワークでのアン

ケート調査結果）もある。 

また、最近では分子標的治療薬の発達や免疫

抑制剤が使用される機会が増加したことによ

り、化学療法・免疫療法による B 型肝炎ウイ

ルス（HBV）の再活性化の発生が大きな問題

となっている。B型肝炎の再活性化には、①非

活動性キャリアからの再活性化と②既往感染

者からの再活性化の 2種類の病態が含まれる。
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②の病態は最近認識されるようになった病態

であり、de novo B型肝炎とも呼ばれ、①の病

態と同様に劇症化しやすく死亡率も高いこと

からその対策の確立が急がれている。我が国で

は国民の約 20パーセント（2600万人）ともい

われる HBV既往感染者が存在し、HBV再活性

化の影響が大きいと考えられる。HBV 再活性

化防止に関しては、多くの診療科の医師が関連

しているが、必ずしも HBV再活性化の内容を

理解しているわけではない。また、免疫療法、

化学療法を施行する際には、ガイドラインに沿

った対策を行っていく必要があるが、各診療科

の医師がどの程度ガイドラインの存在を知っ

ているか、またどの程度ガイドラインに従って

対策を講じているか明らかではない。 

 以上のようなウイルス性肝炎に関する問題

に対して我々は以下のような調査及び対策を

行った。 

 

B. 研究方法 

(1) ある企業（工場）での職域検診でウイ
ルス性肝炎検査が陽性となった人を対象に

アンケート調査を行い、陽性後の受診状況、

治療状況を確認した。 
（2）人口 40万人規模の中核市で検診により
肝炎ウイルス検査が陽性となった人の後ろ

向き調査を行い、陽性者の医療機関への受診

状況、治療状況を確認した。 
（3）当大学病院内でウイルス性肝炎陽性者
への対応に関して全科の医師を対象として

アンケート調査を実施した。 
（4）当大学病院内で HBV再活性化に関して
の意識調査を全科の医師を対象として実施

した。 
（5）当大学病院を管轄とする地域の保健所
を訪問し、ウイルス性肝炎検査受診者数の実

態を調査した。また、同保健所が作成する保

健所だより（11 万枚配布）にウイルス性肝
炎の特集として B型・C型肝炎ウイルス検査
を推奨する内容を掲載した。 
 

（倫理面の配慮） 

 本研究で行った調査の回答は匿名でなされ、

患者の個人情報を含む内容は認めない。 

 

C. 研究結果 

(1) ある企業（工場）での職域検診でウイ
ルス性肝炎検査が陽性となった人を対象に

アンケート調査を行い、陽性後の受診状況、

治療状況を確認した。 
⇒職域検診でウイルス性肝炎検査が陽性と

なった人の受診を妨げる阻害要因を明らか

にした。 
（2）人口 40万人規模の中核市で検診により
肝炎ウイルス検査が陽性となった人の後ろ

向き調査を行い、陽性者の医療機関への受診

状況、治療状況を確認した。 
⇒ウイルス性肝炎陽性者の医療機関への受

診を阻害する要因を明らかにした。特に B
型肝炎ウイルス陽性者に関しては感染を知

りながら過去に医師から定期的な通院が必

要ないと説明されていることが多く、陽性者

の通院率を上げていくためには医療者側に

対する啓蒙活動が重要であることを明らか

にした。 
(3) 当大学病院内でウイルス性肝炎陽性者
への対応に関して全科の医師を対象として

アンケート調査を実施した。 
⇒ウイルス性肝炎陽性者の受診を阻害する

医療者側の要因を明らかにした。今後受診率

を上げていくための重要な情報を取得した。 
（4） 当病院内で HBV再活性化に関しての
意識調査を全科の医師を対象として実施し

た。 
⇒その結果、外科系の診療科で HBVの既往
感染に関するウイルスマーカーの検査率が

低く、内科系、外科系の診療科の違いによる

意識の差が明らかとなった。今後 HBV再活
性化に関する啓蒙活動を外科系診療科も含

めた院内全体で行っていく必要があると考

えられた。 
（5）当大学病院を管轄する地域の保健所を
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訪問し、ウイルス性肝炎検査受診者数の実態

を調査した。また、同保健所が作成する保健

所だより（11 万枚配布）にウイルス性肝炎
の特集として B型・C型肝炎ウイルス検査を
推奨する内容を掲載した。 
⇒昨年配布を終了しており、保健所における

ウイルス性肝炎の受検者数が大幅に上昇す

るという結果になった。 
 
D.  考察 

(1) これまでの調査でウイルス性肝炎検査
が陽性であると判明したにも関わらず、一部

の人で医療機関を受診していないというこ

とが明らかとなった。こういった陽性者に対

していかに医療機関への受診を勧めるかを

工夫する必要があると考えられた。 
(2) 職域検診に関しては、今後さらに大規模
な実態調査が必要と考えられた。しかし、個

人情報保護の観点から協力できないとする

企業も多い。個人情報を守りながら調査する

ことができないか、国や自治体が上手く間に

入って情報を得る方法を考える必要がある

と考えられた。また、企業側にも何らかのベ

ネフィットがもたらされるようにしないと

協力を得ることは難しいと考えられる。 
(2)および(3) 今回の調査でウイルス性肝炎
陽性者の受診を妨げる阻害要因として医療

者側が要因となっている割合が多いことが

明らかとなってきた。つまりウイルス性肝炎

陽性ということが判明して医療機関を受診

したとしても、肝機能が正常であるといった

理由や HBeAbが陽性であるといった理由か
ら本来経過観察が必要な症例に対しても経

過観察が必要ないと伝えられている割合が

多いということである。今後は、肝臓内科医

だけでなく広い範囲の医師に啓蒙活動を行

い、定期的な受診の必要性を理解してもらう

必要があると考えられた。 
（4）アンケート調査の結果、化学療法を頻回
に行う診療科の医師や、再活性化を惹起しやす

い化学療法を行う血液内科等の診療科では、再

活性化に関しての知識を有している医師が多

く、再活性化に対しての意識が高いものと判断

された。一方で、未だ一部の医師においては、

HBV の再活性化を知らないと回答しており、

HBs 抗原、HBs 抗体、HBc 抗体の測定を行わ

ずに化学療法を施行している医師も存在し、再

活性化を誘発してしまうリスクが一定程度存

在することも判明した。特に、HBs抗原陽性例

に比較して、既往感染者からのいわゆる de 

novo 肝炎に関する知識が未だ十分ではなく、

今後も啓蒙活動を続けていく必要があると考

えられた。また、電子カルテシステム上でアラ

ートを表示する等、いまだ十分に HBV再活性

化の意識を持っていない医師に対してもシス

テマティックに注意を喚起することによりで

きるだけ再活性化のリスクを減らす努力をし

てく必要があると考えられた。今後も各種の再

活性化に対する対策を講じていき、将来的に再

度同様のアンケート調査を行うことにより、再

活性化に対する活動がどの程度リスクに対す

る注意喚起を促しているかの評価をすること

も可能になると考えられる。 

（5）ウイルス性肝炎の受診率や受検率を上
昇させるためにリーフレットやパンフレッ

トの配布、テレビや新聞、インターネット等

様々な媒体を用いた受診勧奨、受検勧奨が必

要であると考えられるが、地域の各世帯に直

接宣伝できることを考えると保健所との密

な連携というのが重要であると考えられた。 
 

E. 結論 
今回の研究を通じてウイルス性肝炎患者の受
診勧奨、受検勧奨をすすめていく上で患者側お
よび医療者側両面から様々な問題点を明らか
にすることができた。更にはそのような問題点
を改善するためのいくつかの方法を実際に試
みることができた。今後は、これらの試みの効
果を評価し、さらに具体的な対策をとっていく
予定である。 
 
F.  健康危険情報 
 特になし 
 
G. 研究発表(本研究に関わるもの) 
なし 
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学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他  
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厚生労働科学研究費補助金［肝炎等克服政策研究事業］  

平成28年度分担研究報告書 

 

石川県における肝炎ウイルス検診陽性者のフォローアップシステムに関して 

研究分担者：島上哲朗 金沢大学附属病院地域医療教育センター 特任教授 

 

研究要旨：石川県では平成14年度から市町の保健担当者が肝炎ウイルス検診陽性者の医療

機関受診状況調査・勧奨などのフォローアップを毎年行ってきた。さらに平成22年度から

は市町が有する肝炎ウイルス検診陽性者の情報を本人から同意がえられた対象者に関して

は肝疾患診療連携拠点病院（金沢大学附属病院）に移管し、肝疾患診療連携拠点病院が直

接経年的なフォローアップを行う「石川県肝炎診療連携」を開始した。以降同連携の改善

を図ってきたので、今回の研究では同連携の現況を解析した。平成14年度以降の肝炎ウイ

ルス検診陽性者は3028名存在し、①平成28年度末で参加同意者は1462名（48.2%）、参

加非同意者は483名（16.0%）、参加意思表示のない者は依然として1083名（35.8%）存

在していた。②本連携参加者の専門医療機関受診率は、平成22年度90.0%、平成23年度

62.9%、平成24年度60.4％、平成25年度53.0%、平成26年度55.6%、平成27年度 46.6%、

平成28年度47.1%であった。今後、本連携の参加率の改善及び連携参加者の年一回の専門

医療機関受診率の改善を図る必要があると考えられた。 

 

A. 研究目的 

平成 14年度より始まった肝炎ウイルス

検診により、多くの無自覚の B型肝炎、C

型ウイルス感染患者が見いだされた。肝炎

ウイルス検診陽性者は、精密検査として肝

疾患専門医療機関を受診し、適切な治療導

入がなされるか、治療導入がなされない症

例に関しても経年的な肝機能検査及び肝癌

の早期発見のための画像検査がなされる必

要がある。しかしながら、検診陽性判明の

翌年以降はその受診・治療状況および予

後・経過が把握されているとは言い難い。 

石川県では、平成 14年から県・市町な

どの行政担当者、医師会担当者、専門医な

どから構成される石川県肝炎対策協議会で

の協議の上、市町の保健担当者が肝炎ウイ

ルス検診陽性者の状況（専門医療機関受診

状況、治療内容）を調査し、適宜肝疾患専

門医療機関への受診勧奨などのフォローア

ップを毎年行ってきた。さらに平成 22年

度からは市町が有する肝炎ウイルス検診陽

性者の情報を本人から同意がえられた対象

者に関しては肝疾患診療連携拠点病院（金

沢大学附属病院）に移管し、肝疾患診療連

携拠点病院が経年的なフォローアップを行

う「石川県肝炎診療連携」を開始した。以

降同連携の改善を図ってきたので、今回の

研究では同連携の現況を解析した。 

 

B. 研究方法 
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石川県健康推進課の有する平成 14年度か

らの石川県の肝炎ウイルス検診陽性者に関

するデータベース（連携不可能匿名化デー

タ）、肝疾患診療連携拠点病院が有する石

川県肝炎診療連携のデータベースを利用し

て同連携への参加率、連携同意者の専門医

療機関受診率を解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

 石川県肝炎診療連携は、石川県、各市町

が行うべき肝炎ウイルス検診陽性者の経年

的なフォローアップ事業を、石川県肝炎対

策協議会での協議・承認を得て、肝疾患診

療連携拠点病院で行っているものであり、

当院の医学倫理委員会での審査は不要と判

断した。 

 また石川県では平成 14年度より肝炎ウ

イル検診陽性者に対して市町などの行政が

経年的なフォローアップを行うことに関し

て、肝炎ウイルス検診陽性者から同意を得

ている。さらに石川県肝炎診療連携の参加

に関しても同意を取得し、参加同意者は、

肝疾患拠点病院がフォローアップを、非同

意者・未同意者は引き続き市町などの行政

がフォローアップを行っている。 

 

C. 研究結果 

1) 石川県肝炎診療連携参加状況 

石川県では平成 14年度以降、平成 28年

度末までに肝炎ウイルス検診陽性者が

3028名存在する。平成 22年度からこれ

らの肝炎ウイルス検診陽性者に本連携への

参加同意書の発送を行ってきた。尚、参加

意思表示のない陽性者に対しても毎年、参

加同意書の発送を継続している。 

平成 28年度末で参加同意者は 1462名

（48.2%）、参加非同意者は 483名

（16.0%）、参加意思表示のない者は依然

として 1083名（35.8%）存在していた。 

2) 石川県肝炎診療連携参加同意者の専門

医療機関受診状況 

肝疾患診療連携拠点病院は、同連携参加同

意者に対して年一回、調査票を郵送してい

る。対象者は調査票を持参し、かかりつけ

医を通じてあるいは直接石川県が指定した

肝疾患専門医療機関を受診する。この調査

票は、複写方式となっており、一枚はかか

りつけ医にフィードバックとして、もう一

枚はデータベース化のため肝疾患診療連携

拠点病院へ送付される。そのため肝疾患診

療連携拠点病院では調査票の送付により、

対象者が専門医療機関を受診したことを確

認している。理想的には、調査票の肝疾患

拠点病院への送付率は 100%になるべきと

考えられる。しかしながら、同連携参加者

の専門医療機関受診率は、平成 22年度

90.0%、平成 23年度 62.9%、平成 24年

度 60.4％、平成 25年度 53.0%、平成 26

年度 55.6%、平成 27年度 46.6%、平成

28年度 47.1%であった。 

 

D. 考察 

開始から 7年目を迎えた石川県肝炎診

療連携システムであるが、本連携に参加し

たことをきっかけに抗ウイルス療法に結ぶ

ついた症例や肝がんの早期発見につながっ

た症例が存在している。 

しかしながら依然として連携参加の意思
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表示がない陽性者が、35.8%存在すること、

また同連携に参加しているにもかかわらず

年一回の専門医療機関受診に結びついてい

ない同意者が毎年約 50%存在しているな

どの問題点が明らかとなった。その理由の

一つとしてシステムの煩雑さが考えられる。

肝疾患診療連携拠点病院には、連携参加同

意者、連携参加の意志表示のない陽性者及

びかかりつけ医から同連携のシステム、意

義などに関しての問い合わせが多く寄せら

れている。来年度以降、行政とも協力しな

がら、同連携参加者の増加、同連携参加者

の専門医療機関受診率の改善を図っていく。 

 

E. 結論 

開始から 7年目を迎えた石川県肝炎診

療連携システムであるが、連携システムへ

の参加意思表示のないものが約 36%、連

携に参加しながらも年一回の専門医療機関

受診に結びついていないものが約 50%存

在しているなどの問題点も明らかとなった。 

 

F. 研究発表 

論文発表 

1. Liu F, Shimakami T, Murai K, 

Shirasaki T, Funaki M, Honda M, 

Murakami S, Yi M,Tang H, Kaneko S. 

Efficient Suppression of Hepatitis C 

Virus Replication by Combination 

Treatment with miR-122 

Antagonism and Direct-acting 

Antivirals in Cell Culture Systems. 

Sci Rep. 2016 Aug 3;6:30939. 

2. Yamane D, Selitsky SR, Shimakami 

T, Li Y, Zhou M, Honda M, 

Sethupathy P, Lemon SM. 

Differential hepatitis C virus RNA 

target site selection and host factor 

activities of naturally occurring miR-

122 3' variants. Nucleic Acids Res. 

2017 Jan 12. (in press) 

3. Takegoshi K, Honda M, Okada H, 

Takabatake R, Matsuzawa-Nagata N, 

Campbell JS, Nishikawa M, 

Shimakami T, Shirasaki T, Sakai Y, 

Yamashita T, Takamura T, Tanaka T, 

Kaneko S. Branched-chain amino 

acids prevent hepatic fibrosis and 

development of hepatocellular 

carcinoma in a non-alcoholic 

steatohepatitis mouse model. 

Oncotarget. 2017 Feb. (in press) 

 

 

 

書籍発表 

1. 島上哲朗、金子周一 C 型慢性肝疾患の

薬物治療 消化器の臨床 19(6)412-418．

2016 

  

G.知的所有権の出願・特許状況 

 1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特記事項なし 

 



 
 

- 86 - 
 

厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム構築のための研究 

分担研究報告書 
 

1. 電子カルテのアラート機能を応用した肝炎ウイルス検査支援システムの構築 
2. 名古屋市における肝炎検診後の受診勧奨の導入 
3. 愛知県内の肝炎ウイルス陽性者に対する受診・受療勧奨の試み 

 
研究分担者：井上 貴子（名古屋市立大学） 
研究協力者：田中 靖人（名古屋市立大学） 

 
研究要旨： 
１．電子カルテのアラートオーダリング機能を応用し，肝炎ウイルス検査支援シス
テムを構築，運用開始後の効果を検証した． 
肝炎ウイルス検査初回陽性時の対応，HBV 再活性化に関わる検査オーダの補助，禁
忌薬剤の使用制御システムを構築し，電子カルテ肝炎対策アラートオーダリング機
能として 2015 年 8 月より導入した．導入後 1 年間の効果を検証し，具体的な成果
を確認した．2016 年 12 月，より効率的な新たな取り組みを開始した． 
２．名古屋市で開始された「肝炎検査陽性者フォローアップ事業」の課題を明らか
にし，継続的な働きかけを行った． 
名古屋市では 2015 年度から肝炎検査陽性者フォローアップ事業が導入され，同意
が得られた陽性者への受診勧奨が実現した．再勧奨の併用で受診率は改善したが更
に効果を上げるため，検診委託先であるかかりつけ医への啓発を継続している． 
３．愛知県内の肝炎検査陽性者受診勧奨に有用な資材を作成し，配布を開始した． 
・HBV 陽性者の受診率向上のため愛知県に働きかけ，受診勧奨資材の愛知県版を共
同で製作し，配布を開始した． 
・薬剤師によるウイルス肝炎患者への受診・受療勧奨効果を実証するため，豊田加
茂薬剤師会に依頼し，HCV 陽性者受診勧奨資材を用いた受診・受療勧奨を開始した． 

A．研究目的 
１．近年，免疫抑制療法や化学療法を行
う際の，HBV 再活性化予防対策が求めら
れている．また，HBV 再燃の危険性を有
する薬剤が報告され，処方時の注意が喚
起されている．一方，手術や輸血前に行
われる感染症検査では，陽性結果が報告
されても診断・治療に結びつかない可能
性が指摘されている． 
これらの課題に対応するために当院で
は 2015 年 8 月，電子カルテのアラートオ
ーダリング機能を応用した肝炎ウイルス
検査支援システムを完成させた．導入後

1 年間の効果を検証し，さらに効率的な
HBV 再活性化予防対策を検討した． 
２．政令指定都市である名古屋市では，
かかりつけ医への委託事業として肝炎無
料検診が実施されてきた．そのため，愛
知県が行っている肝炎検査陽性者フォロ
ーアップシステムを活用することが困難
で，陽性者への受診勧奨ができず，精密
検査受診率が低いことが問題となってい
た． 
名古屋市への働きかけにより，2015 年
度から「肝炎検査陽性者フォローアップ
事業」が開始され，同意が得られた陽性
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者への受診勧奨が可能となった．さらに，
受診率向上のために受診勧奨後未受診者
への再勧奨を提案し，分かりやすい資材
を用いた再勧奨が行われるようになった．
その結果を検証し，さらなる改善策を検
討した． 
３．名古屋市での 2015 年度肝炎無料検診
陽性者への受診勧奨の結果，および全国
の傾向から，HBV 陽性者の精密検査受診
率を改善する必要があるとわかった．愛
知県に働きかけ，HBV 陽性者受診勧奨に
有用な資材の愛知県版を製作した． 
ウイルス肝炎患者に対する薬剤師によ
る受診・受療勧奨は，全国的に成果がま
だ実証されていない．豊田加茂薬剤師会
に依頼し，薬剤師による HCV 陽性者受
診・受療勧奨を開始した． 
 
B．研究方法 
１．対象：名古屋市立大学病院全受診者． 
適用範囲：①肝炎ウイルス検査（HBs 抗
原，HCV 抗体）初回陽性時の対応，②レ
ジメン（注射薬）入力時の HBV 再活性化
対策，③HBV 再燃注意喚起薬剤（経口薬）
使用時の制御 
情報管理システム：電子カルテ(NeoChart 
富士通)，検査部門システム(tomorow テ
クノアスカ) 
方法：システム完成から 1年間(2015 年 8
月から 2016 年 7 月)のアラート通知およ
び HBV 再活性化症例への対応を検証した． 
２．対象：名古屋市肝炎無料検診の全受
診者のうち，受診時の問診で「肝炎検査
陽性者フォローアップ事業」への参加に
同意した陽性者． 
「肝炎検査陽性者フォローアップ事業」
の概略：検診受診約 2か月後，名古屋市
から陽性者に書類が郵送される．書類の
内容は精密検査への受診勧奨，精密検査
受診状況等調査票，初回精密検査費用の
助成案内などである．初回の受診勧奨で

調査票の返答がなかった陽性者へ，勧奨
数か月後を目安に分かりやすい資材を用
いた再受診勧奨とアンケートを行う． 
方法：昨年度の受診勧奨・再勧奨の成果
を解析し，改善策を検討した． 
３．対象：愛知県および豊田加茂薬剤師
会 
方法：愛知県に働きかけ，共同で HBV 陽
性者受診勧奨に有用な資材の愛知県版を
製作し，配布を開始した． 
豊田加茂薬剤師会に働きかけ，薬剤師に
よる HCV 陽性者受診勧奨資材を用いた受
診・受療勧奨を開始した． 
 
C．研究結果 
１.システム導入による効果：アラート
オーダリングシステムが完成し導入され
た2015年8月から1年間のアラート通知
は 351 件であった．医師の対応は，アラ
ートに従った検査実施が 79 件(22.5%)，
アラート通知削除が 264 件(70.1%)，その
他 26 件(7.4%)であった．追跡調査を行っ
た結果，351 件中 312 件(88.9％)が適切
に対応されていた．本研究期間内の HBV
再活性化は 9例で，基礎疾患は悪性リン
パ腫 5例，肺癌 2例，多発性骨髄腫と悪
性黒色腫各 1 例であった．HBV 再活性化
は 9 例中 5 例が化学療法施行中，4 例が
化学療法終了後の発症であった．全例が
適切に対応され，肝機能障害を呈した症
例は 1例であった．なお 2016 年 12 月，
HBV 再活性化アラート機能を直近の検査
結果・モニタリング検査の実施状況を判
断して必要時のみ注意喚起・診療支援を
行う方式に改良された． 
２．受診勧奨による成果：2015 年 4 月か
ら 11 月に，検診受診時の問診で「肝炎検
査陽性者フォローアップ事業」への参加
に同意した陽性者は 49 名（B 型肝炎 23
名，C型肝炎 26 名）であった．受診勧奨
は，電話および手紙で行われた．49 名中
9 名（18.4％）の調査票が医療機関から
名古屋市に返送され，B 型肝炎 2 名，C
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型肝炎 7名が受診した． 
初回の受診勧奨で回答がなかった計
40 名（B 型肝炎 21 名，C 型肝炎 19 名）
に，再受診勧奨とアンケートを行った．
40 名中 16 名（40%）のアンケートが返信
され，B型肝炎 2名，C型肝炎 8名が受診
した． 
2015 年度の勧奨対象者 49 名のうち，2
回の勧奨で B型肝炎：23 名中 4（2＋2）
名（17.4%），C型肝炎：26 名中 15（7＋8）
名（57.7%）が受診した． 
名古屋市の事業展開と問題点：今後も 2
回の勧奨を行う予定である．特に HBV 陽
性者の受診率を向上する必要がある 
３． HBV 陽性者受診勧奨資材の作成：佐
賀分科会が製作したリーフレットに県内
肝疾患拠点病院名と県の肝炎対策部署の
連絡先などを加えて製作した．45000 部
を印刷し，県内自治体・保健所，名古屋
市内かかりつけ医，肝疾患拠点病院など
で配布を開始した． 
豊田加茂薬剤師会との取り組み：2017 年
2 月，薬剤師会員約 160 局に HCV 陽性者
受診勧奨を配布した．一部は局内外から
見えるよう掲示し，相談しやすい環境づ
くりを依頼した． 
 
D．考察 
１．アラートオーダリングシステムを用
いた肝炎対策は院内に周知され，良好に
機能していた．2016 年 12 月のシステム
改良によって，更なる効果向上が期待で
きる．カルテ記載が不十分（特に HB ワク
チン接種歴）の事例が散見された．医師
への啓発（カルテ記載の周知徹底）を継
続する必要がある． 
診療行為の監視・検索機能・検査オー
ダ連携機能は汎用性が高い．輸血時感染
症検査など，新たな検査支援システムへ
の拡充が期待できる． 
２．2015 年度より名古屋市で「肝炎検査
陽性者フォローアップ事業」が開始され
たが，受診状況調査票の返送率と受診率

は十分ではない．1 回目の勧奨で使用さ
れる市からの送付書類を，簡素化する必
要がある．特に HBV 陽性者の低受診率が
課題であるため，医師会を通じてかかり
つけ医への啓発を継続する． 
３．リーフレットを県内自治体・保健所，
名古屋市内かかりつけ医，肝疾患拠点病
院などで配布することで，HBV 陽性者の
啓発につながると思われる．また肝臓が
専門ではないかかりつけ医から肝疾患拠
点病院への紹介率向上も期待できる． 
薬剤師は特に地域の薬局において，患
者から薬の専門家として期待されている．
薬剤師からの HCV 陽性者への受診・受療
勧奨とともに，治療に関する具体的な情
報（費用・治療期間）を提供することで，
未治療患者が専門医を受診する動機付け
にもつながる． 
 
E．結論 
１．電子カルテのアラートオーダリング
機能を応用した肝炎ウイルス検査支援シ
ステムの運用から１年が経過した．シス
テムは良好に機能している．より的確な
システムへの改善を行ったため，更なる
成果が期待できる． 
２．2015 年 4 月より名古屋市で「肝炎検
査陽性者フォローアップ事業」が開始さ
れ，事業への参加に同意した陽性者への
受診勧奨・再勧奨が可能となった．勧奨
資材の改良・かかりつけ医への啓発を継
続し，精密検査受診率の向上を目指す． 
３．今後受診率向上の必要がある HBV 陽
性者受診勧奨に有用な愛知県版資材を製
作し，配布を開始した． 
薬剤師による HCV 陽性者受診・受療勧
奨は専門的アドバイスに加え，多角的ア
プローチの一環として期待できる． 
 
F．健康危険情報 
なし 
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        厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
    分担研究報告書 
 
効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 

 
       研究分担者 石上 雅敏 名古屋大学・医学部・消化器内科・講師 

 
研究要旨 
我々は平成23年度より本研究班の研究の一端として、愛知県豊橋市保健所の協力を得て、
地方自治体における効率的な肝炎ウイルス検査陽性者に対するフォローアップシステムの
構築に取り組んで来た。具体的には豊橋市保健所において健康増進法による節目健診、な
らびに特定保健法による希望者の健診にて肝炎ウイルス検査陽性が判明した受検者に対
し、アンケート用紙を配布。陽性判明後の受診行動の把握を行った。 
前回平成 25 年度にアンケートの結果から、若年者、いわゆる「働き盛り」世代の意識の
低さ、陽性判明後も受診の必要性を感じず受診していない受検者がいること、また平成 24
年度に行ったアンケートの再調査例にも行っているが、新規調査例と再調査例で回収率に
差があり、また再調査例ではすでに受診、受療行動につながっている方が多く、陽性者の
間にも意識の差があること等が浮き彫りとなった。 
反面、平成 27年度からは厚生労働省によるフォローアップ事業が開始され、豊橋市にお
いてもすでに 9 名の陽性者がシステムに乗り、継続的なフォローアップが有効になされて
いることが把握されている。 
今回、フォローアップシステム導入前の健康増進法、および特定保健法に基づく健診陽
性者(平成 22-26 年度)、および今回新たな試みとして、この枠組に乗らない妊婦健診での
陽性者が保健所で把握できているため、平成 27年度の陽性者を対象にナンバリングを行っ
たアンケート調査を行ったのでその成果を報告したい。 

A. 研究目的 

平成 23年度より本研究班の分担研究者 

として、愛知県豊橋市保健所の協力を得て、

地方自治体単位での効率的な肝炎ウイル

ス健診陽性者に対する効率的なフォロー

アップシステム構築を検討してきた。 

前回平成 25年度にアンケートを行った 

際にアンケート回収率が全体の 39.3% 

(24/61)と低率であり、特に男性(28.0%) 

および 40代以下の女性(25.0%)で低率で 

あり、若年層における問題意識の低さ 

が浮き彫りになった。 

またその際には前年度アンケートを 

行った陽性者に対する再調査も行い、 

新規調査例で 25.0%の回収率だった 

のに対し、再調査例では 41.5％の回答 

を得て、また回答された中にはすでに 

前回調査時に病院受診をされていた 

受検者が多く見られた反面、病院受診 

の必要性の理解ができていない陽性者 

も存在し、さらなる受診促進への教育も 

必要と考えられた。 

平成 27年度より厚生労働省の方から 

陽性者に対するフォローアップ事業が 

開始され、すでに豊橋市でも動き 

始めている。 

本年度については、フォローアップ 

事業導入前(平成 22-26年度)陽性者に 

おける健康増進法、および特定保健 

法による健診陽性者にナンバリングを 

した上でアンケート調査を実施、また 

新たな試みとしてフォローアップ事業 

に乗っていない平成 27年度妊婦健診に 

おける陽性者についても同様の調査を 

行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 ①厚生労働省により平成 27 年度に開始



 
 

- 92 - 
 

されたフォローアップ事業に対し、9 名の

受検者が同意されており、その現況の把握

を行う。 

②上記フォローアップ事業導入前 5年間 

における陽性者(健康増進課:健康増進法に

基づく健診担当部署:陽性者 24名健康対策

課:特定保健法に基づく健診担当部署:陽性

者 4名)につき、ナンバリングを行い、受診

状況把握のためアンケート調査と、豊橋市

独自のフォローアップシステムを構築し

た。 

③豊橋市における上記 2部署の約 3倍の 

数が妊婦健診での肝炎ウイルス検査を受

けていることに着目、新たな試みとして上

記②の検討を妊婦健診陽性者へも拡げて

検討、今回は平成 27 年度の妊婦健診での

陽性者 16 名を上記②と同様にナンバリン

グしたアンケートを送付した。 

④今回は回収率を上げる工夫として 

「たたけ、肝炎」パンフレット、および 

独自に作成した肝疾患進行についての 

啓蒙パンフレットも同封した。 

（倫理面への配慮） 

陽性者の個人情報は豊橋市保健所で一括 

管理とし、我々には完全匿名化したデータ

のみ送付されるようにした。 

また、妊婦健診については肝炎ウイルス 

検査を認識していない陽性者の存在も考

慮、あらかじめ保健所から電話連絡しても

らい、同意を得た上でアンケートを送付し

た。 

 

Ｃ．研究結果 

病因別では健康増進課:HBV:21 例、HCV:3

例、健康対策課: HBV:3例、HCV:1例、妊

婦健診は HBV、HCVとも 8例ずつであっ

た。アンケート回収率は、健康増進

課:42.9%(10/24)、健康対策課:50.0%(2/4)、

妊婦健診:50.0%(8/16)であった。病因別では

HBV:43.8%(14/32)、HCV:58.3%(7/12)であっ

た。 

受診行動を検討すると、HBV(10/14)、 

HCV(5/7)とも 71.5%の陽性者が肝炎専門医

療機関受診と比較的高率であった。 

6 名の未受診者の理由としては、自覚症状

がないから：2 名、通院の時間が取れない

から:1名、その他:3名であった。 

また受診者の現在の通院状況としては、 

HBVは 10名中 5名が通院継続、通院しな 

い理由としては、自覚症状がない:2名、 

医師に通院の必要がないと言われた:2名 

その他:1 名、HCV は 5 名中 2 名が通院継

続、通院しない理由としてはすでに治療で 

ウイルスが消えている:2名、その他:1名 

であった。これら通院している陽性者の 

うち、治療を受けたことがあるのが HBV 

で 2例(40%)、HCVで 1例(50%)であった。 

 

Ｄ．考察 

本年度行ったアンケート調査の回収率は、 

前回調査よりやや良好であり、パンフ 

レットの効果は十分見られるのでは 

ないかと考えた反面、実際にアンケート 

に答えた陽性者の実に 7割以上がすでに 

受診しており、回収可能な方は基本的に 

意識の高い方が多く、やはり今回も未回収 

の群の実態把握が重要と考えられた。その 

意味でもナンバリングの重要性が改めて 

示された。 

また、受診していない陽性者の中にはまだ 

「自覚症状がない」という理由も見受け 

られ、そういった観点からもパンフレット 

効果等の今後の検証にも重要であろう。 

また、今回新たに妊婦健診での陽性者に 

対する意識調査を行い、危惧された「肝炎 

ウイルス検査の非認識」に伴う意識の低さ 

はさほどなく、通常の肝炎ウイルス健診と 

同様の回収率を得ることができた。今後は 

これらの妊婦健診も本格的にフォローア

ップシステムに乗せる枠組を構築して行

きたいと考えている。 
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Ｅ．結論 

今年度における豊橋市でのアンケート調

査の結果を検討した。同封パンフレットに 

対する一定の効果、また新たな妊婦健診で

の意識調査も可能であり、今後のさらなる

フォローアップシステムの発展の重要な

基礎となると考えた。 

 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 
   「研究成果の刊行に関する一覧表」参照 

 

 2.  学会発表 

 「研究成果の刊行に関する一覧表」参照 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  1. 特許取得 

 該当なし 

  

2. 実用新案登録 

 該当なし 

 

3.その他 

 該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 28年度 分担研究報告書 

 

効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築に関する研究

 

研究分担者 飯島 尋子（兵庫医科大学 内科肝胆膵科 教授・超音波センター センター長） 

 

 

 

 

 

 

 

A.研究目的 

肝炎ウイルス検査陽性者の追跡システムと専門

医療機関受診システムの構築 

 

B.研究方法 

陽性者への治療勧奨および調査票を自治体に郵

送した後、自治体で陽性者の宛名を記入し当人

へ送る。陽性者は無記名の調査票を記入後、自

治体に返送してもらい、自治体が陽性者から回

収した調査票を研究班に提供し解析を行う。 

 （倫理面への配慮） 

本研究はいずれも非侵襲的な検討であり、実

際の臨床に沿って行われるものであるが、倫理

面については当院の倫理委員会（第 1889号）

においても申請済みである。 

 

C.研究結果 

 西宮市では肝炎ウイルス陽性者に対して「検

診結果」「精密検査依頼書兼回答書」「肝炎サポ

ート手帳」を送付し、一定期間病院を受診され

ない場合（概ね検診受診から 5か月後）は市の

保健師が電話にて受診勧奨をしている。クーポ

ン券配布以降、と同時に受診者の増加を認めて

おり、同時に肝炎ウイルス陽性者の絶対数も増

加しているが、一定頻度で精密検査未受診者が

存在していることも事実である。 

 そこで西宮市ではたたけ肝炎リーフレット

100 部を医療機関に送付し、肝炎ウイルス検診

の再認識と受診者の増加を促したことで受診者

の増加を期待した。次に肝炎ウイルス検診陽性

者に対して専門医療機関への受診、通院状況を

把握するためにアンケート調査を実施した。 

図１ 

アンケートは６つの簡単な質問事項からなり

（図１）、肝炎ウイルス陽性者の病態把握につい

て解析した。肝炎ウイルス検診の検査結果は約

80％が陽性だと認識しており、陰性だと認識し

ている 20%弱については精密検査で陰性であ

った場合やキャリアであったため陰性と認識し

たケースが含まれており、適切な指導が必要で

ある（図 2）。 

研究要旨 

本研究では、肝炎ウイルス検査陽性者の追跡システムを構築し、適切な医療に導くことを目的とし

ている。西宮市での現状の把握と追跡システムの構築を目的としており、肝炎ウイルス検診陽性者

への治療勧奨および調査票の送付を、西宮市を介して行っているが、さらに専門医療機関への受診、

治療へつながるシステムを構築する。 
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            （図 2） 

  

専門医療機関を受診しなかった理由としては行

く機会がない、行く必要がないと認識していた、

自覚症状がないが多く、特に B型肝炎で多い傾

向であった（図 3）。 

 

説明された病名や現在の治療状況について治療

を受けている、あるいは経過観察中と答えた陽

性者は問題ないが、無症候性キャリアの通院状

況や治療終了者の follow up ができているかは

今後の課題である。 

 

D.考察 

 たたけ肝炎リーフレットの配布により検診受

診者が増加するかは今後の検討課題である。ま

た、医療機関への配布以外にも一般市民が目に

する場所での啓蒙活動が必要である。陽性者に

ついては専門医療機関受診へとつながっていな

い陽性者が一定頻度存在し、行く必要がない、

行く機会がない、無症状という理由であった。

とくに C型肝炎より B型肝炎で多く、C型肝炎

は新薬の登場などで話題性に溢れ、啓蒙活動が

奏功していることが考えられた。自覚症状がな

く通院の必要性が感じられないことへの対策と

して Fibroscanによる肝硬度測定を導入し、線

維化を診断することも有用かもしれない。 

 

 

E.結論 

陽性者を精密検査へ誘うには適切な動機づけが

必要であり、精密検査受診者への認識を確認す

る必要がある。また B型肝炎では全体的に認識

が不十分である傾向があり、配布したリーフレ

ットについてもC型肝炎のリーフレットであっ

たため、同様に B型肝炎に対する積極的な広報

活動が望まれる。 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

[国際学会] 

Takashi Nishimura, Chikage Nakano, Yuho 

Miyamoto, Noriko Ishii, Yukihisa Yuri, 

Tomoko Aoki, Kunihiro Hasegawa, Ryo 

Takata, Kasunori Yo, Akio Ishii, Tomoyuki 

Tkashima, Yoshiyuki Sasaki, Nobuhiro 

Aizawa, Naoto Ikeda, Hiroki Nishikawa, 

Yoshinori Iwata, Hirayuki Enomoto, Seiichi 

Hirota, Jiro Fujimoto, Shuhei Nishiguchi, 

Hiroko Iijima. The diagnostic accuracy for 

liver fibrosis using shear wave elastography 

according to etiology of liver disease and the 

presence or absence of anti-viral therapy. The 

67rd Annual Meeting of the American 

Association for the Study of Liver Diseases

（AASLD2016）2016.11 Boston. 

 

[国内学会] 

西村 貴士, 西口 修平，飯島 尋子. Shear wave

法６機種による肝繊維化診断能と etiology 別

肝繊維化の検討. 第 52 回日本肝臓学会総会 
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2016･5 千葉 

 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 無し 

 

 2. 実用新案登録 

 無し 

 

 3.その他 

 無し 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

肝疾患コーディネーターを活用した肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの 
構築に関する研究 

 
研究分担者：坂本 穣・山梨大学医学部附属病院肝疾患センター・准教授 

  

研究要旨：これまでの研究で、肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム構築には、様々な障壁がある

ことが明らかになっている。そこで当県では、診療ネットワークの構築、肝疾患コーディネーターの養成、就

労支援相談会の開催、電子カルテを利用した肝炎ウイルス検査陽性者受診勧奨システムの構築を行ってきた。

このなかで、「肝疾患コーディネーター」は肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップにおいても、職種や勤務

部署に応じて重要な役割を担うと考えられ、今国や県の施策のなかで位置づけを明確にし、一定の役割を付与

することが重要であると考えられた。 

 

  

 研究協力者 

  山梨大学医学部看護学科基礎臨床看護学 

講師 古屋洋子 

  山梨大学医学部附属病院肝疾患センター 

             看護師（相談員）有園晶子 

 

A. 研究目的 

 肝炎ウイルス検査陽性者のフォローアップシ

ステム構築のために、これまで養成してきた

「肝疾患コーディネーター」の今後、フォロー

アップ事業のなかで果たすべき役割と、活用法

とその可能性につき検証することを目的とし

た。とくに、これまで当センターで養成してきた、

市町村保健担当者、保健師、看護師、MSW、社

会保険労務士、薬剤師、栄養士、臨床検査技師

など多職種の「肝疾患コーディネーター」によるグ

ループワークやパネルディスカッションにより、自

身が活動可能な内容や今後求められる活動内容

について明らかにし、実際に、相談者として起用

することで活動可能かどうかを検証した。 

   

B. 研究方法 

1）山梨県における肝炎ウイルス検査陽性者フ

ォローアップの現状 

 山梨県では、県の事業として「ウイルス性肝

炎患者等の重症化予防事業」を行っている。こ

の現状につき検討した。 

2）電子カルテを利用した肝炎ウイルス検査陽

性者受診勧奨システムの構築 

手術や検査前に測定した肝炎ウイルス検査

陽性者受診勧奨システムを、電子カルテ内に構

築し、この効果につき検証した。 

3）肝疾患コーディネーターの養成 

これまで、肝臓専門医や消化器専門医が少ない

山梨県では、検診結果の解釈や肝疾患に関する

十分な知識を持った人材が不足しており、これ

らが、肝炎ウイルス検査陽性者を適切な医療に

繋げられないとの指摘があった。一方、市町村

からは、肝疾患全般に携わる人材への総合的・

体系的研修会の要望があり、平成 21 年度から

「肝疾患コーディネーター」養成事業を開始し
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ている。 

2）コーディネーター資格取得者の意識調査〜グ

ループワークとパネルディスカッション 

 これまで、肝疾患コーディネーター資格取得者

を対象に、スキルアップ講座を開催してきたが、こ

の際、就労支援にあたり、自身が実施可能な点や、

支援に対して必要な事項を討論し、今後の活動に

資する情報を得ることとした。また、多職種にわた

る肝疾患コーディネーターによる、パネルディスカ

ッションを行い、肝疾患患者を支えるために必要

な活動につき、討論し聴講者を含めた参加者の

情報共有を行った。 

4）肝疾患コーディネーターの相談者としての起用

と有効活用 

肝疾患コーディネーターを有効活用するため、

各種相談会の相談者として起用した。 

 

（倫理面への配慮） 

 調査にあたっては、個人情報に十分配慮した。

昨年までの研究では、山梨大学医学部倫理委員

会の承認を得たが、今回は該当する調査・研究は

含まれていない。 

  

C. 研究結果  

1）山梨県における肝炎ウイルス検査陽性者フ

ォローアップの現状 

 平成 26 年度は、市町村実施の肝炎ウイルス

検診は 17,153名が受検し（受検率 71.4%）、70

名（0.41%）が HCV抗体陽性。このうち 31名

（44.3%）がフォローアップ事業に同意し、実

際に 15 名がフォローアップを受けた。また、

保健所の無料検査は 462名受検、このうち 5名

（1.1%）が HCV抗体陽性で、全員フォローア

ップ事業に参加した。 

 

 

 

2）電子カルテを利用した肝炎ウイルス検査陽

性者受診勧奨システムの構築 

手術や検査前に測定した肝炎ウイルス検査

陽性者受診勧奨システムを、電子カルテ内に構

築した。これまで、HBs抗原陽性 99名、HCV

抗体陽性 536名に受診勧奨システムによりア

ラートが出されたが、実際に消化器内科（専門

医）受診したのは、それぞれ 3%、2%にとどま

っていた。しかし、実際には、すでに当院肝臓

内科受診中の者も多く、新たに検査陽性が判明

した数など、最終的に、受療に結び付いた症例

数の検討など、今後詳細な検討が必要である。 
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3）肝疾患コーディネーターの養成 

平成 28 年度は 42 名が講座受講、40 名が認

定試験に合格し、平成 21 年度からの累計で計

317名の肝疾患コーディネーターが誕生した。 

そこで、グループワークを通じて資格取得者の意

識調査を行ったところ、肝疾患コーディネーターは、

所有する資格や経験や知識も異なり、自身のおか

れた立場が異なるものの、肝炎患者を支えるため

に、それぞれの立場に応じた活動が可能であり、

ある程度の役割を付与することで自信をもって活

動することが可能であることが判明した。特に資格

取得を契機に活動を活性化し、肝疾患コーディネ

ーターの役割を明確することが必要であることが

確認された。そこで、今後は、当県では、肝疾患コ

ーディネーターの所属している団体や位置情報を

公開し、ひろく県民に利用していただくことを今後

の課題とし、本報告をもって、国や地方自治体か

ら、「肝疾患コーディネーター」の肝炎医療コーデ

ィネーターの基本的な役割や活動内容等につい

て示すよう提言した。 

 

4）肝疾患コーディネーターの有効活用 

 そこで、上記検討にもとづき、当センターで行っ

ている、各種相談会に、肝疾患コーディネーター

資格取得者に、「相談者」として活躍していただく

こととした。実際には、勤務実態・職種により対応

が困難な面もあったが、各職種や勤務部署の配

慮のより、活動も可能であった。とくに今後、正式

な協力要請などによって、活動が可能となる側面

も明らかになった。 

 

D. 考察 

本県のウイルス肝炎陽性者フォローアップ

体制は、過去に、市町村保健指導推進モデル事

業実施した自治体や、肝炎ウイルス高浸淫地区

では、住民や市町村担当者の意識が高く比較的

良好に実施されていたが、フォローアップ事業

の同意率が低く、今度情報の周知が重要で、こ

の活動にも肝疾患コーディネーターを有効活

用できる可能性がある。 

電子カルテを利用した肝炎ウイルス検査陽

性者受診勧奨システムは、構築はできているも

の有効利用までには及ばず、これに対しても、

肝臓専門医以外の医師などへの周知・啓発が必

要である。 

また、肝疾患コーディネーター資格取得者

（少なくともスキルアップ講座参加者）は、肝

炎に対する意識が高く、精検受診率やフォロー

アップ同意率は低い地域に配置することや、同

地域の担当者を肝疾患コーディネーターとし

て養成・教育することも重要であると考えられ

た。とくに、相談者として起用するなど一定の

役割を付与することで、資格取得者のモチベー

ションを維持することも可能となり、今後の施

策の中で、肝疾患コーディネーターの有効活用

や、配置、役割について明記することも重要で
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あり、これにより、より活動しやすい環境も整

うと考えられる。 

  

E. 結論 

 肝炎ウイルス陽性者フォローアップ体制構

築のためには、各自治体の現状を詳細に把握し、

問題点を抽出することが重要である。また、各

市町村担当者や、医師を含む肝臓を専門としな

い一般医療者との診療ネットワーク維持する

ことも重要である。とくに、肝疾患コーディネ

ーターは、多職種におよび、勤務部署や職種に

応じて活動できる可能性は多く、肝炎ウイルス

検査陽性者フォローアップにおいても重要な

役割を担うと考えられる。そこで、国や県の施

策のなかでも肝疾患コーディネーターの位置

づけを明確にし、一定の役割を付与することも

重要である。 
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厚生労働科学研究費補助金 （肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 
 

長野県における肝炎ウイルス検査陽性者フォローの現状とフォローアップシステムの構築 

―実施 2年間の総括― 

研究分担者：吉澤要 信州大学消化器内科特任教授、国立病院機構信州上田医療センター院長  

 
研究分担者 吉澤 要 信州大学消化器内科特任教授 

    
 
 
 
 
 
 

 

 

共同研究者 

田中榮司 信州大学消化器内科教授 

梅村武司 信州大学消化器内科准教授 

松本晶博 信州大学肝疾患相談センター教授 

 

A.研究目的 

長野県においては、県健康福祉部保健・疾病対

策課の指導のもと、市町村健診における肝炎ウイ

ルス検診における肝炎ウイルス検査などを行っ

てきたが、検診陽性者には医療機関を受診するよ

うにとの通知のみで、その後の追跡は不十分であ

った。本研究では、肝炎ウイルス検診陽性者の受

診状況などを把握し、肝炎ウイルス検査陽性者の

フォローアップシステムを確立するため、実施 2

年間の総括を行い、問題点、今後の課題を検証す

ることを目的とした。 

 

B.研究方法 

長野県内の全 77 市町村に協力を依頼した。協

力市町村において、肝炎ウイルス陽性者に対して、

市町村担当者から、通知文、B型・C型肝炎調査

票および肝炎パンフレットを送付した。陽性者は、 

 

任意に調査票に記入して、無記名(同意書不要*）

で市町村に返送することとした。この時、市町村

では個人を特定し、指導は可能であったが、信州

大学医学部附属病院肝疾患相談センターには個

人が特定できない無記名のアンケート用紙のみ

を送付していただいた（図１）。なお、本研究を

行うに当たり研究方法等を信州大学倫理委員会

に申請し、2014年 11月 4日に承認された。 

 (倫理面への配慮)  

検診陽性者へのアンケートは、市町村から対象者

に無記名で送られ、研究者には匿名性が保たれる

ため個人情報が漏れることはない。 

 

研究要旨：長野県においては、県健康福祉部の主導で、市町村健診における肝炎ウイルス検診、保健所

での肝炎検査を行ってきたが、検診陽性者への追跡は不十分だった。このため、県と共同で、検査陽性者

を適切な医療に導くためのフォローアップシステムの構築を目的とした。初年度は、県内の全 77 市町村に

本研究への協力依頼を行い、37 市町村、本年は 48 市町村の協力が得られた。陽性者に対しアンケートを

行った。2 年間で 100 名に送付し、40 名の回収であった。このうち 11 名は自主判断で受診せず。7 名が最

新治療に結びついた。しかし、肝障害のない方については医師から通院の必要がないといわれた方もお

り、医療機関側の認識不足も認めた。2年間の実践で本研究の主旨が市町村担当者に理解されつつあり、

フォローアップシステムとして継続していく必要がある。医療機関に対しては、治療の必要性や経過観察・

肝がんの早期発見に関する啓発が必要である。 
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C.研究結果 

 県内全 77 市町村に協力を依頼した。2015年は

協力するは 37 (48%)であったが、2016 年は 48 

(62%)に増加した。肝炎検診自体を行っていない

自治体は 2年とも 11であった。 

協力しない理由は、実態を把握している・個人情

報が減っていたが、人手不足は変わらなかった。 

県内全体での2014年度は陽性92名中協力自治体

の 39名にアンケートを送付し、17名からの回答

があった。 

 

 

このうち B型 9名中 2名は自己判断で受診せず、

残り 7名中核酸アナログ製剤治療は 1名であった。

しかし 4名は通院しておらず、このうち 2名は医

師に通院は必要ないと言われた。C型 8名中 5名

が最新治療(DAA)を受けることになった。しかし

1 名はインターフェロンで治癒しているが今後通

院が必要ないと言われた。2015 年度の陽性者は

111名であったが、協力自治体分 61名にアンケー

トを送付、23名から回答があった。2年間での結

果として、B型が 27名中「受診せず」は 7名、4

名は医師に通院は必要ないと言われ、自己中断が

2名、2名が核酸アナログ治療を受けた。 

C 型 13 名中 2 名が受診せず、2 名は肝機能が

正常なので通院が必要ないと言われた。このうち

1名はウイルス消失している。5名が DAA治療と

なった。 

 陽性者で通院していない方には自治体を通し

て、肝発癌の危険性などのパンフレットを入れて

通院の必要性を連絡した。 

 

D.考  察 

 長野県を通して、全市町村に本研究への協力を

依頼した。協力自治体は、積極的な協力要請によ

り平成 27年度は 48％であったが、28年度は 62％

に増加した。協力しない理由では人手不足が多く、
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実態が把握できていると答えた自治体は減少し

た。2年間の陽性者アンケートの結果では B型で

は 2名、C型では 5名が最新の肝炎治療に結びつ

き、フォローアップシステムが徐々に機能してき

ているものと思われた。しかし、陽性判明後も受

診しない方はまだある。また、特に B型で肝機能

正常者や C 型ウイルス排除後の方では医師が通

院の必要がないと話していることもあり、このよ

うな症例でも肝発癌の可能性があり、経過観察が

必要であることを、肝疾患医療従事者等研修会、

医師会講演会や地域医師会雑誌などで医療側に

さらに啓発する必要がある。 

 

E．結  論  
 市町村の理解も得られつつあり、最新治療に結

びついた方もあり、本研究で構築したフォローアッ

プシステムを今後も継続していく必要がある。また、

医療機関に対して、治療の必要性や経過観察・肝が

んの早期発見に関する啓発する必要がある。 

 

F． 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

 

 2.学会発表 

1）吉澤 要、松本晶博、田中榮司 N 県におけ

る C型肝炎撲滅に向けた取り組み 第 41回日本

肝臓学会東部会 2016.12.8 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

H． 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. なし
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厚生労働科学研究委託事業 
肝炎等克服実用化研究事業（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

効率的な肝炎ウイルス検診陽性者フォローアップシステム 
の構築のための研究 

 
委託業務報告 

地域分科会：埼玉県の取り組み（平成 28年度） 
 

 研究分担者 持田 智 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 教授 
 研究協力者 中山 伸朗 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 准教授 
 同 内田 義人 埼玉医科大学 消化器内科・肝臓内科 助教 
 

研究要旨：埼玉県は平成 27年度より「ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業」が施行された。
2017年 2月末までに県委託緊急検査に 2,666例が受検し，B型陽性 23例と C型陽性 25例が発見さ
れ，全例がフォローアップに同意した。2017年 1月の時点では，埼玉医科大学病院の肝臓病相談セ
ンターでは事後に同意を撤回した 1例の除く 60例のアウトカムを追っている。2例は未だ返信期限
に達していない。期間内に返信があったのは 22 例で，36 例に電話による受診勧奨を行っている。
13例は連絡不通，11例は返信があり，12例は返信待ちである。このうち平成 27年度分のフォロー
アップ同意者数は 46例（B型 22例，C型 24例）で，このうち 16例（34.8%: B型 8例，C型 8例）
が初回精密検査，14例（23.3%：B型 3例，C型 11例）が医療費の助成を受けた。肝臓病相談セン
ターで対象としている症例はウイルス検査数では県全体の 7.7%であるが，初回精密検査の助成数で
は 24.2%，医療費の助成数では 43.8%を占めており，同センターが実施している積極勧奨の有効性
が明らかになった  

 
A. 研究目的 

埼玉県ではさいたま市が政令指定都市，川越
市と越谷市が中核市で，夫々が市内の保健所を
管轄している。また，これら 3市と，その他 60
市町村のうち 56自治体は，委託医療機関におけ
る肝炎ウイルス検診を実施している。従って，
県が管轄する肝炎ウイルス検診は，県委託医療
機関における緊急検査と，上記 3 市以外にある
13保健所における検査である。 

埼玉県は平成 27年度より「ウイルス性肝炎患
者等の重症化予防推進事業」を施行した。県管
轄の緊急検査と保健所の検査に関しては，フォ
ローアップ同意者を対象に，埼玉医科大学病院
の肝臓病相談センターが，その後の経過を観察
し，受診勧奨を行っている。 

本研究では，同事業に参加した症例を対象に，
その後の経過を解析し，県管轄外の症例との比
較することで，肝臓病相談センターが実施して
いる受診勧奨の意義を検討した。 

B. 方法 

2015年 4月 1日から 2017年 1月 31日に，埼
玉県が管轄する委託医療機関ないし保健所で，
肝炎ウイルス検診を受診した症例を対象とした。

フォローアップ事業への同意と調査票返信の状
況，その後の専門医療危険への受診状況を調査
し，肝臓病相談センターによる受診勧奨の有効
性を評価した。 

C. 研究成果 

県委託医療機関における緊急肝炎ウイルス検
査は 1,581 人が受検し，B型肝炎ウイルス（HBV）
キャリア 16例（1.0%）と C型肝炎ウイルス（HCV）
陽性 17例（1.1%）が発見された。また，県管轄
保健所では，HBV検査は 1,196例，HCV検査は
1,185例が受検し，陽性者はそれぞれ11例（0.9%）
と 10例（0.8%）であった。また，市保健所が実
施している匿名検査には B 型 845 例，C 型 842
例が検し，陽性者は何れも 4 例（0.5%）であっ
た。緊急肝炎ウイルス検査では受検者全員がフ
ォローアップ事業に同意したが，保健所検査で
は同意者は計 11例（52.4%），匿名検査では 2例
（25.0%）であった。従って，肝臓病相談センタ
ーが対象とするフォローアップ対象は，平成 27
年度は 46例で，その後 2017年 1月末日までに
計 60例となった。 

計 60例のフォローアップ対象のうち 1例は事
後に同意を撤回した。これらのうち 2 例は調査
票の返信期限に達していないが，その他の 58例
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中 22 例（36.7%）から返信があった。返信のな
い 36 例に電話による受診勧奨を行った。13 例
は電話が不通であったが，11例は連絡後に返信
があり，12例は返信待ちである。 

平成 27 年度のフォローアップ対象である 46
例の受診状況は，初回精密検査費用の助成件数
は計 16例（B型 8例，C型 8例）で，ウイルス
陽性者の 37.8%に相当した。また，肝炎治療特
別促進事業による医療費助成は，B型が 3例，C
型が 11 例の計 14 例で，陽性者における比率は
それぞれ 23.9%であった。 

なお，HBV陽性の 1例は県管轄外の保健所で
肝炎ウイルス検査を受検したが，県管轄保健所
の市町村に居住しており，上記の陽性者に加え
た。 

D. 考案 

平成 27年度は，県管轄以外の市町村検診には，
B型は 43.231名，C型は 43.233名がウイルス検
査を受検し，うち陽性者は県管轄保健所の市町
村居住の 1例を除くと，B 型が 261例（0.6%），
C 型が 152 例（0.4%）であった。陽性率は県管
轄の検査（0,9%と 0.8%）に比して低率であった。
これらにはフォローアップ事業への同意者数は
不明であるが，初回精密検査費用の助成申請数
は，県管轄以外が B型 32例，C型 18例の計 50
例である。また，肝炎治療特別促進事業におけ
る医療費の助成申請数は B型 5例，C型 13例の
計 18 例であった。肝臓病相談センターで対象
としている症例はウイルス検査数では県全体
の 7.7%であるが，初回精密検査の助成数では
24.2%，医療費の助成数では 43.8%を占めてお
り，同センターが実施している積極勧奨は有
効であると考えられた。 

E. 結論 

埼玉医科大学病院の肝臓病相談センターによ
るフォローアップ事業における受診勧奨は，初
回精密検査費用と肝炎治療特別促進事業の助成
申請者数を増加させる目的で有効である。しか
し，埼玉県では県管轄外の肝炎ウイルス検査の
受検者数が多く，これらにおけるフォローアッ
プの実態が不明であるため，その実態を明らか
にすることが，今後の課題である。 

F. 引用論文 

なし 

G. 研究発表 

1． 論文発表 

なし 

2． 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

 
効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 

 
研究分担者 ： 下田 和哉  宮崎大学 教授 

 

 

研究要旨 ：宮崎県における肝炎ウイルス検査の現状把握と陽性者の追跡調査を行うための
システムを構築する 
 

 
Ａ．研究目的 
宮崎県における肝炎ウイルス検査の現状
を把握し、陽性者の追跡調査を行うための
システムを構築する。ウイルス肝炎検診に
おける陽性者をフォローアップし、適切な
治療につなげることで肝炎を治療し肝癌の
発症および死亡者数を抑制することが期待
される。 
 
Ｂ．研究方法 
  宮崎県における肝炎ウイルス検査の現状
を把握のため、平成19年より実施されてい
る肝炎ウイルス検査について調査した。肝
炎ウイルス陽性者の追跡調査について陽性
者に対するアンケート調査および受診勧奨
を行い、肝臓専門医受診および最適治療受
療にむけたフォローアップシステムを構築
した。肝炎陽性者に対する専門医受診に関
する無記名のアンケートを作成し、また受
診勧奨資料を作成し、各市町の検診担当者
に送付し、検診陽性者へ送付してもらい、
アンケート用紙のみ肝疾患センターへ送付
していただくシステムを構築した。 
  （倫理面への配慮） 
肝炎ウイルス陽性者の調査に関しては調査
計画について宮崎大学医の倫理委員会の承
認を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
平成19年より平成25年の間に実施された肝
炎ウイルス検査事業、緊急肝炎ウイルス検
査事業、肝炎ウイルス検診事業にて、総受
検者数はB型肝炎が47,171名、C型肝炎が47,
575名であり、陽性者数はそれぞれ480名(1.
02%)、278名(0.58%)であった。このうち6
市1町について協力を得られ、検診陽性者へ
のアンケート送付を依頼した。平成28年度
の検診において6市1町で受検者数4,158名

であり、HBV、HCVの陽性者は計51名であ
り、陽性率は1.22％であった。これらの陽
性者に対してアンケートを送付し、11名よ
り回答が得られ、回収率は19.6％であった。
男性6名、女性5名、年齢中央値は62歳（60-
70歳）、HBV陽性9例、HCV陽性2例であっ
た。アンケートでは11例中9例が肝臓専門医
を受診していた。 
 
Ｄ．考察 
肝炎ウイルス検診陽性者への今回のアンケ
ートでは検診後の動向についての把握は困
難であったが、各市町の検診担当者、地域
医師会との肝炎検診に関する連携が深まり、
一部の地域では一般医療機関での無料検診
が始まり、肝炎検診者の1万人以上の増加が
みられた。肝炎検診陽性者への各自治体で
の対応には差があり、今後は各地域での対
応についても調査し、よりきめ細やかな対
応ができるよう各自治体検診者、地域医師
会と連携していくことが重要と考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 ウイルス肝炎検診陽性者を早期治療 
につなげるための適切な受診勧奨が肝癌 
死亡抑制に重要であり、検診実施自治体 
、地域医師会と協力したフォローアップシ
ステムの構築および運用が必要である。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 1)蓮池悟、永田賢治、下田和哉 B型肝炎
ウイルスの再活性化について 宮崎県内
科医会誌 2016・89（P29-33） 
   
 2.  学会発表 
 1) Yamada Y, Hasuike S, Takaishi Y,

 Tsuchimochi M, Oozono Y, Nakamur
a K, Kusumoto K, Sueta M, Nagata 
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K, Shimoda K. Prevention system of 
acute exacerbation of chronic hepatiti
s B infection in patients receiving ch
emotherapy and immunosuppressive t
herapy in Miyazaki, Japan. Hepatolo
gy 2016, vol. 64, Supplement S1, 890
A 

2)永田賢治、山田優里、土持舞衣、 
中村憲一、岩切久芳、蓮池悟、下田 
和哉 宮崎県における肝炎検査陽性者follow
 upの取り組み 第52回日本肝臓学会 2016
3)中村憲一、山田優里、土持舞衣、 
岩切久芳、蓮池悟、永田賢治、大園芳範、 
楠元寿典、落合俊雅、末田光恵、赤須郁太
郎、弘野修一、下田和哉 C型肝炎における
ダグラタスビル・アスナプレビル併用療法
の成績と副作用に関する検討 第52回日本
肝臓学会 2016 
4)蓮池悟、永田賢治、高石優佳、山田優里、
大園芳範、土持舞衣、中村憲一、岩切久芳、
末田光恵、楠元寿典、落合俊雅、加藤順也、
駒田直人、赤須郁太郎、弘野修一、黒木和
男、重平正文、下田和哉 C型慢性肝疾患に
対するソホスブビル併用療法の臨床的有用
性の検討  第107回日本消化器病学会九州
支部例会 2016 
5)岩切久芳、田島栄美、鈴木陽香、高石優佳、
山田優里、土持舞、中村憲一、蓮池悟、永
田賢治、下田和哉 オキサリプラチン関連類
洞閉塞症候群を合併した大腸癌肝移転の一
例 第26回日本超音波医学会九州地方会学
術集会 2016 
6)岩切久芳、田島栄美、鈴木陽香、高石優佳、
山田優里、土持舞、中村憲一、蓮池悟、永
田賢治、下田和哉 超音波ガイド下肝腫瘍生
検にて診断し得た肝血管肉腫の一例 第26
回日本超音波医学会九州地方会学術集会 
2016 
7)岩切久芳、永田賢治、高石優佳、山田優里、
土持舞、中村憲一、末田光恵、蓮池悟、加
藤順也、駒田直人、大園芳範、黒木和男、
楠元寿典、落合俊也、赤須郁太郎、弘野修
一、重平正文、下田和哉  C型慢性肝疾患に
対するソホスブビル+レジパスビル併用療
法の臨床的有用性の検討 第20回日本肝臓
学会大会 2016 
8) 駒田直人、永田賢治、高石優佳、山田優
里、土持舞、中村憲一、末田光恵、蓮池悟、
加藤順也、大園芳範、黒木和男、楠元寿典、
落合俊也、赤須郁太郎、弘野修一、重平正
文、下田和哉C型慢性肝疾患に対するソホス 
ブビル+リバビリン併用療法の臨床的有用 
性の検討 第20回日本肝臓学会 2016 
 

 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得  なし 
2. 実用新案登録 なし 
3.その他  
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

 
     山形県における肝炎ウイルス検査陽性者の拾い上げに関する研究 

 
       研究分担者 上野 義之 山形大学医学部内科学第二講座教授 

 

研究要旨：本県におけるウイルス肝炎検査陽性者の拾い上げについては、陽性率が一般的
に低いために診療システムの改変を伴うような高額な予算措置を伴うものは施設内コンセ
ンサスを得にくい状況にある。その他の本研究では、院内で行われる感染症スクリーニン
グ検査の陽性者を手作業で拾い上げ、フォローアップする院内システムを構築し、その有
効性を検討した。本システムにより実際の医療受領に向かう患者が一定存在することが明
らかとなった。 

A. 研究目的 
山形県は人口110万人強であり、肝炎
ウイルスの陽性者はHBVが1％程度、HC
Vが0.5％程度存在することが最近の調
査でわかっている。しかし陽性率が低い
ために診療支援システムの書き換えな
ど、高額の予算措置を必要とするような
拾い上げシステムの構築の院内コンセ
ンサスを得にくい環境にある。本研究で
はできるだけ予算措置を必要としない
効率的な院内感染者拾い上げを山形県
拠点病院である本院内に構築し、その有
効性を検討することにある。          
      

B. 研究方法 
 平成 28年 5月より院内で実施の肝炎ウ
イルス検査の陽性者を毎日手作業で拾い
上げ、該当患者の病状やかかりつけ医への
受診状況を電子カルテ上及び病棟担当看
護師より確認し、必要に応じて当院消化器
内科を受診する院内システムを構築した。 
   
（倫理面への配慮） 
 特定個人情報などの管理は法令に従った。 

 

C. 研究結果 
平成28年5月から11月までの期間で147 
名の肝炎ウイルス陽性者が存在した。 
うちかかりつけ医有りが112名であり、か
かりつけ医無しはHBV陽性10例、HCV陽
性10例であった。高齢、寝たきり、DNR
が宣言された15例を除くと、これら20名
のうち12名を当院消化器内科で精査した。
その中で3名が慢性C型肝炎で有り、DAA
治療を実施した。 
 
  

D. 考察 
 実際の陽性率は当地域は低いため、高 
額なシステム改変を伴う院内システム 

 は構築しにくい状況であるが、感染制御
 部や担当部署の協力を得てできるだけ 
 漏れないよう斉射のフォローアップ院 
 内システムを構築することができた。 
 

E. 結論 
 手作業ではあるものの、比較的安価で 
漏れのない院内システムを構築するこ 

 とができた。今後はかかりつけ医フォロ
 ーに戻った集団との臨床経過の違いに 
 注目する必要がある。 
 

F. 健康危険情報 
  特になし 
 
 
G.  研究発表 
1.  論文発表 該当無し 
2.  学会発表 
芳賀弘明, 齋藤 貴史, 上野 義之:  
C型肝炎撲滅に向けた地域の取り組み  
第41回日本肝臓学会東部会,  
東京; 2016年12月 
 
 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 
 1. 特許取得 および  
 2. 実用新案登録 
   該当無し 
  3.その他 該当無し 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 

平成28年度 分担研究報告書 
 

聖マリアンナ医科大学病院における新規ウイルス肝炎患者掘り起こしの試み 

 

研究分担者 松本伸行 聖マリアンナ医科大学 消化器・肝臓内科 准教授 

 

研究要旨 新規ウイルス肝炎患者を専門医療へつなげるため、聖マリアンナ医科大学病院
内及び近隣医療機関の啓蒙・連携活動の効果を評価した。院内での啓蒙活動にもかかわら
ず、消化器・肝臓内科以外の診療科から指示されたウイルス肝炎陽性例の半数以上で消化
器・肝臓内科受診に繋がらなかった。一方、診療依頼は月平均約３件から約５件へと微増
を認めており、啓蒙活動継続が必要と考えられた。近隣医療機関との連携においては、聖
マリアンナ消化器ケアネットワークを立ち上げ、講演会、懇親会などを通じ啓蒙・連携活
動を行なった。この結果、月７例程度であった新規肝炎患者紹介は１０例程度に増加し
た。院内及び周辺施設における啓蒙と医療連携活動への積極的な取り組みを行っていくこ
とで、より多くの新規肝炎患者を専門医療に繋ぐことが期待できると考えられた。 

 

A. 研究目的 

 神奈川県は907万人の人口を擁しており、４つの

肝疾患連携拠点病院が指定されている。聖マリアン

ナ医科大学病院はそのうちの一つで、神奈川県川崎

市の北部に位置している。川崎市は人口147万人の

政令指定都市で、聖マリアンナ医科大学病院は大都

市圏にある拠点病院のひとつと位置づけることがで

きる。これまでの検討から、肝炎ウイルス検査陽性

者を専門医受診につなげることが重要であることが

明らかになっているが、当院における近隣医療機関

および院内の医療連携はこれまで十分に評価されて

いない。 

 今回我々は、院内および近隣の肝臓非専門家に対

する働きかけを通じて、肝炎ウイルス陽性者を専門

医受診へ導く効果について検討した。 

B. 研究方法 

１：院内における肝炎ウイルス患者掘り起こし 

現状を把握するため、消化器・肝臓内科以外の診

療科から検査依頼が出され HCV/HBV が陽性となっ

た患者数を、感染制御部を通して収集した。同時

にそのなかで、消化器・肝臓内科受診歴のない患

者数を把握した。その後、リスクマネージャー会

議、診療部長会議などを通して、肝炎ウイルス陽

性患者を消化器・肝臓内科に受診させる必要性の

院内周知を測った。この前後における消化器・肝

臓内科への診療以来数の変化を検討した。 

２：近隣医療施設における肝炎ウイルス患者掘り

起こし 

近隣医療機関との連携強化を図るため、過去２年

間に当院へ消化器疾患の紹介歴がある 196 医療施

設を抽出し、「聖マリアンナ消化器ケアネットワ

ーク」をたちあげた。このネットワークを通じ、

講演会・懇親会を開催し、肝炎ウイルス陽性患者

の当院への紹介をうながした。また平成 28年 4月

には肝疾患医療センターを院内組織として設立し

活動の強化を図った。 

（倫理面の配慮） 

 本研究で参考とした調査情報は全て匿名化し、

集計解析のみ行った。情報公開の際も個人を識別

できる情報は排除した。 

C. 研究結果 

１：院内における肝炎ウイルス患者掘り起こし 
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平成２７年１月から１２月に消化器・肝臓内科以

外の診療科から HBV, HCV のスクリーニング検査が

提出され、陽性となったのは総計 452 例（月平均

37.7 例）であった。うち消化器・肝臓内科へ肝炎

に関して受診歴があるものは HBV80 例（月平均 6.7

例）、HCV108 例（月平均 9.0 例）のみで未受診率

は 58.4%で半数以上が専門家受診に繋がらない状況

であった。 

 そこで、平成２７年１２月から平成２８年１月

にかけ、医療安全管理室・感染制御部・リスクマ

ネージャー会議・管理運営会議を通して院内全体

に周知をはかり、平成２８年１月から６月にかけ

て同様の検討を行った。検査陽性患者数は総計 262

例（月平均 43.7 例）で未受診率は 58.0%と有意な

改善は認められなかった。 

 

一方、月平均の消化器・肝臓内科への以来患者数

の推移をみると、特に B型肝炎患者において診療

依頼の増加傾向を認めた。 

２：近隣医療施設における肝炎ウイルス患者掘り

起こし 

 

聖マリアンナ医科大学病院医療圏の開業医師を対

象に聖マリアンナ消化器ケアネットワークを立ち

上げた。これを基盤とし、以下のごとく医療連携

と啓蒙活動を行った。 

 平成２７年１２月６日 第１回消化器ケアネ

ットワーク 

 平成２８年２月１９日 多摩肝炎フォーラム 

 平成２８年２月２３日 病病連携の会 

 平成２８年４月１日 聖マリアンナ医科大学

肝疾患医療センター設立 

 平成２８年７月２５日 病院クリニック連携

の会 

 平成２８年１１月２９日 川崎北部消化器病

懇話会 

 平成２８年１１月３０日 多摩肝炎フォーラ

ム 

 平成２８年１２月６日 第２回消化器ケアネ

ットワーク 

 平成２８年１２月１５日 肝疾患に関わる医

師以外の医療従事者研修会 

 

２０１７年８月以降、近隣の病院・クリニックか

ら聖マリアンナ医科大学消化器・肝臓内科への月

平均紹介患者数をみてみると、活動開始以降、月

平均３件程度の紹介患者数の増加を認めている。 

D. 考察 

 全国の肝癌死亡者数は 1996 年には 32175 人であ

った。これは 2002 年の 34637 人、2004 年の 34089

人をピークとし減少傾向にある。2014 年には

29542 人まで減少しており、1996 年と比較しても

１割近く減少している。一方、神奈川県の肝がん

死亡者数も 1996 年には 1669 人であったが、その

後、2005 年の 1888 人をピークとし減少傾向を認め

ている。しかし 2014 年の実数は 1676 人で 1996 年

時点とほとんど変わりがない。この結果、都道府
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県別の肝癌死亡者数をみてみると、神奈川県は

1996 年には全国で 5番目であったが、2008 年頃か

らその順位を上げ、2013 年、2014 年には大阪、東

京に次ぐ 3番目となっている。要因は様々なこと

が考えられるが、その一つとして、我が国の総人

口が 2010 年頃をピークに減少傾向にある一方、神

奈川県の人口は増加を続けていることにあると考

えられる。 

2002〜2006 年度の節目検診受信者 600 万人あまり

を対象とした調査結果では、神奈川県の HBV キャ

リア率は４７都道府県中３３番目で全国平均の１.

１％を下回っており、HCV キャリア率は２２番目で

全国平均の 0.9%とほぼ同等となっている。川崎市

における無料肝炎検診の結果では HBV 陽性率は B

型肝炎で 0.7%、C型肝炎で 0.5%程度ある。いずれ

のデータからも B型肝炎、C型肝炎ともに神奈川県

における陽性率は１％に満たないことが想定され

る。現時点で診断されていない患者の数はさらに

少数となる。一方で神奈川県の人口は現在 900 万

人を超えている。この膨大な人口を背景に低い確

率で存在する多くの患者を専門医療に繋げねばな

らないところに神奈川県の肝炎対策の問題点があ

ると言える。 

 この問題をクリアするためには、まず、肝臓疾

患専門診療外の領域から肝炎ウイルス陽性患者を

から掘り起こすことが重要であると考えられる。

そこで、我々は院内他診療科と近隣の医療施設に

おける肝炎検査陽性患者の掘り起こしを計画した。 

 院内では消化器・肝臓内科以外の診療科から依

頼された検査にて肝炎ウイルス陽性となった症例

を抽出したところ、一年間で 200 例、40%を超える

症例で肝臓外来未受診であることが判明した。院

内での啓蒙活動の結果、短期間での受診率に改善

は認められなかったが、月平均の消化器・肝臓内

科への依頼患者数は漸増傾向にあり、この活動を

今後も継続していく必要があると考えられた。 

 また、地域連携を通じて紹介患者を増加させる

試みに関しても月平均の紹介患者数は増加傾向を

認めている。２０１６年１月から５月にかけての

月平均患者数増加は、新薬ハーボニーの発売が発

売されたことが影響していると思われる。この点

で実地医家への啓蒙活動は一定の効果をあげてい

ると思われた。 

E. 結論 

 肝炎ウイルス陽性患者を肝疾患専門診療へ繋げ

るため、院内及び周辺施設における啓蒙と医療連

携活動を開始した。積極的な取り組みを行ってい

くことでより多くの新規肝炎患者を専門医療に繋

ぐことが期待できると考えられた。 

G. 研究発表 

1.論文発表 

1) Hirashima N, Iwase H, Shimada M, Ryuge N, 

Imamura J, Ikeda H, Tanaka Y, Matsumoto N, 

Okuse C, Itoh F, Yokomaku Y, Watanabe T. 

Successful treatment of three patients with 

human immunodeficiency virus and hepatitis 

C virus genotype 1b co-infection by daclatasvir 

plus asunaprevir. Clin J Gastroenterol. 2017 

Feb;10(1):41-46. 

2) Ikeda H, Watanabe T, Okuse C, Matsumoto N, 

Ishii T, Yamada N, Shigefuku R, Hattori N, 

Matsunaga K, Nakano H, Hiraishi T, 

Kobayashi M, Yasuda K, Yamamoto H, Yasuda 

H, Kurosaki M, Izumi N, Yotsuyanagi H, 

Suzuki M, Itoh F. An Hepatitis C Virus 

(HCV)/HIV Co-Infected Patient who Developed 

Severe Hepatitis during Chronic HCV 

Infection: Sustained Viral Response with 

Simeprevir Plus Peginterferon-Alpha and 

Ribavirin. J Med Virol. 2017 Jan;89(1):99-105. 

3) Ikeda H, Nozaki A, Shimizu H. Inoue K. 

Hattori N. Hiraishi T. Ishii T. Yamada N.  

Kato T,  Shigefuku R. Matsunaga K. 

Matsumoto N. Iwabuchi S. Suzuki M. Itoh F. 

Watanabe T. Okuse C. Tanaka K. Real-world 

effectiveness of sofosbuvir plus ribavirin in 

Japanese patients with genotype 2 HCV 

infection: A kanagawa prospective, multicenter 
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study. Acta Hepatologica Japonica 

57(10),pp.561-564 

4) Sato A, Ishii T, Sano F, Yamada T, Takahashi 

H, Matsumoto N. Severe de novo Hepatitis B 

Recovered from Late-Onset Liver Insufficiency 

with Prolonged Ascites and Hypoalbuminemia 

due to Hepatitis B Virus Genotype Bj with 

Precore Mutation. Case Rep Gastroenterol. 

2016 Oct 18;10(3):553-559. 

5) Shigefuku R, Takahashi H, Nakano H, 

Watanabe T, Matsunaga K, Matsumoto N, 

Kato M, Morita R, Michikawa Y, Tamura T, 

Hiraishi T, Hattori N, Noguchi Y, Nakahara K, 

Ikeda H, Ishii T, Okuse C, Sase S, Itoh F, 

Suzuki M. Correlations of hepatic 

hemodynamics, liver function, and fibrosis 

markers in nonalcoholic fatty liver disease: 

Comparison with chronic hepatitis related to 

hepatitis C virus. Int J Mol Sci. 2016 Sep 

14;17(9). pii: E1545. 

6) Sato A, Ishii T, Adachi K, Takahashi H, Sano F, 

Matsumoto N. Delayed Viral Clearance after 6-

Week Treatment with Peginterferon Plus 

Ribavirin in a Patient with Chronic Hepatitis C 

Virus Genotype 1b. Case Reports in 

Gastroenterology, 2016, 10(2), pp. 417-422. 

7) Sato A, Ishii T, Adachi K, Kumon D, Tamura T, 

Noguchi Y, Matsumoto N, Okuse C. Sustained 

virological response after a 17-day treatment 

with daclatasvir plus asunaprevir in a cirrhotic 

patient with hepatitis C virus genotype 1b and 

null response for peginterferon ribavirin 

therapy. Clinical Journal of Gastroenterology, 

2016, 9 (2), pp. 89-92. 

2.学会発表 

1) Hiroki Ikeda H, Watanabe T, Matsumoto N, 

Hattori N, Shigefuku R, Matsunaga K, 

Hiraishi T, Ishii T, Okuse C, Yotsuyanagi H, 

Tanaka A, Suzuki M, Itoh F, Protease inhibitor 

and non-structural protein 5A inhibitor 

regimen can improve the health-related 

quality of life(HRQOL) in Japanese patients 

with genotype 1b hepatitis C virus.  The Liver 

Meeting 2016: the annual meeting of American 

Association for the Study of Liver Diseases, 

Nov.11-15,2016. Tokyo.  

 

 

H.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

該当事項なし 

2.実用新案登録 

該当事項なし 

3.その他 

該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

愛媛県における効率的な肝炎フォローアップシステム構築にむけての検討 
   研究分担者：日浅陽一 愛媛大学大学院消化器・内分泌・代謝内科学 
      

研究要旨：愛媛県は肝がん死亡率が高く、原因として肝炎ウイルス検査受検率や抗ウイルス
治療の受療率が低いことが想定されている。この問題を解決するために、肝炎ウイルス検査
の受検から、適切な医療機関への受診，受療に至るまでの複数のステップに介入する多角的
な肝炎フォローアップシステムを県単位で構築することを目的として検討を行った。多職種
連携による街頭や職域での啓発活動、出張型の肝炎ウイルス検査を積極的に行うことで、肝
炎ウイルス検査受検者数の増加が得られ､潜在する肝炎患者の掘り起こしにつながった。さ
らに､肝炎医療コーディネーターが複数所属する自治体では､フォローアップ導入率が高く，
電話や面接による直接的な介入を行った。肝疾患を有する患者の両立支援に向け、社会保険
労務士による就労相談を行ない、就労上の問題点を職種や年齢、性別に応じて抽出すること
で解決を図った。効率的なフォローアップシステム構築には､十分な啓発活動を継続するだ
けでなく､肝炎医療コーディネーターによる陽性者への積極的な介入による受診率の向上に
努め､両立支援による抗ウイルス治療前後のサポートを行うことが必要と考えられた。 
                                                                                                                             
共同研究者 
徳本良雄 (愛媛大学、講師) 
渡辺崇夫 (愛媛大学、助教) 
 
A. 研究目的 

C型肝炎ウイルス（HCV）に対するインター
フェロンフリーの直接型抗ウイルス剤（DAA）
治療成績の向上により、ウイルス排除に至る肝
炎患者の数が急増している。一方で、疫学調査
では陽性であることを知りながら受診しない
患者や、肝炎検査を未受験の患者が多数存在す
ることが問題となっている。 
愛媛県は年齢調整の肝がん死亡率が極めて
高い状態が続いており、原因として複数の要因
が想定されている。これまで肝炎ウイルス検査
の受検率が全国平均を下回ることが分かって
いる。さらに、肝炎医療費助成の申請が肝がん
死亡率から想定されるよりも少なく、適切な受
療に至っていない陽性者が多いことが示唆さ
れた。結果として愛媛県では、肝炎ウイルス検
査未受検者および陽性が判明しても適切な受
療にいたらない症例が多いことが明らかとな
った。この問題の解決に向けて、潜在するウイ
ルス肝炎患者を効率的に肝炎検査に誘導し、な
おかつ肝疾患専門の医療機関への受療から治
療へとつなげる､途切れのない肝炎フォローア
ップシステムの構築が重要と考えられる。 
そこで、愛媛県における肝炎フォローアップ
システムの構築に向けての取り組みと問題点
を検証することを目的として検討した。 

 

B. 研究方法 
 ①肝炎検査受診率向上に向けた啓発活動と
無料肝炎検査、②肝炎医療コーディネーターの
養成と愛媛県下でのウイルス肝炎検査陽性者
のフォローアップ体制､③就労相談による肝疾
患者の両立支援に向けた情報収集を行った。 

 
C. 研究結果 
①啓発活動 
 愛媛県､全国健康保険協会愛媛支部と協働で
5 年目となる街頭での啓発活動を行ない､職域
に対しても情報誌などを利用して複数回の啓
発を行った。さらに，愛媛新聞社との共同企画
として半年にわたり肝疾患啓発キャンペーン
を愛媛新聞上で展開した。その中で､無料肝炎
検査の需要を調査する目的で、愛媛県松山市の
健康イベントにおいて、無料肝炎検査を施行し
た。2日間で 200名の検査を行い、陽性者が 1
名であった。 

図 1 
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これらの成果として､肝炎ウイルス検査受検者
数は増加傾向にあり､啓発活動開始前の約 2倍
となった（図 1）。 
 
②肝炎医療コーディネーター養成とフォロー
アップシステムの構築 
 愛媛県は肝炎ウイルス検査受検率が低く、受
検率を改善するために、地域住民に対する啓発
を行うコーディネーターの養成を開始した。平
成 28年度は 3か所で開催し、63名が講習会を
受講した。更に、コーディネーター取得者を対
象とした講習会において､グループディスカッ
ションを行い、各地域における肝炎検査受検、
受診を増やすために方策を討論した。離島巡回
検診などでの呼びかけなどの案があり、一方で
職域健診においては保健師が陽性者に個人情
報の観点から直接のアプローチが難しいこと
が陽性者のフォローアップにつながりにくい
ことが問題として提起された。 
 平成 27年 9月より、愛媛県においても肝炎
フォローアップ事業を開始した。137名がフォ
ローアップ事業の対象となったが、同意取得は
54名に留まり、さらに精密検査実施件数は 15
名と不十分な結果であった。しかし、初回検査
の同意取得が 70%を超える自治体があり、複数
の肝炎医療コーディネーターが所属し､陽性結
果を電話及び訪問など直接伝え､地域の肝臓専
門医を紹介していた。 
 
③就労支援 
 愛媛大学医学部附属病院内で肝疾患に関す
る就労相談窓口を開設した。平成 26年 10月に
からの2年間で127名の肝疾患患者が相談を受
けた。性差はなく、年齢は 50～60歳台で約半
数を占めた（図 2）。職種に応じて相談内容が
異なり、非正規雇用では就労時の肝炎告知、雇
い止めに対する相談が多かった。一方、正規雇
用であっても医療職や専門職では代替の人材
が不足していることもあり、仕事と通院、治療
の両立が難しい場合があった。 
 

 図 2 
 
 
 
D. 考察 
効率的な肝炎フォローアップシステムを構
築するためには､受検から受療までの各ステッ
プにおいて､適切な介入を行うことが求められ
る。 
受検には､啓発活動を継続すること､職域に
も積極的な情報提供を行っていく事が効果的
であり､若年層に対しては出張型の無料肝炎検
査が拾い上げにつながった。 
一方､陽性者をいかに受検につなげるかにつ
いては､肝炎医療コーディネーターによる情報
提供が有効である可能性が示唆された。保健師
は異動も少なく､コーディネーターに養成する
ことで持続的に肝疾患啓発につながる可能性
がある。 
適切なフォローアップを行うためには、就労
上の制限のある患者を受診、受療につなげる必
要がある。就労支援を継続し、同時に、雇用側
に対して肝炎の啓発活動を行うことで、患者が
就労しながら治療をうけやすい環境の整備が
可能となる。 

 
E. 結論 
 啓発活動、出張型検査を多職種で継続的に行
うことで肝炎ウイルス検査受検者数の増加が
得られた。職域での検査拡充と陽性者に対する
介入方法には問題が残存しており、今後の課題
と考えられる。さらに、肝疾患患者の両立支援
に向けて、就労相談によって多数の悩みが蓄積
され、職種や基礎疾患、肝がんの有無により対
応する必要があることが明らかになった。 
 陽性者の適切なフォローアップに向けて、自
治体毎の温度差を埋めるためにも肝炎医療コ
ーディネーターの取得を積極的に促す必要が
ある。 
 
F. 研究発表(本研究に関わるもの)  
 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 

札幌地区における肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップに関する研究 
    研究分担者：小川浩司  北海道大学病院 消化器内科  
      

研究要旨：札幌市で行っている肝炎ウイルス検査の陽性者に対してフォローアップ事業を開
始した。フォローアップへの同意を得た陽性者に対して調査票を送付し、その後の診療状況
を解析した。2014 年度より調査を開始したが、2015 年度後半から調査方式を簡便化し、回
答率の向上を達成できた。肝炎ウイルス陽性者の 68%が病院を受診したが、その中で肝臓専
門医を受診したのは 40%であった。その後定期的に経過観察しているのは 55%であり、今後
更なるフォローアップが必要と考えられた。 

A. 研究目的 
 
肝炎ウイルス検診陽性者において肝臓専門
医療機関の受診は B型肝炎（HBV）58%、C型肝
炎（HCV）76%と低く、さらに受診した HCV 陽性
者のうち 34%しかインターフェロン治療を受
けていないことが判明している。ウイルス性肝
炎に対する抗ウイルス療法は劇的に進歩した。
HBV 感染には核酸アナログ製剤、HCV 感染に対
しても直接的抗ウイルス薬によるインターフ
ェロンフリー治療が導入され、適切な治療を受
ければウイルス制御は可能になりつつある。 
厚生労働省では平成 26 年度より、肝炎ウイ
ルス陽性者を早期に発見するとともに、相談や
フォローアップにより陽性者を早期治療につ
なげることを目的とした「ウイルス肝炎検査等
の重症化予防推進事業」を行っている。それと
同時に、厚生労働省肝炎等克服政策研究事業と
して「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォロ
ーアップシステムの構築のための研究」を開始
した。 
札幌市では平成 22 年度より無料肝炎ウイル
ス検査を実施しており、毎年 4-5 万人の検査を
実施している（図 1）。 

 

札幌市の肝炎ウイルス検査陽性者の追跡シ
ステムを構築し、陽性者を適切な治療に導くこ
とを目的として本研究を開始した。 
 
B. 研究方法 
 
研究対象：2014 年 4 月から 2016 年 6 月まで
に札幌市が行う肝炎ウイルス検診にて、本研究
への情報提供に同意したB型およびC型肝炎ウ
イルス検査陽性者。 
 
研究・調査項目： 
前半（2014 年 4 月～2015 年 10 月）は札幌市
保健所から、肝炎ウイルス陽性者へ、「札幌市
の医療機関の受診状況に関する調査票」と共に
パンフレットを郵送した。肝炎ウイルス陽性者
には、調査票に本研究への同意の有無を記入の
上保健所に返送、同意を得た陽性者の情報を札
幌市保健所から北海道大学消化器内科に提供
していただいた。その後、同意を得た陽性者に
対して、北海道大学から調査票を送付した。そ
の調査票に受診状況、さらに治療状況を記入後
返送していただき情報を解析した（図 2）。 

 
後半（2015 年 11 月～2016 年 6月）は直接札
幌市保健所から、受診勧奨用のリーフレットと
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共に、肝炎ウイルス陽性者に本研究の調査票を
送付していただき、同意を得た陽性者からの調
査票を札幌市保健所に返送していただくこと
とした。その後札幌市保健所にて匿名化し、北
海道大学病院消化器内科へ情報を送っていた
だき解析した（図 3）。 

 
C. 研究結果 
 
 前半は肝炎ウイルス陽性者 442 人（HBV349
人、HCV95 人）で、札幌市からの調査票への回
答者は 149 人（36.9%）、更に北海道大学からの
調査票への回答者は 72 人（16.3％）から回答
を得た（図 4）。 

 
後半は肝炎ウイルス陽性者 154 人（HBV145
人、HCV10 人）で、調査票への回答者は 46 人
（29.9%）と向上した（図 5）。 

 

回収した全体のアンケート結果は以下のと
おりであった。 
 
1) 肝炎検査陽性後、病院を受診したか？（図
6） 
はい         68% 
いいえ         32% 

 
2) Q1 で「いいえ」の方に、受診していないの
はなぜか？ 
行く必要がないと思っていた 28% 
行く機会がなかった     26% 
  どこに行けばよいかわからない 23% 
  その他           23％ 
 
3) Q1 で「はい」の方に、受診先はどこか？ 
かかりつけ医      39% 
かかりつけ医以外の病院 47% 
その他         14% 
 
受診したのは肝疾患専門医療機関か？ 
  はい          38% 
  いいえ       42% 
  わからない       20% 
 
  診てもらったのは肝臓専門医か？ 
  はい          40% 
  いいえ         28% 
  わからない       32% 
 
  受診先の病院での診断は？ 
  肝機能は異常なし    57% 
  肝機能若干以上あるが問題なし 13% 
  慢性肝炎        19% 
  肝硬変         5% 
    肝がん         1% 
  その他         5% 
 
4) 現在治療や経過観察のため通院している
か？（図 6） 
   はい         55% 
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   いいえ        45% 

 
5) Q4 で「いいえ」の方に、理由は 
  医師に必要はないと言われた 46% 
  自分から通院をやめた    8% 
  その他           46% 
 
D. 考察 

 
札幌地区における肝炎ウイルス陽性者は平
成29年度においてHBV0.74%、HCV0.14%であり、
B型肝炎が圧倒的に多く、経時的には肝炎ウイ
ルス陽性率は低下傾向であった。平成 26 年度
より本研究を開始したが、受診勧奨のリーフレ
ットの配布、調査形式をより簡素化することに
より回答率は前半 16.3%から後半 29.9%へと大
幅に向上した。 
アンケートの解析では肝炎ウイルス陽性者
の 68%は医療機関を受診していたが、肝疾患専
門医療機関、肝臓専門医を受診していたのは
40%程度と低率であった。HBV 陽性で肝機能障
害のない B 型非活動性キャリアが多いと推測
されるが、回答者の 45%は定期通院をしていな
く、さらに担当医師から通院の必要ないと言わ
れていることも多かった。 
今後は肝炎ウイルス検診陽性者に対して追
跡調査を実施することにより、その後の診療状
況について解析する必要がある。さらに、陽性
者に対する受療、定期的な経過観察を促進する
ためには、陽性者の動向把握だけでなく、かか
りつけ医をはじめとする非肝臓専門医への積
極的な啓蒙活動が必要と考えられた。 
 

E. 結論 

 
 札幌市における肝炎ウイルス検査陽性者に
対する調査では、32%は病院を受診していなく、
受診後も定期観察されていない症例が多かっ
た。今後も陽性者に対する追跡調査を継続して
行い、肝炎ウイルス陽性者を受診、受療へと結
びつける活動を継続していく。 
 

F. 研究発表(本研究に関わるもの) 
 
論文発表 

  該当事項なし 

学会発表 

1) 小川浩司,梅村真知子,出水孝章,伊藤淳,

常松聖司,佐藤史幸,中井正人,荘拓也,須

田剛生,森川賢一,坂本直哉. 当院における

院内肝炎ウイルス陽性者の動向調査. 第

19 回日本肝臓学会大会. 2015 年 10 月 9日 

2) 小川浩司 荘拓也 坂本直哉. 肝炎ウイル

ス陽性者アラートシステムによるC型肝炎

受診率向上効果. 第 41 回日本肝臓学会東

部会．2016 年 12 月 8 日 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

 

1. 特許取得 
該当事項なし 

2. 実用新案登録 
該当事項なし 

3.  その他 
該当事項なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの構築のための研究 

分担研究報告書   

 

佐賀県で確立されたダイレクトメール・VPN を利用した 

新規の follow up system 拡充 に関する研究 

研究分担者 江口 有一郎 佐賀大学医学部附属病院 肝疾患センター 特任教授 

 

研究要旨 

【背景】ダイレクトメール・VPN を利用した新規の follow up system の更新と全国展開

を目指す。【方法】（i）データベースを活用した地域全体の受療モニタリング（以下、DB）、

と（ii）受療勧奨メッセージを行政からのダイレクトメールとして送付し、介入効果の検

証（以下、DM）。【結果】（i）DB：佐賀県、高知県、静岡県でも地域の事情に合わせてデー

タを解析し、地域のモニタリングに利用した。（ii）C 型肝炎について DM 介入群では 14.4％

（n=181）と、高い効果が得られていることを確認した。B 型肝炎に特化した陽性者フォロ

ーアップシステムとして、定期受診者は「できるだけ早いうちに」治療したほうがいいと

考えている割合が有意に高かったことから、C型肝炎受診勧奨と異なる勧奨資材を開発して

し、全国展開を行った。（iii）またリーフレットと医療者向け研修資材は全国へ展開した。 

【結語】佐賀県により、肝炎ウイルス陽性者の Follow up system 構築を行い、ダイレクト

メールを使用した受診勧奨により効果が認められている。また医療者向け研修資材を作成

した。 

 

Ａ．研究目的 

  肝炎ウイルス検査で陽性指摘後のフォロ

ーアップと適切な受療の向上を目的として、

平成 26 年度に佐賀県にて実施された、ダイ

レクトメール・VPN を利用したデータベー

スおよび行動科学とソーシャルマーケティ

ング手法を応用して開発した啓発資材の自

治体からの個別送付による新規の follow 

up system と医療者向け研修資材を開発し、

全国展開を目指す。つまり（i）肝炎ウイルス

陽性者を個人情報保護に配慮し、匿名化の状

態で突合したデータベースを活用した地域全

体の受療モニタリング（以下、DB）、（ii）陽性者

の深層心理に基づいて作成された受療勧奨メ

ッセージ（図 1、2）を行政からのダイレクトメー

ルとして送付）の介入効果を検証（以下、DM）

を行った。（iii）またリーフレットは各地の事情

に合わせて全国へ展開し、配布状況によって

効果測定が可能な地域においてはリーフレッ

トの効果を評価した。 

 

Ｂ．研究方法 

（i）DB：県への治療に関する助成金申請時に

同意を取得し、連結可能匿名化の状態で市町

村における陽性者データとの突合をサーバ上

で行うことにより受療率を算出した。他地域へ

の拡大：佐賀県での効果検証結果を踏まえ、

全国から介入研究への参加自治体を募った。

（ii）DM：介入に用いる資材は地域ごとに肝疾

患診療連携拠点病院などの地域の肝疾患の

専門医療機関と各自治体の名称を記載する

ようなアレンジを行った。資材開発・郵送費は
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研究班が負担した。（iii）他地域でのリーフレッ

トの効果としては、東京都と静岡県の C 型肝

炎の DAA 治療薬の販売実績から受療者数を

割り出し、送付地域・未送付地域における受

療数の差異を解析することによってリーフレッ

トの効果を評価した。また山梨県では、リーフ

レット配布地区と未配布地区の平成２７年度と

平成２８年度 C 型肝炎 DAA 治療費助成受給

者数による比較を行った。 

 

（図 1、図２）C 型肝炎ウイルス陽性者への受

診勧奨メッセージ 

 

 

Ｃ．研究結果 

（i）DB：佐賀県では H27 年度までの陽性者お

よび助成受給者データを突合し、受療率を求

め、拠点病院からの地域の医療機関や自治

体への情報提供に活用していた。データベー

スでは市町が把握する HCV 抗体陽性者は、

1827 例で、抗ウイルス治療費助成受給者は

3159 例であった。また市町が把握する 1827

例のうち、助成受給者は 420 例（23.0%）であっ

た。また医療機関からアップロードされた 7976

例のうち助成受給者は815例（10.2%）であった

（図 3〜5）。 

（図 3）データベースの内訳 

 
（図 4）市町で検査を行った HCV 抗体陽性者

の受療割合 

 
 

（図 5）医療機関で検査を行った HCV 抗体陽

性者の受療割合 

 
GIS ソフトを利用した陽性者・治療者の俯瞰図

では県全体に陽性者・治療者が存在すること

が示された（図6、7）。また、高知県、静岡県で

も地域の事情に合わせてデータを解析し、地

域のモニタリングに利用した。 
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（図 6）佐賀県での HCV 抗体陽性者と助成申

請者の分布 

 
（図7）HCV抗体陽性とHBｓ抗原陽性者と助成

申請者の分布 

 
（ii）DM：S 市における 7 か月（平成 27 年 4 月

～10月）間の受療率は、比較群5.4％（n=185）

に対し、介入群では 14.4％（n=181）と、高い効

果が得られていることを確認した。 

（iii）他地域への拡大と効果測定：平成 28 年

11月末時点で30都道府県・387自治体・8,447

医療機関・3 事業所へ展開した。また、他地域

における効果としては、リーフレット配布地区

と未配布地区の平成２７年度と平成２８年度

の C型肝炎 DAA治療費助成受給者数を行っ

た山梨県においては、リーフレット配布地区が

有意差をもって助成受給者数が多かったこと

が明らかになった（p=0.024）（図 8）。 

 

 

 

 

 

 

（図8）山梨県のC型肝炎ウイルス陽性者への

リーフレットによる介入効果 

 
また薬剤売り上げ実績により、リーフレット配

布地域（介入軍）と未配布地域（比較群）との

治療導入数の比較を行った。東京２３区内で

は比較群の人口は 3992854 人で、介入群の

人口は 5263771人であり、介入群は各区が把

握しているC型肝炎ウイルス陽性者999人へ

のリーフレットによる受診勧奨の加入を行った。

また、静岡県では比較群の人口は 632810 人

で、介入群の人口は3055624人であり、そのう

ち介入群は市町が把握しているC型肝炎ウイ

ルス陽性者974人に受診勧奨の介入を行った。

結果としてそれぞれの都県で介入群の方が治

療導入数や導入の伸び率が高い傾向が観察

された（図 9〜13）。 

（図 9）東京 23区の治療導入数 
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（図 10）東京 23区の治療導入数の伸び率 

 
（図 11）静岡県の治療導入数 

 
（図 12）静岡県の治療導入数の伸び率 

 
（図 13）比較群の平均と各都県の治療導入数 

 

(2) ダイレクトメール・VPN を利用した B 型肝

炎陽性者 follow up system の構築 

【目的】前述の通り、C 型肝炎において高い効

果をあげたダイレクトメール・VPN を利用した

新規のfollow up systemであるが、B型肝炎に

おいては目指すべき行動変容も異なり（C 型

肝炎においては抗ウイルス治療の“受療”で

あったが、B型肝炎においては少なくとも“年 1

回の精密検査受診”となる）、また陽性者の深

層心理も異なることが予想されるため、B型肝

炎に特化した陽性者フォローアップシステムを

構築し、その導入および検証を行った。 

【方法】IT 活利用：C 型肝炎と同様に、肝炎ウ

イルス陽性者を個人情報保護に配慮し、匿名

化の状態で突合し、各自治体・地区における

対策に活用する。社会行動医学的アプロー

チ：ソーシャル・マーケティング手法を用いて、

B 型肝炎陽性者の精密検査受診の促進要

因・阻害要因を定性的・定量的に検証し、深層

心理に基づく勧奨メッセージを盛り込んだ受診

勧奨リーフレットを開発した（図 14、図 15）。 

 

（図 14、図 15）B 型肝炎ウイルス陽性者への

受診勧奨メッセージ 
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また、佐賀県をパイロット地区として、リーフレ

ットの効果を行った。つまり、佐賀県の市町村

を早期送付群と後期送付群の２群に区分し、

早期送付群の送付 3～4 ヶ月後に、送付者に

対して無記名アンケート（市町村をコード化し

ナンバリングし、送付元の市町村では連結可

能とし、集計・分析を行う佐賀県および本研究

班は匿名化したアンケート結果を解析に供し

た）を実施した（図 16）。 

（図 16）アンケート内容 

 

【成果】IT 活利用：データベースでは HBs 抗原

陽性者 1538 例、抗ウイルス治療費助成制度

利用者 901 例が送信され、解析に用いられた

（平成 27 年度送信分）。市町が把握している

1538例のうち、助成受給者が71例（4.6%）にと

どまっていることが判明した（図 17）。 

（図 17）B型肝炎の受療状況 

 
無症候性または非活動性キャリアなど助成制

度を利用しない陽性者もある一定数存在する

ことを考慮しても、医療機関での定期フォロー

アップ率が十分ではないことが推測された。ま

た医療機関からアップロードされた 1241 例の

解析では、230 例（18.5%）の助成受給者が確

認された（図 18、19）。GIS ソフトを利用した陽

性者・治療者の俯瞰図では県全体に陽性者・

治療者が存在することが示された（図 20）。 

（図 18）市町で検査を行った HBｓ抗原陽性者

の受療状況 

 
（図 19）医療機関で検査を行った HBs 抗原陽

性者の受療状況 

（図 20）佐賀県での HBs 抗原陽性者と助成申

請者の分布 

社会行動医学的アプローチ：インタビュー調査

及び肝炎陽性者を対象としたインターネット調

査を通して、以下のような陽性者の深層心理

が明らかになった。今後、これらの深層心理
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に基づき、勧奨メッセージの開発を進めた。 

1)B 型肝炎陽性者においては、未通院者は、

肝炎が医療機関受診の対象ではないと認識

しており（図 21）、さらに接した医師から定期通

院の必要性を十分に説明を受けてない現状

が明らかになった（図 22）。また本人が“定期

的に受診している”と認識していても、そのうち

過去 9 カ月以内にエコー検査を受診したもの

はわずか 44%であった（n=309）。“定期受診”

に関する患者の認識と実際の受診行動には

大きなギャップが存在し、不定期受診者には、

本人も定期受診していないと認識している層

（以下、“していない層”とする）と、本人は定期

受診しているつもりだが適切な検査を受けて

いない層（以下、“しているつもり層”とする）が

存在することが明らかになった（図 23）。 

（図 21）B 型肝炎陽性者へのインターネット調

査 

 
 

（図 22）B 型肝炎の陽性者へのインターネット

調査 

 
 

 

（図 23）インターネット調査から示唆されたこと 

 
2)不定期受診者は、“しているつもり層”・“して

いない層”いずれも、肝炎について最初に相

談した医師が専門医でなく、かかりつけ医で

ある割合が治療経験者・定期受診者に比較し

て有意に高かった。精密検査の継続受診には、

専門医による確固たる動機付けが必要である

ことが明らかになった（図 24～32）。 

 

（図 24） 

 
 

 

（図 25） 
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（図 26） 

 
 

（図 27） 

 
 

（図 28） 

 
（図 29） 

 
 

（図 30） 

 
 

（図 31） 

 
 

（図 32） 

 
3) 不定期受診者は定期受診者に比べて、肝

臓をいたわる・早期に治療したいなどの予防

行動につながる意欲が低いことが明らかにな

った。一方で、肝硬変や肝がんへの不安など、

不定期受診者においても、“しているつもり層”

と“していない層”で意識が異なることも分かっ

た。 

また、治療を始めるタイミングについても、不

定期受診者は定期受診者に比べて、「黄疸な

どの自覚症状」に頼る割合が有意に高いこと
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が分かった。一方で、不定期受診者において

も、“しているつもり層”は定期受診者と同程度、

「できるだけ早いうちに」治療したほうがいいと

考えている割合が高く、“していない層”と有意

差があることが明らかになった。 

（ii）DM の効果：佐賀県における送付後 3～4

か月での受診率は、介入群 75.0%、非介入群

が 61.8%であり、有意差をもって介入群の方が

受診率が高いことが示された（p=0.021）（図

33）。他地域への拡大：平成 28 年末時点で１

都１道４県への展開が予定されている。 

（図 33） 

 
(3)B 型・C 型肝炎ウイルス陽性の未受診・未

受療者の深層心理を考慮した、かかりつけ医

向けウイルス性肝疾患フォローアップ研修資

材作成および全国展開 

【目的】これまで本研究班で得られた肝炎ウイ

ルス陽性者、受療にかかわる患者、かかりつ

け医・専門医を含む医療者に対して質的・量

的な調査を行い、それぞれの深層心理を含む

受療に関する促進因子・阻害因子が明らかに

なってきた。一方、臨床の現場においてはか

かりつけ医や専門医の診療スキルとして肝炎

ウイルス陽性者や患者の深層心理を十分に

理解しているとは言えない。そこで拠点病院

や地域の専門医からかかりつけ医や医療従

事者向けの研修会や研究会で活用できる教

育資材の作成を目的とした。 

【方法】これまで本研究班で得られた調査、特

に肝炎ウイルス陽性者や患者、さらにかかり

つけ医や専門医の深層心理を鑑みた診療ス

キル向上に寄与できるスライドセット、活用マ

ニュアルを分かりやすく作成し、全国の拠点病

院を中心に活用できる仕組みの構築を進めて

いる。 

【成果】B 型・C 型肝炎ウイルス陽性者で未受

療者および受療者に対する質的・量的調査、

アンケート調査等から得られた知見をまとめて

スライドセットとして作成した（サンプル図 6 ス

ライド）。また、スライドセットは、班員の所属す

る拠点病院等をモデル地区として活用を開始

した。今後は、本研究班のホームページから

ダウンロードして広く活用できるように準備を

進めている。 

 

（スライドセット見本） 
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Ｄ．考察 

  本研究では肝炎ウイルス陽性者 Follow 

up system 構築を行っている。班研究で

作成した佐賀県の B 型および C 型肝炎ウ

イルス陽性者へのリーフレットは受診に

効果が認められた。現在、研究協力者の

他県を含め、全国展開を行っている。ま

主にかかりつけ医用の研修用スライドセ

ットを作成し、全国の拠点病院を中心に

活用が進んでおり、今後は、その活用に

よって得られた効果や新たなニーズを見

出す必要がある。 

Ｅ．結論 

 佐賀県により、肝炎ウイルス陽性者の

Follow up system 構築を行い、ダイレクト

メールを使用した受診勧奨により効果が認

められている。また医療者向け研修資材を

作成した。 
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厚生労働科学研究費補助金 (肝炎等克服政策研究事業) 
分担研究報告書 
 

静岡県における肝炎ウイルス検診陽性者フォローアップに関する研究 
 
研究分担者 玄田拓哉 順天堂大学医学部附属静岡病院消化器内科 先任准教授 

 
 
 
 
 

 
A. 研究目的 
静岡県内各市町の肝炎ウイルス検診陽性者に対

し、ソーシャルマーケティング手法を用いて作成

された受診勧奨リーフレットを送付し、その効果

を確認する。 

B. 研究方法 
郵便番号を基にして受診勧奨リーフレット送付
地域と助成金受給者在住地域の突合を行い、リーフ
レット送付前後でのC型肝炎医療費助成交付数の変
化を検討した。 
C. 研究結果 
2011 年から 2013 年の３年間に、静岡県内では
のべ 155,494 件の C 型肝炎ウイルス検診 が行わ
れ、812 名が陽性となった（陽性率 0.5％）。一方、
2012 年から 2013 年の期間に、Ｃ型肝炎治療助成
金は静岡県内でのべ 4420 件の給付が行われた。
給付金受給者地域分布は地域差があり、静岡市、
富士市、富士宮市、沼津市で多い傾向があった（図
１）。2015 年度の静岡県 C 型肝炎医療費助成月別
交付件数は、新規抗ウイルス薬の発売と一致して
増加していた（図２）。この傾向は、静岡県内各
保健所管轄地域別にみても同様であった（図３）。
一方、受診勧奨リーフレットは静岡県内 35 市町
のうち28市町で検診陽性者に対して送付された。
各保健所管轄別受診勧奨リーフレット送付数と
肝炎助成件数を比較すると、助成件数の少ない地
域ではリーフレット送付数も少なかったが、助成
件数の多い地域では、リーフレット送付数の多い
地域と少ない地域が存在した（図４）。富士地域
（富士市、富士宮市）は助成金交付件数とリーフ
レット送付数両者が多い地域であったため、富士
市と富士宮市の担当部署の協力を得てリーフレ
ット送付者と助成金受給者の住所（郵便番号）を

突合し、送付数と助成件数の関係を検討した。そ 
の結果、リーフレット送付数が多い地域では、送
付後の助成件数増加が多いことが判明した（図
５）。 
図１ 

 
図２ 

 
図３ 

 

研究要旨：静岡県各市町において、ウイルス検診陽性者に対してソーシャルマーケティング
手法を用い作成された受診勧奨リーフレットを送付した。リーフレット送付の効果確認のた
め、送付数の多かった富士市と富士宮市で送付地域と助成金受給者在住地域の突合を行い、送
付前後の助成金交付数の変化を調査した。その結果、リーフレット送付数に比例した助成金交付
数の増加が認められ、リーフレット送付の効果が確認された。 
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図４ 

 
図５ 

 
D. 考  察 
静岡県では、多くの市町で受診勧奨リーフレット
の送付が行われた。しかし、送付数には地域差が
認められ、過去に多数の助成金交付があり陽性率
が高いと考えられる地域でも、十分な数の受診勧
奨リーフレット送付が行えない市町が認められ
た。この原因として、行政に把握されている過去
の検診陽性者の情報が、人手あるいは記録方法な
どの問題で十分活用できない状況にあることが
考えられた。過去の助成数から陽性率の高い地域
と考えられる富士市と富士宮市で、多数の受診勧
奨リーフレット送付を行ったところ、送付数に比
例した助成数の増加が確認された。この結果から、
ソーシャルマーケティング手法を用いて作成さ
れたリーフレットは検診陽性者に対する有力な
受診勧奨ツールとなりうると考えられた。 

E．結  論  

十分な受診勧奨リーフレット送付を行った地域

において、その効果が確認し得た。 

F． 健康危険情報 
なし 

G． 研究発表 

１．論文発表 
なし 
２．学会発表 
なし 

H． 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得 なし 
2.実用新案登録 なし 
3.その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服緊急対策研究事業） 

「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム構築のための研究」 

平成 28 年度 分担研究報告書 

 

効率的な follow up system に関する研究 

―大分県における取り組みと成果についてー 

研究分担者：本田浩一 大分大学医学部消化器内科 助教 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

Ｂ型・Ｃ型慢性肝炎は放置すると肝硬変、

肝がんといった重篤な病態に進行する疾患

である。平成 22年に肝炎対策基本法が制定

され、肝炎ウイルス無料検査や治療助成制

度が始められたが、検診を受ける者が少な

いことや、ウイルス検査が陽性であっても

適切な治療に結びついていないことが問題

となっている。佐賀県で確立された system

を参考とし、検診でウイルス検査が陽性で

あったものが適切な治療を受けるようにな

るよう、大分県でも follow up system を進

めてきた。今回、3 年間の取り組みにおけ

る成果について明らかにする。 

 

B. 研究方法 

佐賀県で導入されている肝炎ウイルス検診

受検者と肝炎治療助成費受給者を匿名化後

連結させる VPN 回線を利用した follow up 

system については、大分県での導入は困難

であった。そのため、大分県の主要都市で

ある大分市、別府市、中津市（3 市の人口

総数は大分県全体の 57％を占める）におけ

る肝炎検診陽性者と肝炎治療助成費受給者

居住地の郵便番号のみを抽出し、肝炎検診

陽性者・肝炎治療助成費受給者 MAP を作成

し、肝炎治療の地域差について検討を行っ

た。また、2015 年 12 月に「大分県版 た

たけ！肝炎リーフレット」を作成し、3 市

における検診ＨＣＶ抗体陽性者に郵送した。

さらに、2016 年 1月に「大分県版 たたけ！

肝炎・かかりつけ医向けリーフレット」を

作成し大分県内約 1000 の診療所に 10 部ず

つ配布した。さらに、肝炎シールを薬剤手

研究要旨 大分県では主要都市（大分市、別府市、中津市）において検診陽性者への受

診勧奨リーフレットの送付や肝炎検診陽性者・治療助成費受給者 MAP 作成、全県の診療

所への患者説明用リーフレットの配布、薬局での肝炎シールの配布などを進めてきた。

成果について評価するため、C 型肝炎治療費助成申請者や肝疾患相談センター相談者に

対しアンケートや聞き取り調査を行った。肝炎リーフレットは肝炎治療の認知度を高め

るため、一部の患者においては有効なツールと考えられた。また、診療所に配布したリ

ーフレットの認知度のほうが高く、さらに受療まで至るにはかかりつけ医の役割が重要

と考えられた。肝炎シールは普及に向けたさらなる取り組みが必要と考えられた。 
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帳に貼付してもうよう、県内の一部の薬局

に配布した。これらの成果について評価す

るため、2016 年 1月～10月まで、3市の保

健所にＣ型肝炎治療費助成の申請に来た患

者さんに対し、リーフレットやシールに対

する認識あるいは治療を受けるようになっ

た動機などについてアンケート調査を施行

した。また、大分大学肝疾患相談センター

への相談者に対し、リーフレットを見たこ

とがあるか聴取した。 

 

 

C. 研究結果 

１．肝炎検診陽性者・肝炎治療助成費受給

者 MAP 

①大分市 

HCV 抗体陽性者 

 

C 型肝炎治療助成費受給者 

 

 

②別府市 

HCV 抗体陽性者 

 

C 型肝炎治療助成費受給者 

 

③中津市 

HCV 抗体陽性者 

 

C 型肝炎治療助成費受給者 
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大分市、別府市、中津市の HCV 抗体陽性者

と C 型肝炎治療助成費受給者の分布はよく

似ていた。B 型肝炎についても同様の結果

が得られた。 

２．アンケート調査結果 

 
大分県における C 型肝炎治療費助成者はハ

ーボニー治療者が多かった 2015 年 10 月を

ピークとして減少傾向であった。 

 

3 市におけるアンケート調査において「たた

け！肝炎」リーフレットについての認知度は

14.6％(7/48)であった。 

 

「たたけ！肝炎」リーフレットはかかりつ

け医からもらった者が 71.4％（5/7））であ

り、3 市で送付した患者は 14.3％（1/7））

であった。 

 

肝炎シールの認知度は 6.3％(3/48)であっ

た。 

肝炎治療を受けるきっかけはかかりつけ医か

ら勧められたという理由が最多であった。 

 

肝炎リーフレット配布後の、肝疾患相談セン

ターでの認知度調査において、リーフレット
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認知度は 9.6 %（11/115）であった。 

D. 考察 

受給者・ウイルス検査陽性者 MAP 調査の結

果から、大分県の主要都市においては肝炎治

療の地域差はほとんどないと考えられた。し

かし、大分県の都市部での調査であり、非都

市部での状況については把握することができ

なかった。 

Ｃ型肝炎治療費助成申請者へのアンケー

ト調査から、「たたけ！肝炎」リーフレットに

ついての認知度は 14.6％であった。今回、抗

体陽性者へ配布用およびかかりつけ医用の 2

種類のリーフレットを作成したが、アンケー

ト調査より、後者のほうが受療者の認知度が

高かった。C 型肝炎治療を受けるきっかけと

しては、かかりつけ医からの勧めが最多であ

り、肝炎リーフレット、新聞、テレビなど、

患者へ情報を与えるツールにより、肝炎治療

について伝えるだけでは、治療に結び付いて

いないのが現状であり、最終的に受療にまで

進めるためには、かかりつけ医の役割が非常

に重要であると考えられた。大分大学肝疾患

相談センターでの調査において、2016 年７月

以降の相談者の肝炎リーフレット認知度は0%

であり、このような情報提供ツールの持続性

の問題点も明らかとなった。 

過去に肝炎検査を受けたことがあっても、

自身の結果の認知度が低いことも、問題とな

ったおり、大分県独自の試みとして、薬局で

の肝炎シールの配布を進めているところであ

るが、今回の調査では、肝炎シールの認知度

は 6.3％程度であった。これは、肝炎シール

の配布が一部の薬局に留まっていることや、

シール配布時の説明の煩雑さなどが理由と考

えられる。今後は行政や薬局・薬剤師とのさ

らなる連携を検討している。 

 

E. 結論 

大分県の主要都市における受給者・ウイルス

検査陽性者 MAP 調査において肝炎検査陽性者

と受給者の分布はよく似ており、肝炎治療の

地域差はほとんどないと考えられた。また、

受療についてはかかりつけ医の役割が重要で

あり、かかりつけ医へのアプローチが必要と

考えられた。さらに、肝炎シール普及のため、

行政や薬局とのさらなる連携が必要と考えら

れた。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H.  知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金 (肝炎等克服緊急対策研究事業) 

「効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム構築のための研究」 

平成 28 年度 分担研究報告書 

 

高知県における肝炎対策の課題と独自の取り組みについて 

 

研究分担者：小野正文 高知大学医学部附属病院内視鏡診療部・准教授

A. 研究目的 

Ｂ型・Ｃ型慢性肝炎ウイルスに現在感染し

ている者は、全国で合計 300-370 万人と推計

されており、国内最大級の感染症である。感

染を放置すると肝硬変、肝がんといった重篤

な病態に進行する。我が国の肝がんによる死

亡者数の約 9 割がＢ型・Ｃ型肝炎ウイルスに

起因すると報告されている。平成 22 年に肝炎

対策基本法が制定され、肝炎ウイルス無料検

査や治療助成制度が始められたが、検診を受

ける者が少ないことや、ウイルス検査が陽性

であっても適切な治療に結びついていないこ

とが問題となっている。そこで高知県でも佐

賀県で確立された virtual private network 

(VPN)回線を利用した follow up system（「佐

賀方式」）の導入により、高知県の肝炎検診陽

性者および肝炎患者に関する情報の佐賀大学

のサーバーへの提供における高知県における

問題点と困難な点、さらに佐賀県との相違点

について検討し、受診および治療向上への施

策による有用性を検証する。また、高知県内

の市町村における「たたけ！肝炎ウイルス」

リーフレット配布状況の調査と問題点の検証

することにより肝炎行政に携わる行政担当者

およびウイルス性肝炎検査陽性者の肝炎に対

する意識についても検討を行うことを研究の

目的とした。また、院内のウイルス性肝炎対

策の問題点と、その改善策を明らかにするこ

とも本研究の目的とした。 

 

B. 研究方法 

１）高知県における MAP 化に向けたデータ構

研究要旨：高知県において、肝炎検診陽性者および肝炎患者に関する情報の佐賀大学サーバ

ーへの提供による佐賀方式フォローアップシステムの導入が可能かどうかを検討した。その

結果、高知県個人情報保護審制度委員会による個人情報への倫理審査を通過した場合には、

個人情報の観点からも佐賀方式への MAP 化に向けたデータ構築は特に問題となる点はなく可

能であった。また、地域の肝炎行政を進めて行くためには、地域の行政担当者への理解も含

めた肝炎対策への啓発活動が重要である。また、これまで院内紹介率の低かった診療科から

の紹介を向上させ、院内対策を充実するためには、肝炎医療コーディネーターへの権限移譲

を含む活動の支援が極めて重要である。 
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築および MAP ソフトへのデーター読み込みお

よび展開における問題点と佐賀県との相違点 

高知県の肝炎検診陽性者および肝炎患者に

関する下記の情報の佐賀大学のサーバーへの

提供における高知県における問題点と困難な

点、さらに佐賀県との相違点について検討す

る。また、高知県個人情報保護審制度委員会

での同研究の承認に関わる問題点についても

検討する。 

ア）肝炎ウイルス検査：高知県および市町

村が実施主体となっている肝炎ウイ

ルス検査の陽性者に関わる情報（匿名

化ＩＤ，年齢、性別、住所地市町村名、

検査実施日、検診結果） 

イ）診療情報：肝炎治療の専門医療機関を

受診した肝炎ウイルス陽性者のうち、

同意を得たものの情報（匿名化ＩＤ, 

年齢、性別、医療機関ＩＤ，登録日、

登録契機、検査実施日、検診結果、診

断名、精密検査指導区分、医療費助成

した事実、治療（通院）状況、治療歴、

肝炎治療薬、肝癌診断有無） 

ウ）医療費助成情報：高知県が実施してい

る医療費助成の利用者に関わる情報

（匿名化ＩＤ, 年齢、性別、医療費助

成した事実） 

 

２）高知県の市町村における「たたけ！肝炎

ウイルス」リーフレット配布状況と問題点の

検証  

高知県および市町村が実施した肝炎ウイル

ス検診での陽性者に対し、市町村の担当者か

ら「たたけ！肝炎ウイルス」リーフレットを

配布してもらうために、高知県健康対策課か

ら各市町村に対し郵送にて配布を行った。そ

れに対し、陽性患者に対しどの程度配布を行

ったか？また対象者の人数はどうか？配布し

なかった理由はなにか？配布により肝炎精査、

治療に結びついたか？について調査を行った。 

 

３）高知大学医学部附属病院および高知市内

総合病院における肝炎拾い上げ状況と肝炎医

療コーディネーターの役割の重要性の検討 

院内感染対策における肝炎拾い上げの問題

点と肝炎医療コーディネーターを主体とした

取り組みの有用性について検証を行った 

全国的に院内におけるウイルス性肝炎対策

は思うように進んでいないのが現状である。

それは、肝臓専門医が考えているほどには他

の診療科の担当医が肝炎に対し関心がなく協

力的ではない実態が報告されている。そこで、

高知大学医学部附属病院および高知市内総合

病院における肝炎患者拾い上げにおける、診

療科別の HCV 抗体陽性率、患者数について調

査を行った。また、HCV 抗体陽性者の特徴に

つても検討を行った。さらに、これまで検査

のみで放置されていた HCV 抗体陽性患者を肝

臓専門医への受診に繋げるための方策として、

肝炎医療コーディネーターがどのように関わ

ることにより受診率が向上するか？また、そ

の際の問題点などについて検証を行った。  

 

 

C. 研究結果 

１）佐賀県フォローアップシステムの高知県

への導入と MAP 化に向けたデータ構築および
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問題点について 

高知県および市町村が実施主体となってい

る肝炎ウイルス検査の陽性者情報および、肝

炎医療費助成情報を佐賀大学のサーバーに提

供することが、高知県個人情報保護審制度委

員会にて承認され、佐賀方式の MAP ソフトへ

のデータ読み込みおよび展開が完了した。 

高知県におけるＣ型肝炎に対する肝炎医療

費助成受給者分布（図１）では、肝臓専門医

が集中している高知市、南国市などを中心に

助成者が多い傾向であった。また、Ｃ型肝炎

陽性者が特に多いことが知られている安芸市

でも肝炎医療費助成受給者が多く、肝炎治療

が進んでいることが明らかとなった。  

今後は、肝炎陽性者分布との比較検討により

肝炎治療を受けてない肝炎陽性者の拾い上げ

が必要と思われる。 

図１：高知県の肝炎医療費助成受給者分布（Ｃ

型肝炎） 

 

次にＢ型肝炎に対する肝炎医療費助成受給

者分布（図２）では、Ｃ型肝炎同様に高知市

および南国市を中心に多いものの、比較的全

県下に広がっていることが見て取れる。しか

し、山間部での受給者がほとんどないことか

ら、肝炎陽性者分布との比較検討により、肝

炎治療のさらなる実態把握が必要と思われた。 

図２：高知県の肝炎医療費助成受給者分布（Ｂ

型肝炎） 

  

２）高知県の市町村における「たたけ！肝炎

ウイルス」リーフレット配布状況と問題点の

検証  

 次に、高知県健康対策課から各市町村に対

し「たたけ！肝炎ウイルス」リーフレットを

郵送にて配布を行った。その後、各市町村が

検診でのウイルス肝炎陽性者に対しどのくら

いの割合配布を行ったかを調査したところ、

陽性者への配布完了は 30 市町村の中でわず

か 7市町村に留まっていた。市町村の中には 

ウイルス肝炎陽性者の把握が出来ておらず、

放置したままの行政機関も存在した。また、

保健師や担当者の数が足らず業務的に難しか

ったとの理由も見られた。それぞれ市町村の

行政担当者の肝炎行政に対する熱意、理解度

により大きな違いが生じる実態が明らかにな

った。一方、郵送だけでなく、電話や訪問を

しても本人と連絡が取れない、本人や家族に

関心がない、既に死亡しているなどの理由に

より精密検査、治療に結びつかないケースも

少なくなかった。 
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３）高知大学医学部附属病院および高知市内

総合病院における肝炎拾い上げ状況と肝炎医

療コーディネーターの役割の重要性の検討 

院内感染対策における肝炎拾い上げの問題

点と肝炎医療コーディネーターを主体とした

取り組みの有用性について検証を行った。 

高知大学医学部附属病院および高知市内総

合病院ともに、HCV 抗体陽性患者数が多いの

は整形外科、眼科、精神科および救急科であ

った（図３）。それらの診療科からは肝臓専門

医への紹介数も少ない実態が明らかとなった。

また、大学病院における HCV 抗体陽性者で専

門医受診がない者の特徴として、急性心不全

などの循環器疾患で救急来院した患者の場合

には、肝炎の精査をせずに退院していくケー

スが比較的多く認められた。一方、一般総合

病院においては、特に寝たきりなど高齢の入

院患者の HCV 抗体陽性患者が専門医受診にな

らずに放置されている場合が多かった。 

図３：高知市内総合病院における各診療科ご

との HCV 抗体陽性者割合  

 

 そこで、HCV 抗体陽性患者を肝臓専門医に

紹介、精密検査、治療に結び付けるための方

策として肝炎医療コーディネーターに情報を

一元化することにした。高知大学医学部附属

病院および高知市内総合病院ともに、HCV 抗

体陽性者に対する電子カルテアラートシステ

ムが導入されていないため、1 週間に一度の

割合で検査部から入手した HCV 抗体陽性者の

患者リストを肝炎医療コーディネーターが全

ての陽性者を把握できるように、病院長はじ

め院内で調整を行い、権限の付与を行った。

肝炎医療コーディネーターが HCV 抗体陽性者

の電子カルテにて他の疾患を含め患者の病態

を把握し、それぞれの診療科の主治医に対し、

肝臓専門医への受診を直接勧告するシステム

を構築した。その際、肝臓専門医への紹介を

簡素化するとともに、予約を簡素化すること

により、肝臓専門医への紹介が明らかに増加

するとともに、DAA 治療まで行えた患者数も

明らかに増加した。   

 

D. 考察 

１）佐賀県フォローアップシステムの高知県

への導入と MAP 化に向けたデータ構築および

問題点について 

肝炎検診陽性者および肝炎患者に関する情

報の管理および佐賀方式への MAP 化に向けた

データ構築においては、高知県が主導で行い、

高知県個人情報保護審制度委員会による個人

情報への倫理審査を通過した場合には、市町

村が把握しているデータの活用およびそれに

よる MAP 化も比較的容易に進むことが明らか

となった。高知県においては佐賀方式を用い

たフォローアップシステムの導入には高知県

の肝炎担当者の熱意が重要であり特に困難な

問題は生じなかった。今後は、肝炎医療費助

成受給者分布と肝炎陽性者の MAP を重ね合わ

せるなど比較検討することで肝炎コーディネ

ーターが実地に使いやすいシステムである
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か？また、高知県において使いづらい点はど

こか？などについて検討を行う予定である。 

 

２）高知県の市町村における「たたけ！肝炎

ウイルス」リーフレット配布状況と問題点の

検証  

高知県健康対策課の肝炎担当者は肝炎行政

に極めて理解があり、積極的に取り組んでお

り、上記リーフレットの市町村への送付はか

なりスムーズであったが、各市町村の担当者

に肝炎に対する熱意や取り組みに大いに差が

認められ、その行政の熱意の差が住民の肝炎

に対する理解度の高低差に表れていると思わ

れた。 

今後は、地域の行政担当者への理解も含めた

肝炎対策への啓発活動が重要であると感じた。 

 

３）高知大学医学部附属病院および高知市内

総合病院における肝炎拾い上げ状況と肝炎医

療コーディネーターの役割の重要性の検討 

どの病院においても院内感染対策における

肝炎対策が進んでいないのが現状であるが、

高知県においても例外ではない。高知大学医

学部附属病院および高知市内総合病院におけ

る HCV 抗体陽性者の実態を把握したところ、

整形外科、眼科、精神科などは HCV 抗体陽性

者を、肝臓専門医に紹介してない共通した実

態が明らかになった。また、大学病院と一般

総合病院では HCV 抗体陽性者にそれぞれの特

徴があることも明らかとなった。 

さらに、院内肝炎対策には、肝炎医療コー

ディネーターの役割は極めて重要であり、肝

臓専門医への紹介のハードルを下げ、援助す

ることで紹介率の向上につながることも明ら

かとなった。 

 これまで院内紹介率の低かった診療科から

の紹介を向上させ、院内対策を充実するため

には、肝炎医療コーディネーターへの権限付

与を含む活動の支援が極めて重要であると考

えられた。  

  

E. 結論 

高知県においても佐賀方式のフォローアッ

プシステムの導入は可能であり、行政的にも

住民的にも、さらには個人情報の観点からも

大きな問題は認めなかった。 

地域の肝炎行政を進めて行くためには、地

域の行政担当者への理解も含めた肝炎対策へ

の啓発活動が重要である。 

また、これまで院内紹介率の低かった診療科

からの紹介を向上させ、院内対策を充実する

ためには、肝炎医療コーディネーターへの権

限付与を含む活動の支援が極めて重要である。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H.  知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

3.その他：特になし 
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厚生労働省科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
平成 28年度 分担研究報告書 

Ｃ型肝炎ウイルス検査陽性者を受診・受療へ導く啓発ツールの介入効果の検証 
 

研究分担者：小林良正 国立大学法人浜松医科大学医学部内科学第二講座・肝臓内科 病院講師 
 

研究要旨：肝炎ウィルス検査が陽性であっても適切な治療に結びついていないことから、肝炎
ウィルス陽性指摘後のフォローアップと適切な受療の向上を目的に、深層心理に基づいた受
診・受療勧奨用メッセージが考案された。一部の地域において、受診促進効果が確認されたが、
全国展開した場合のその介入効果は明らかでない。そこで、静岡県浜松市において、受診・受
療勧奨メッセージを行政からのダイレクトメールとしてＣ型肝炎ウィルス陽性者へ送付し、受
診と受療への介入効果を検証した。その結果、総受診率は介入前 73％から介入後 85％に、総受
療率は介入前 58％から介入後 65％に向上した。深層心理に基づく受診・受療勧奨メッセージを
含む啓発資材は、Ｃ型肝炎ウィルス陽性者の行動変容をもたらし、受診・受療を促進させる有
効なフォローアップツールであることが明らかとなった。 

A. 研究目的 

Ｃ型肝炎は、放置すると肝硬変、肝癌と

いった重篤な病態へ進行するが、最近の治

療の進歩は目覚ましく、画期的な経口抗ウ

ィルス剤が次々に臨床導入されることに

より、ウィルス排除率は 100％近くになっ

て来ている。しかしながら、いまだＣ型肝

炎ウィルス陽性者における抗ウィルス治

療の受療率は十分とは言えない。その原因

として、Ｃ型肝炎ウィルス検査を受けない

例があること、またＣ型肝炎ウィルス検査

が陽性であっても適切な治療に結びつい

ていない例が多数存在していることなど

が挙げられる。そこで、Ｃ型肝炎ウィルス

陽性指摘後のフォローアップと適切な受

療の向上を目的に、行動科学とソーシャル

マーケティング手法を用いて啓発資材が

作られた。しかしながら、その介入効果の

検証は不十分である。 

 本研究では、深層心理に基づいて考案さ

れた受診・受療勧奨メッセージを載せたリ

ーフレット「たたけ肝炎」を行政からのダ

イレクトメールとしてＣ型肝炎ウィルス

陽性者へ送付し、その介入効果を検証する

ことを目的とした。 

 

B. 研究方法 

平成 26 年度における浜松市の肝炎ウィ

ルス無料検査（緊急肝炎ウィルス検査、特

定感染のウィルス検査、健康増進法に基づ

く節目検診）で指摘されたＣ型肝炎ウィル

ス陽性者に対して、平成 28 年 2 月に浜松

市からのダイレクトメールとして、受診・

受療勧奨リーフレット「たたけ肝炎」と医

療機関への受診状況および抗ウィルス療

法の受療状況を調べるためのアンケート

調査票（ナンバーリング付）を送付した。

さらに、平成 28 年 7 月にアンケート調査

票未回収のＣ型肝炎ウィルス陽性者、医療

機関へ未受診のＣ型肝炎ウィルス陽性者、

受診したが抗ウィルス療法を受けていな

いＣ型肝炎ウィルス陽性者に対して、再度

アンケート調査票（ナンバーリング付）を

送付し、医療機関への受診状況および抗ウ

ィルス療法の受療状況を調査した。 

 

C. 研究結果 
平成 26 年度における浜松市の肝炎ウィ
ルス無料検査は 15,440 件行われ、26 件の
Ｃ型肝炎ウィルス陽性者が見つかった。こ
の 26 件に第 1 回目のアンケート調査を行
ったところ、その回収率は 73％（19/26）
であった。アンケートを回収できた 19 件
全例が医療機関を受診しており、そのうち
の 15例が抗ウィルス療法を受けていた。 



 
 

- 142 - 
 

さらに第1回目のアンケートを回収でき
なかった7件と第1回目のアンケート調査
で抗ウィルス療法を受けていないと回答
した 4件に対して、再度アンケート調査を
第1回目のアンケート調査の5ヶ月後に行
ったところ、その回収率は 64％（7/11）で
あった。第 1回目のアンケート調査で抗ウ
ィルス療法を受けていなかった4件全例か
ら第 2 回目のアンケートを回収できたが、
依然として抗ウィルス療法を受けていな
かった。なお、そのうちの 2件は今後抗ウ
ィルス療法を受ける意志があることを示
した。一方、第 1回目のアンケート調査で
回収できなかった7件のうち3件からアン
ケートを回収でき、その全例が医療機関を
受診し、そのうちの2件がリーフレット「た
たけ肝炎」の配布後に抗ウィルス療法を受
けており、残りの 1件は今後抗ウィルス療
法を受ける意志があることを示した。 
以上から、受診・受療勧奨リーフレット
「たたけ肝炎」により、総受診率は 73％か
ら 85％に、総受療率は 58％から 65％に向
上した。 

 
 

D. 考察 

 本研究では、深層心理に基づいて考案さ

れた受診・受療勧奨メッセージを載せたリ

ーフレット「たたけ肝炎」を行政からＣ型

肝炎ウィルス陽性者へ個別送付し、その介

入効果を調査したところ、医療機関への受

診率の改善だけでなく抗ウィルス療法と

しての受療率の向上も認められた。この受

診・受療勧奨用リーフレットは、厚生労働

科学研究費補助金・肝炎等克服政策研究事

業「効率的な肝炎ウィルス検査陽性者フォ

ローアップシステムの構築のための研究」

の研究班で開発された啓発資材である。す

でに佐賀県において、受療率の向上効果を

もたらすことが報告（厚生労働科学研究費

補助金・肝炎等克服政策研究事業「効率的

な肝炎ウィルス検査陽性者フォローアッ

プシステムの構築のための研究」平成 27

年度総括・分担研究報告書 p121-p124）さ

れているが、本研究は、佐賀県以外の地域

でも同様な介入効果が期待できることを

示した。したがって、このフォローアップ

ツールの全国展開により、多くのＣ型肝炎

ウィルス検査陽性者が適切な受療に結び

ついた可能性が考えられる。 

 

E. 結論 
深層心理に基づく受診・受療勧奨メッセ
ージを含む啓発資材は、Ｃ型肝炎ウィルス
陽性者の行動変容をもたらし、受診・受療
を促進させる有効なフォローアップツー
ルとなり得ると考えられる。 

 
F. 研究発表（本研究に関わるもの） 
1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 
2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 
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